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イネ品種「ゆきひかり」の米アレルギーへの有効性に関する
バイオマーカーの開発

加藤清明
帯広畜産大
学

米アレルギー症状を緩和する米品種「ゆきひかり」と、一般のイネ品種の米を
給餌試験したラットの血液サンプルを用いて発現遺伝子とプロテオームを解析
し、アレルギー症状への有効性を実験動物で判定できるバイオマーカーの開発
を目指した。本研究によって、血清タンパク質２種のバイオマーカー候補をスク
リーニングできた。今後、(1)米アレルギー患者の効果的な治療のための簡易
診断法の開発、 (2)米アレルギー症状への有効性を高めたイネの新品種の開
発、(3)同機能性を持つ米および米以外に由来する食品の開発、(4)未患者
の発症リスクの軽減化に向けた研究に活用できる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
米アレルギーを判定するバイオマーカー候補2種を特定できたことに関しては評
価できる。一方、技術移転の観点からは、産学共同研究の推進に向けて、
具体的な検討を開始しており、新しい産学連携・事業展開が期待される。今
後は、米アレルギーとの関連性を解明により、既知のバイオマーカーの新しい機
能性を解明に向けた可能性が期待できると共に、解明されれば検査法確立
に向けた新たな産学共同研究の推進が期待される。

真空装置部品向けアルミニウム鋳物製造技術確立のた
めの探索試験

板橋孝至

地方独立行
政法人北海
道立総合研
究機構

現在、鍛造ブロックからの削り出しにより作製されているアルミニウム製真空装
置部品を対象として、切削加工工程を低減できるニアネットシェイプ鋳造の活
用を目指し、真空装置の部品に利用可能なレベルの内部品質を有するアル
ミニウム鋳造品製造技術およびその内部品質の評価方法の探索を行った。
シールハウジングを対象として、鋳造方案の検討およびＸ線ＣＴによる内部品
質評価を行ったところ、①鋳造方案の改良により内部欠陥を約10分の1に低
減可能であること、②従来困難であった直径100μmオーダーの内部欠陥を
非破壊で評価可能であること、③鋳造品を切削加工した試作品は10－４Pa
程度の真空度を維持できること、を明らかにし、当初目標を達成できた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
Ｘ線ＣＴによる内部品質評価、鋳造組織の解析、試作品の鋳造、切削加工
後の真空到達圧力評価を行い、地元企業によって製造できることを実証した
ことに関しては評価できる。技術移転の観点からは、企業が技術高度化によ
る新分野展開、低コスト化による競争力向上による事業化を目指しており、
実際の部品製造での共同研究が期待される。今後は、アルミニウム砂型鋳
物の真空部品やニアネットシェイプによる低コスト化は、地元アルミ関連加工
企業の技術力ＰＲになるため、コンソーシアム形成など共同事業体構築など
への展開も望まれる。

炭素繊維強化熱可塑性材料の義肢装具への応用に関
わる機械的特性検証に関する研究

太田佳樹
北海道科学
大学

 本研究では炭素繊維強化熱可塑性プラスチック(CFRTP)の装具部品への
活用を目指し、その強度・剛性特性に関する実験的検証を行った。その結果
CFRTPは常温及び低温のいずれにおいても現在使用されているアルミ合金材
料とほぼ同等の強度・剛性特性が得られた。一方でCFRTPは熱硬化性樹
脂CFRPに比べ繊維方向の影響が大きいものの、この点を考慮し例えば疑似
等方性的に積層することにより問題が回避できることから、これを活用すること
により製品の軽量化に寄与出来る可能性は高いことがわかった。なお、計測さ
れた剛性特性を用いた数値結果と振動実験結果を比較検証すると共に、実
際に寒冷地で使用する際の装具の温度測定も行い、得られた知見の妥当
性も確認した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。装具
ステーに使われている材料をアルミ合金からCFRTP材料に転換可能であるこ
と、さらに寒冷地の低温環境下でも使用可能なことを検証したことは評価でき
る。また、技術移転の観点からは、本成果は企業ニーズの解決のみならず、
装具製作分野、医療分野への波及効果も大きいと考えられる。今後は、技
術的課題が明らかになったことから、今後の社会を形作る技術として着実に研
究開発を進め、実用化していくことが期待される。

ホタテガイ加工副生成物を原材料とするエイコサペンタエン
酸（EPA）高含有高生体利用率油脂の精製技術開発

高橋是太郎 北海道大学

ホタテガイのウロは、最も安定的にEPAを供給できる資源である。ウロをn-ヘキ
サン/95%エタノールにより溶媒分配することで、n-ヘキサン層に重金属を少量
しか含まないホタテ油が得られることがわかった。この少量の重金属も、市販の
吸着剤の使用によって基準値以下にすることができた。最もEPA含量の少な
い産地のホタテ油について、sn-1,3位と2位の脂肪酸組成を測定したところ、
DHAは全て2位に局在していたが、EPAは1,3位に多く局在し、2位のEPA含量
が18.4%、1,3位のEPA含量が25.7%であった。この油に1,3位にのみ作用する
Rhizopus japonicus由来リパーゼを用いると、アシルグリセロール画分中の
EPAは24.6％から27.4%までしか上がらなかったが、全ての位置に作用し、EPA
に比較的作用しづらいCandida rugosa由来リパーゼを用いたときは、35.0%ま
でEPA含量が上がることがわかった。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
重金属類を安全な濃度で抽出する技術を開発できたことは評価できる。一
方、技術移転の観点からは、安定性、保存性にかかる実証研究が望まれ
る。今後は、安定した生産体制構築のため、産地側、川下側の生産体制構
築を進め、モデル的に生産するなど、事業性を実証していくことが期待される。

２糖資源を活用した２糖アミノ酸調製法 比能洋 北海道大学

筋ジストロフィー症関連糖鎖として発見されたO-マンノース型糖鎖を有する糖
アミノ酸の商用供給を実現するため、安価なガラクトマンナンから調製可能な
マンノビオースオクタアセテートを原料とした調製ルートを開発した。さらに得られ
た2糖単位の立体選択的グリコシル化により目的糖アミノ酸骨格を得ることに
成功した。今後、収率の低いルートの最適化を実施し、商的供給を実現する
と共に、この糖アミノ酸を用いた合成プローブを基盤とする新規事業へと展開
する予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
これまで難易度が高いと考えられてきた糖鎖の合成ルートを構築できたことに
関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、研究用試薬としての販
売可能性、さらには糖鎖機能解明と利用による創薬の基盤となるため、関連
研究への波及効果も大きいことが想定される。今後は、糖鎖の解読、利用に
関する基盤確立と筋･神経系疾患研究への展開が期待される。

"静かな癌幹細胞"の発生因子探索におけるグライコミクス
の有用性検証

宮武由甲子 北海道大学

グライコブロッティング法を用いたグライコミクスは、化学選択的な糖鎖補足反
応に基づいた網羅的糖鎖解析技術である。本研究は、癌幹細胞発生に関
わる因子の探索に関して、本技術が有用であることを検証した。癌幹細胞様
特性誘導可能なin vitro実験モデルから得られた膵癌細胞の糖鎖発現プロ
ファイルを作成し、陰性対照との比較検討の結果、本技術は、癌幹細胞様
特性獲得への関与が期待される糖鎖発現プロファイルの微細な変化を検出
できることを明らかにした。したがって、グライコミクス技術は、今後の様々なin 
vitro研究による、より詳細な癌幹細胞発生に関わる因子の探索への応用が
十分可能であると考える。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。当初
の目標は達成し、目標通り企業が持つ糖鎖解析技術ががん細胞の転移メカ
ニズムの研究に有用であることが検証でき、企業における新規事業としての可
能性が広がった。また、本研究中に開発した要素技術により、次の研究ステッ
プの足がかりを創出したことから、癌細胞研究の大きな進展が期待されるとと
もに、他の癌研究への応用展開も期待される。

低環境負荷型地熱発電システムの原理実証-同軸２重
管熱交換器向け断熱内管の開発および断熱構造の最
適化-

香山晃
室蘭工業大
学

本研究開発では加圧水型DCHE(同軸2重管熱器)方式地熱発電用の断熱
配管の開発による地熱利用の開発促進を目指し、耐熱性に優れた１ｍのポ
リマー・多孔質材を用いる2種類の断熱管の試作に成功した。新たに開発した
同軸熱交換試験装置で、目標値の2.5倍の断熱性能となる0.04 W/(m・K)の
熱伝導率を確認した。目標値が達成されており、断熱層の厚さ低減なども含
む大幅なコスト低減に加え、工業化も目指せるプロセスとなる事が期待でき
る。今後は産学連携を国の開発計画と結びつけることで開発の加速を目指
す。具体的には、断熱配管の基本設計の改善や大量生産方式の具体化を
実際の抗井での性能確認試験と並行させて実施する。

技術移転につながる可能性は一定程度高まった。中でも断熱性の目標値は
クリアしたことは評価できる。一方、発電事業としての実証研究は不足してお
り、実際に使用される現場での技術的検討やデータの積み上げなどが必要と
思われる。今後は、これまでの厳しい環境での知見を活かして、温泉スケール
防除など地域企業が関わりやすい開発テーマも検討に値すると思われる。

リンゴ栽培におけるエンドファイトを利用した病害抑制技術
の確立

杉山修一 弘前大学

エンドファイトとは植物に内在する無害微生物の総称である。本課題の目標
は、リンゴの葉に棲息するエンドファイトを利用して落葉を引き起こす褐斑病を
抑える技術を開発することである。リンゴの葉から培養により褐斑病を抑制す
る候補菌1種を分離した。この菌種の胞子懸濁液を岩手県遠野市の無農薬
栽培1年目のリンゴ園の葉に接種することでエンドファイト密度を高め、褐斑病
を抑制する可能性を検討した。接種後に調査した落葉率は無接種区と差は
なく、エンドファイトの病害抑制効果は確認できなかった。この原因として、用い
たリンゴ園自体のエンドファイト自然感染率が極めて低いため、接種効果が現
れなかった可能性があり、今後さらに検討する予定である。

当初計画どおりに研究開発は実施していたものの、当初期待していた成果ま
では得られなかった。果病害抑制に関係すると考えられたエンドファイト数種の
うち、候補菌1種の分離を行い、農園にて実証したものの、検証に関する技術
的検討や評価の実施が十分ではなかった。エンドファイトが保有する病害抑
制効果に関するデータ取得なども、引き続き検討して頂くと共に、新たな手法
の検討を実施することが望まれる。今後は、今回の成果を整理しつつ、綿密
な実験計画を立てることが望まれる。

機能性物質を担持するβキチンナノファイバーの用途展
開

戸谷一英
一関工業高
等専門学校

三陸地域資源であるスルメイカの中骨から調製したβキチンを湿式解繊処理
装置（StarBurst）により蒸留水中でナノファイバー（NF）化する際に、「βキチ
ン」と「機能性物質」（5種）の「ハイブリッドNF」を調製した。同NFの物性を、透
過率、粘度、SEM、等で評価するとともに、遠心分離による上清の「機能性
物質」を定量し徐放性を評価した。「機能性物質」や「ハイブリッドNF」をヒト
繊維芽細胞に投与し、細胞増殖能をMTTアッセイにより評価した。NF単独で
は595 nmの有意な上昇は見られなかったが、「機能性物質」単独に比しハイ
ブリッドNFで吸光度が有意に上昇する場合が散見された。化粧品分野への
展開が期待される。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。特に「機能性物質」のＮＦへの坦持方法、物性、叙放
性をある程度明らかにしたことと、「機能性物質」を担持したＮＦのヒト繊維芽
細胞に対する効果を明らかにしたことは、評価できる一方、ハイブリッドNFの徐
放性をもう少し明らかにすることと、「機能性物質」担持したNFのヒト繊維芽
細胞増殖能は当初想定していた結果ではなく、今後の研究課題として残っ
た。製品化に向けた、企業としても推進体制の強化など、改善点などの問題
を早急に解決し、地域産業の活性化に寄与することが望まれる。

産婦人科医師・看護師のためのジャイロ・加速度センサー
を用いた経膣法トレーニングシステムの研究開発

土井章男
岩手県立大
学

平成24年度復興促進プログラム（A-STEP）の「産婦人科医師・看護師のた
めの超音波検査トレーニングシステムの研究開発」ではプローブの位置と姿勢
を取得するために、磁場式センサを使用したために全体の価格は非常に高価
となった。そこで、本研究では汎用のジャイロセンサと加速度センサを用いて安
価なシステムの構築が可能か検証を行い、その有効性を確認した。さらに新し
いプローブを使用した超音波トレーニングシステムを構築した。本トレーニングシ
ステムでは、トレーニング用超音波画像を変更することで、種々の症例に対応
可能となるため、十分な教育的効果が見込まれる。また、汎用のジャイロセン
サと加速度センサを用いたシステムは特許出願を行った。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。画像
表示、小型化・低価格化、知財確立できていることから今後は、早期の事業
化に向け、ジャイロ・加速度センサによる位置・姿勢計測の誤差を達成するこ
とが望まれる。産科医、助産師、看護師の早期育成が不可欠であり、診断
技術を効率よく習得・利用できる効果的なトレーニング法の確立が望まれてい
ることからも、早期の事業化が期待される。

超臨界二酸化炭素法を用いた世界の琥珀の生物活性
物質抽出の比較検討

白井誠之 岩手大学

久慈産琥珀からのアルコール抽出物には抗アレルギー作用を有する生理活性
物質が含まれる。本研究では、超臨界二酸化炭素を用いた琥珀からのアル
コールフリーな生理活性物質抽出法の開発を目的とした。超臨界二酸化炭
素で琥珀を処理することで、従来法であるアルコール抽出法とほぼ同量の抽
出物が得られることを確認した。また、国産琥珀で実施した超臨界二酸化炭
素法で海外産琥珀の抽出実験を行い､メタノール抽出法と同様に抽出できる
ことを示した。アルコールフリーな琥珀抽出物を含んだ製品開発を目指し、超
臨界抽出の更なる改良を図っている。

概ね期待以上の成果が得られ、技術移転への期待が高まった。特に超臨界
二酸化炭素での琥珀処理により、アルコールフリーな生理活性物質抽出が従
来のアルコール抽出法とほぼ同量の抽出が得られることを確認した。また、久
慈産琥珀抽出物の主要活性成分であるkujigamberolが、ロシア産、ドミニカ
産琥珀には含まれていないことを明らかにすることができたことにより、国産琥珀
の競争力向上への寄与が想定される。技術移転の観点からは、実プロセス化
に向けた取り組みに着手するなどの対応を実施しており、今後の事業化に向
けた展開が期待される。

ヘルメット搭載型骨伝導ヘッドセットシステムにおける高感
度バイタルセンサの開発

本間尚樹 岩手大学

本研究開発では、ヘッドセットに搭載される複数の赤外線センサで観測したバ
イタルサインに対して、研究代表者が取り組んできた無線信号処理技術によ
り処理を施すことによって、高い感度で心拍を計測可能とすることを目的として
検討に着手している。本研究開発期間中は、赤外線センサから出力される
信号を、申請者の開発した無線信号処理装置に入力する機構の構築を行
い、さらに構築した装置を用いた実験により、バイタルサインの観測および感度
改善効果を評価した。複数の赤外線センサの信号の同時計測が可能となる
ことを確認するとともに、感度の高いセンサの信号を選択的に利用することに
よってダイバーシティ効果が得られ観測精度が向上することが明らかになった。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
複数センサを取り付けたヘッドセットの試作装置の構築と試作装置に取り付け
た複数センサから得られたバイタルデータの観測を可能とし、シーズ技術による
信号処理を施すことにより、感度向上が確認できたことは評価できる。一方、
実用化に際しての新たな課題についても確認できており、データ蓄積、検証な
ど、着実に解決していくことが望まれる。今後、福祉分野、ものづくり現場など
への波及効果も想定できることから、産学連携による継続的な取り組みを期
待する。

魚体等の実用的な画像センシング技術の開発 明石卓也 岩手大学

魚等の水産物などの対象物を極力少ないカメラでセンシングする技術を確立
することを目標とする。従来の主な問題点は、手動で設定する必要のあるパラ
メータの数が多いことであった。パラメータの必要性などの検討は実用化に向け
て非常に重要である。そこで、このような検討を含めたアルゴリズムの洗練化を
実施し、評価方法について再検討した。その結果、魚対表面における傷の検
出に用いている特徴量のうち、傷の検出に直接影響するパラメータを発見し
た。これに最も比重を置くことが有効であり、続いて、特定のパラメータの取捨
選択やその値の調整結果の精度に対する影響が大きいとの知見を得た。ま
た、以前まで使用していた輝度差を表す特徴量が不要である可能性が高い
という結果が得られた。さらに評価方法の再検討も実施した。結果として、傷
の検出精度を向上させることができた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。傷検
出に直接影響するパラメータを発見したことに関しては評価できる。一方、技
術移転の観点からは、判別精度向上、判断速度の改善など、実利用を想
定した取り組みが望まれる。本研究成果は魚体のみならず他の工業製品な
どの傷検出にも生かすことが出来る技術的優位性を有する可能性もあるた
め、研究開発を継続し、今後実用化への展開を期待をしたい。

－1－



平成27年度第1回マッチングプランナープログラム「探索試験」事後評価結果
※所属機関は研究開発期間終了時のもの

研究開発課題名
研究責任者氏
名

代表機関 課題の総括 事後評価所見

難分解性素材（炭素繊維強化プラスチック）分解菌の探
索および分解性の評価

山田美和 岩手大学

環境に優しいCFRP廃棄法の確立を最終目標とし、CFRP分解微生物の取
得を目指した。これまでの研究で単離済みの約120菌株を用いて、CFRP顆
粒を主な栄養源とし１ヵ月間培養した結果、培養後のCFRPフィルム表面の
顕微鏡観察において、菌の付着が確認され、付着した菌体除去後には
CFRPフィルムの重量が約３～７％減少した１５菌株を選抜することができた。
得られた菌株の16SrDNA配列を解析した結果、バシラス属もしくはアクロモバ
クター属の細菌であることが明らかとなった。よって、本研究開発の目的であっ
たCFRP分解菌の取得を達成することができた。今後は、見出した菌株の分
解性が向上する培養条件等の検討や、分解酵素の特定、さらなる分解能の
高い菌株の探索等を検討する必要があると考えられる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が非常に高まっ
た。分解が示唆される１５菌株の微生物の取得できたことは、目標通りの成
果となった。今後、技術移転の観点から、新たな微生物の探索、培養条件の
最適化および遺伝子導入などの検討を行い、実用化を進め、将来的には
CFRPの廃棄のみでなく、さまざまな用途への応用展開に向け継続的な共同
研究の実施が期待される。

高温用積層型燃焼圧センサ素子の開発 遠藤治之

地方独立行
政法人岩手
県工業技術
センター

車載用燃焼圧センサ素子の耐熱性改善を目的とし、分子線エピタキシー法
により酸化物薄膜をエピタキシャル成長した積層型圧力センサ素子と高耐熱
性パッケージの開発を行った。その結果、パッケージについてはインコネルとアルミ
ナセラミックスを組み合わせて耐熱性の高いパッケージを試作することが出来
た。また、積層型圧力センサ素子開発については、2mm角サイズの素子にお
いて、室温の抵抗値は10の12乗Ω台を達成したが、抵抗温度係数が大きく
300℃では10の8乗Ω台まで低下した。不純物分析の結果、酸化物薄膜中
に数種の金属が不純物として取り込まれていることが判明し、これらの不純物
が抵抗温度係数の大きな原因として考えられ、今後、不純物の低減を図り
対策する予定である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は、一定程度高まった。なかでも、温度特性評価用の高耐熱性パッケージ開
発を行い、インコネルリッドとアルミナパッケージを組み合わせることで耐熱性の
高いパッケージを開発し、当初計画を達成したことは評価できる。一方で、目
標とする抵抗値に達しない状況ではあったが、要因と思われる技術的課題を
見出しており、今後の継続的な取り組みが望まれる。今後は、技術的により
精緻なデータ習得を可能とする機関との連携など、技術的課題を着実に解
決することにより、事業化が進展することを期待する。

銅ナノ粒子を用いたレーザー直接描画法による微細配線
パターンのオンディマンド形成プロセスの開発

渡辺明 東北大学

フレキシブルプリント基板用の配線回路のための新規な銅シード層パターン形
成プロセスを目的として、銅ナノ粒子を用いたレーザー直接描画法によるオン
ディマンド形成プロセスに関する研究開発を行った。レーザー直接描画法に
よって、数値目標である5 μm以上の分解能と0.5 μm以上の膜厚の銅シー
ド層を、フレキシブル樹脂基板として用いたポリイミドフィルム上に形成できるこ
とを確認した。銅シード層のPCT試験（飽和加圧蒸気試験）や実際の電解
銅めっきプロセスの検討から、樹脂基板と銅シード層との間での良好な密着性
が示された。本研究開発における銅ナノ粒子を用いたレーザー直接描画法に
よる微細配線パターンのオンディマンド形成プロセスは、プリンタブルプロセスによ
るフレキシブル＆ウェアラブルデバイス形成における要素技術として、今後の展
開が期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。目標
値である５μｍ以上の分解能並びに０．５μｍ以上の膜厚の銅シート層の形
成が出来たこと、また、密着性についても良好な結果が達成出来たことに関し
て評価できる。技術移転の観点においては、本研究開発の要素技術を通じ
て共同研究、技術移転の可能性があることから、企業ニーズ、マーケットを踏
まえた研究開発や実用化に向けた取り組みを継続することを期待する。

気相-固相反応を利用した超高飽和磁化Fe-C-N軟磁
性粉の創製

飛世正博 東北大学

ガスプロセス技術を新材料創出と結びつけるという企業ニーズに対して、大学
が有する薄膜データをよりどころとして超高飽和磁化Fe-C-N軟磁性粉を気
相-固相反応によって合成する研究に挑んだ。炭化については種々のC系ガス
を用いて検討した結果、低温で微量のCを導入できた。また窒化条件検討に
より従来のナノサイズを超えサブミクロン粒子にまでNを導入できたことは、実用
材開発において大きな意義があった。目標とする軟磁気特性は未達である
が、Fe合金の気相-固相反応に関する多くの基礎的知見が得られ、他のFe
基磁性合金に展開できる可能性が示された。本プログラムがトリガーとなって
採択され現在進めている他のプロジェクトの結果と合わせて、本格的な提案に
つなげていく。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもＦｅ合金の固相－気相反応のおいて多くの基礎
的知見を得たこと、また、ナノ粒子だけでなくサブミクロン粒子にも適用出来る
ことを明らかにしたことに関しては評価できる。一方、基礎データの収集までで
終わったことは残念であり、今後、反応条件の技術的検討やデータの積み上
げなど継続して行い、Ｆｅ－Ｃ－Ｎ系の粉末の合成並びに目標特性を得るた
めの諸条件を見いだし、次のステップの技術移転につながる成果が得られるこ
とを期待する。

米粉を対象とした結晶性制御技術の確立 藤井智幸 東北大学

粉砕方法の異なる米粉を調製し、それぞれの粉体特性、構造パラメータを実
測した。加工によって結晶領域を消失させた米粉についても難消化性がゼロ
にはならないことを見出し、結晶領域においても消化されやすい領域と難消化
性な領域があることを示した。また、低温減圧下で保存することによって米粉
中のＲＳ含量が変化した。非晶質米粉では100日余り保存してもＲＳ含量は
それほど変化しなかったのに対し、本研究で調整した米粉に関してはＲＳ含量
が３～４倍に増加した。低温減圧処理を施した米粉においては、Ｘ線回折
カーブにおいてピークパターンが変化していることが示された。以上の結果から、
低温減圧処理によって結晶構造が変化し、結果としてＲＳ含量が増加したと
考えられた。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。Ｘ線回折法を用いて結晶性の尺度として構造解析へ
の新たな手法を導入した点に関しては評価できる。一方、低温減圧処理によ
り、結晶構造が変化してしまったため、目標達成には至らなかったが、難消化
性デンプン含量の増加は確認出来きている。実用化にあたっては、製造コスト
並びに調整時間の短縮などの対応が望まれる。今後は、難消化性と米粉の
結晶構造の関係を明らかにするための更なる基礎的な研究の継続が求めら
れる。

巨大磁気Ｋｅｒｒ効果を利用した旋光性／円二色性計測
装置の開発

山根治起
秋田県産業
技術センター

通常の磁性金属薄膜に比較して約２００倍に相当する巨大な磁気Ｋｅｒｒ効
果を利用することで、鏡像異性体（光学活性物質）を高精度に測定すること
が可能な新たな旋光性／円二色性計測装置の提案を目的として研究開発
を行った。駆動磁場の低減と磁気光学効果の増強を可能とする素子開発に
取り組み、個別の目標達成には成功したが、両立する材料の実現には至ら
なかった。一方、評価システムの構築では、面内磁場方式を用いた旋光性／
円二色性の同時計測に係る基本動作の確認、ならびに、旋光測定に対する
垂直磁場方式での巨大磁気Ｋｅｒｒ効果の有効性を確認することができた。引
き続き、素子開発に係る研究開発を進めることで、本計測手法の実用化を
目指す。

当初期待していた成果までは得られなかったが、従来材料である特性向上へ
の検討において、新たな知見が得られたことは評価できる。一方で、新たな素
子開発に際しては、課題解決に向け、データの蓄積、技術的課題の再検討
などが必要と思われる。今後は、引き続き、企業と連携しつつ基礎的研究に
よる新たな知見の蓄積が望まれる。

透明有機導電性パターニング膜を利用した焦点可変制
御機能を有する高機能液晶レンズを用いた３次元撮像
装置の開発

河村希典 秋田大学

本研究開発の目的は、透明有機導電性膜を用いた焦点距離制御型液晶
レンズを試作し、機械的駆動部を必要とせず焦点面を制御することができる3
次元撮像装置を開発することである。従来、２個の撮像素子で得られた左右
の画像にステレオマッチングを施すことで視差値を求め、3次元画像を生成でき
る技術があるが、本技術を活用すれば、電子制御により焦点可変機能を有
する3次元撮像装置を実現することが可能である。透明有機導電性膜のパ
ターニング制御技術、液晶レンズ応用技術、及び3次元撮像画像処理技術
の確立を達成することができた。本研究で開発した技術は、“材料設計・可
視化技術・ロボットの視覚制御”におけるキー技術であり、新規産業創出につ
なげ、新市場開拓の展開を考えている。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。液晶
レンズを用いた電子制御により、焦点可変機能を有する3次元撮像装置を実
現できたことにより、今後の実用化が見込まれる。今後は液晶応用技術を生
かした光関連産業を新たに創出するなどの波及効果が期待できることから、
多様な光学関連企業との連携を行いつつ、研究開発を実施することが望ま
れる。

機能性野菜製造のための植物工場用アシスト光源として
の低コスト紫外可視光変換樹脂製集光・光転送装置の
開発

辻内裕 秋田大学

紫外可視光変換光転送装置開発に向けて透明樹脂ほか部品の設計と組
み合わせを試し検討を重ねた結果、PMMA光ファイバーに連結できる集光部
品で光を濃縮できる形状を設計した。その転送基本部品を含む転送装置容
器に透明度の高い高耐久紫外可視光変換液体で満たしPMMA光ファイバー
接続することで紫外可視光変換で青色光増強転送を実現した。この成果か
ら高額のレンズ、ガラス光ファイバーは使用せず低コスト光転送装置の設計指
針を得た。本試作の一方で実施した紫外可視光変換による効果を加えた光
質変換環境での野菜栽培への影響を測定した実験により有用色素の産生
量顕著増大を明らかにした。

概ね期待通りの成果が得られ、企業への技術移転の可能性が高まった。野
菜栽培での実験において、含有色素の産生量が顕著に増大していることを確
認できたことは評価できる。今後は、未達項目の目標達成と、特定の化学物
質の調節刺激で産生量が増加するという性質を、光環境との関連性について
解決できれば、付加価値の高い事業化の可能性が期待できる。また、本研
究は植物工場のみならず、他産業にも波及する可能性があり今後継続的な
取り組みが望まれる。

超音波援用レーザープレーティングによる微粒子複合金
属３Dプリンティング技術の開発

鈴木庸久
山形県工業
技術センター

本研究では、基板材種に依存しない直接３Dプリンティング技術、局所的に
厚みや特性を変えることができる機能性３Dプリンティング技術として、レーザー
プレーティングによる精密な金属（複合材料）の３Dプリンティング技術を開発に
取り組み、以下の成果を得た。超音波振動ユニットを開発し、めっき液にナノ
材料としてカーボンナノチューブを添加し、超音波振動により分散・凝集させる
ことでレーザーの吸収波長を制御し、未処理のポリイミド基板等に対して、積
層ピッチが細かい精密造形を可能とした。また、カーボンナノチューブの添加に
より、405nm～980nmまでの波長のレーザーにおいて造形を確認し、さらに、造
形速度の改善が確認できた。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。立体造形の精度に関して目標未達となった項目がある
が、機能性粒子の含有量、非めっき樹脂への直接めっきなどは目標を達成し
ており評価できる。実用化に向けて、造形に関する精度、品質の安定化につ
いて実験装置も含めた要因分析を行い、早期の解決を望む。本技術は次世
代の３Ｄプリンティング産業に貢献しうる技術であり、今後は、今回明確となっ
た課題に関して研究を継続的に行い、次のステップに繋げていくことを期待す
る。

受精卵品質診断のための全自動型細胞呼吸測定装置
の開発

阿部宏之 山形大学

本研究では、電気化学計測技術を応用した「受精卵呼吸測定装置」の自
動化のための技術開発を行った。まず、1ミクロンの精度で呼吸測定ポイントを
位置決めできる自動精密ステージを考案し、自動精密ステージを制御するた
めの独自の解析ソフトを開発した。次に、自動測定に対応した高感度マイクロ
電極を開発し性能評価を行った。その結果、従来の「受精卵呼吸測定装
置」をベースとする自動呼吸測定システムの開発に成功し、この測定システム
の受精卵品質評価における有用性が示された。今後は、操作性と測定精度
を向上させたシステムを開発し、生殖医療において応用できる受精卵品質診
断装置への展開を目指す。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特
に、従来の装置の課題であった①精密自動化ステージ　②自動化制御呼吸
解析ソフト　③自動測定対応型プローブ　に関する各目標値を満足する結
果が得られたことに関して評価出来る。自動化の基礎部分が解決され医療
現場のニーズに応える新しい受精卵品質診断装置の開発に大きく前進して
おり、企業での技術活用の可能性が高くなった。今後は、医療機関の関係者
と連携・協議の上、有効性、安全性の検証を十分に行い、新規装置の実用
化を目指すことを期待する。

嫌気性微生物の活性化因子を活用した屎尿バイオマス
の開発

小酒井貴晴 山形大学

腸内嫌気性微生物の活性化因子であるゲラニオールを活用して、尿が混じっ
た屎尿の発酵をおよそ５倍促進することを目標として、動物から採取した腸管
内容物や屎尿の有機発酵に及ぼすゲラニオールの影響を検討した。①酸性
下条件や高水分条件下で、0.1mMゲラニオール添加は発酵を増大させた。
②デキストリンやグルコース以外のオカラ粕や大豆粕を基質としても、ゲラニオー
ルは発酵を促進した。③0.1〜10mMゲラニオールはブタ屎尿の発酵も促進し
た。低濃度ゲラニオール添加は、酸性下(pH4.8)での発酵をおよそ２倍向上さ
せた。ゲラニオールは発酵効率を向上させる目的ではなく、悪条件下でも発酵
を促進・維持できる因子としての活用が期待された。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。ゲラニオールの発酵に際しての濃度、水分、ＰＨなどの
影響を定量的に捉えることが出来き、また、酸性下の厳しい環境条件のおけ
る発酵に関する知見が得られたことは評価できる。実用化に向けては海外で
の展開も含め、関係企業との連携を密に行い、また、感染性のリスクなどへの
安全対策を十分に行った上で、研究開発を継続し、共同研究開発を推進
することが望まれる。

静電気力を用いたシートデバイス用ディンプルフィルム成型
法の開発

杉本俊之 山形大学

ストリッパブル塗料（剝がせる塗料）の塗布膜に静電界を印加することにより、
膜厚が薄い部分と厚い部分からなるディンプル構造の塗膜を形成し、これを乾
燥・硬化させることでディンプルフィルムを形成する手法の開発を行った。３Dプ
リンタを用いて円柱、平行円柱、ドーナツ型等の代表的形状の電極を作成
し、静電界による変形を行ったところ、電極の曲率半径を一定以上にし、5ｋ
V/cm 以上の電界強度を加えれば、不必要な窪みを作ることなく目的とする
形状の膜厚分布を持つ塗膜が形成できることを確認した。厚い部分と薄い部
分の膜厚差は5倍～10倍程度であり、塗料のNV（含有樹脂成分比）を調整
することで膜厚調整が可能であることを明らかにした。また、ドーナツ型の電極
を用いることで、円形のディンプルを持つフィルムを形成できることが分かった。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特
に、一定の条件により塗膜を制御することが可能であることを見い出し、膜厚
の厚い部分と薄い部分の膜厚比として、約５対１以上が達成したことに関して
評価出来る。技術移転の観点からは、ストリッパブル塗料のアプリケーションを
増やすことや静電気を使った塗膜の硬化状態を非接触で検出するなどについ
ての実用化が望まれる。今後は、放電対策を十分立てた上で静電気力を用
いた本膜厚制御法を塗装分野に幅広く活用すると共に、３Ｄフィルム造形の
新しい方式として、エレクトノニクス分野等への応用を期待する。
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山形大学法により得られた新規アルファ化米粉が可能と
する全く新しいアレルギーフリー食品の開発

西岡昭博 山形大学

アレルゲンを含まないソフトクリームの実現に向けて、乳を使わず代わりにアル
ファ化米粉を用いるという方針で、研究開発を行った。「なめらかさ」と「ツノをも
つ」という特徴を同時に備えたソフトクリームを実現させる上での、ソフトクリーム
原液の成分組成を決定することを目標とした。アルファ化米粉を用いたソフトク
リーム生地の基本組成の提案ができ、目標を十分に達成することができた。
今後、この基本組成を基盤とし、アレルゲンフリーソフトクリームの商品化を進
めることが可能となった。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。｢なめ
らか｣で且つ、｢ツノをもつ｣、アレルギーフリーのソフトクリームの成分組成を決定
できたことに関して評価できる。技術移転の観点では、決定されたソフトクリー
ムの成分組成が、味、色の点で商品として展開できる範囲に入っており技術
移転の可能性が極めて高い。今後は、企業と連携し、商品化に向けた周辺
技術開発（提供方法の検討など）が早期に実行されることを期待する。

低分子ゲル化剤を用いたハロゲン化有機溶媒の分離・回
収剤の開発

伊藤和明 山形大学

ハロゲン化有機溶媒に対する高いゲル化能と、ハロゲン化有機溶媒を含む混
合有機溶媒からのハロゲン化有機溶媒を回収分離する低分子ゲル化剤の
開発を目的とした。低分子ゲル化剤の設計には、水溶性である糖部位と脂
溶性部位とをアミド結合で連結した一連の化合物群を合成し機能性におけ
る構造最適化をおこなった。混合溶媒からのハロゲン化有機溶媒の分離回
収については、いくつかの溶媒系でゲル形成に伴い相分離挙動が認められ、ゲ
ル相へのハロゲン化有機溶媒の濃縮を確認した。また、ゲル化剤の混合により
ゲル化能の向上やゲル化溶媒に対する汎用性を見出した。今回得られた知
見は、化学工業や化粧品、食品などゲル化剤や増粘剤を必要とする産業分
野の発展に寄与できるものと期待できる。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。系統的な実験データから多くに知見が得られ、また、低
分子ゲル化剤の構造と有機溶媒に関するメカニズムを様々な分析機器並び
に溶媒パラメータを活用して解明したことに関しては評価できる。技術移転に
向けて、データの積み上げと分子構造設計の更なる子細な検討が必要であ
る。本研究のゲル化の手法は、化学工業分野のみならず様々の産業分野に
活用可能な技術であり、今後は、実用化に向けた研究の継続を期待する。

軟骨細胞の特異的機能を維持しながら低侵襲に継代培
養できる培養基板の開発

干場隆志 山形大学

軟骨組織の再生医療を実現するためには、採取した軟骨細胞の機能を失わ
ずに増殖させる必要がある。そこで、温度応答性を有しつつタンパク質の吸着
を抑制できる高分子培養基板を用いて、軟骨細胞の機能を維持しながら増
殖培養可能な培養基板の開発を試みた。ポリ(2-メトキシエチルアクリレー
ト)(PMEA)類似体を塗布した培養基板上では軟骨細胞は球形を呈し、その
特異的機能は継代培養によっても維持された。また、温度応答性を付加する
ことにより、形態を球形に維持しながら培養でき、かつ非侵襲的に回収するこ
とにも成功した。このように当初の目標をほぼ達成することができた。一方で、
開発した培養基板を簡便に作製する技術の開発、培養された細胞の再分
化の確認が実用化には必要である。

概ね期待通りの成果が得られた。特に、温度応答性を有しないＰＭＥＡ類似
体に関して目標をほぼ達成し、軟骨細胞の機能維持の可能性を示したこと、
並びに温度応答性を有するＰＭＥＡ類似体でも一部同様の確認が出来たこ
とは評価できる。また、次のステップに進むための技術課題も明確になってい
る。今後は、実用化に向けて、明確となった技術課題に積極的に取組むと共
に、企業との連携を密に行い、医療分野の研究者を共同研究に加えるなど
の取り組みにより、技術移転を加速させることが期待される。

ゼオライトを骨材とした水質浄化ブロックに対するバイオフィ
ルム固定・剥離技術の開発

矢野成和 山形大学

本研究では、排水処理に利用できる新規の微生物資材の開発を行った。本
研究の特色は、陽イオン交換能を有するゼオライト表面に乳酸菌のバイオフィ
ルムを形成させることである。ゼオライトを乳酸菌の培養液に浸漬させることで、
その表面にバイオフィルムが形成することに成功した。バイオフィルム被覆ゼオラ
イトは、人工下水（浮遊物質としてセルロースを含む）にそれぞれ投入した結
果、排水処理資材として優れた機能を発揮した。また、本研究では、ゼオライ
トの再利用を考え、被覆したバイオフィルムを酵素で分解除去する試験も行っ
た。以上のように、排水処理に応用可能な新規微生物資材の開発につなが
る結果を得た。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特
に、①バイオフィルムの形成　②浄化効果の有効性の確認　③バイオフィルム
の剥離　の全ての項目で目標達成したことに関しては評価できる。一方、技
術移転の観点からは、次のステップの課題も明確になり、その対応に取り掛か
るなど、実用化に向けて大きく前進している。今後は、企業との連携を密に取
り合って、安価で環境負荷の少ない無機系とバイオ系を組み合わせたハイブ
リット浄化材の新商品創出に繋がることを期待する。

ＭＴ法を用いた樹脂成形プロセス解析による自動車部品
の樹脂化（鉄から樹脂）拡大研究

當摩栄路
鶴岡工業高
等専門学校

射出成形量産機による加工プロセスの現状を調査し、完成品の品質特性
（特に機械的強度）を品質工学手法の適用により検証した。樹脂プーリの形
状及び加工条件の影響から、品質上の課題に対して、パラメータ設計により
解析評価を実施した。評価結果から、樹脂強度に影響するパラメータである
材料密度が金型内の樹脂の均一な充填性に起因することがわかった。
今後
の展開としては、特に樹脂の流動性に着目し、MTシステムとシミュレーション技
術を適用して押し込み荷重・深さの特性値による充填性の解析評価を試
み、成形加工プロセスの最適化技術の確立を目指していく。
さらには、MTシス
テムを用いて、成形時の多変量情報の収集による製品の自動良否判別シス
テム開発に取組む予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。樹脂
プーリの強度特性に影響するパラメータを抽出出来たこと。また、強度向上に
おける材料密度の大きさ並びに樹脂の充填性評価パラメータにおける重要な
因子を見出したことに関して評価出来る。技術移転の観点から、金型内での
樹脂挙動の熱流動解析・シミュレーションの研究を継続することが望まれる。
今後は、品質工学手法及び有限要素法シミュレーションの組合せによる金
型・部品形状、成形条件の最適化を図り、樹脂化部品を拡大させることで
自動車産業へ貢献することを期待する。

工具刃先の微細平滑研磨によるスローアゥエイ工具の寿
命向上技術

田中浩
鶴岡工業高
等専門学校

本研究では、従来の工具刃先の電界砥粒制御研磨技術をベースに、①多
様な工具材料・形状に対応する研磨装置の開発、②工具刃先研磨の系統
的な効果の把握、および③工具刃先の摩耗低減メカニズムの明確化を目標
に取り組んだ。その結果、①３角形、ひし形や突っ切り形等、どの形状でも研
磨が行えるマニュアル研磨装置を試作でき、切削テストにより工具刃先の摩
耗量についても低減できることを確認した。また、②切削工具材質３種、被加
工材料３種、研磨砥粒２種の各種組み合わせにおいても、工具刃先研磨に
よる刃先摩耗量低減効果を確認できた。さらに、③工具刃先のミクロ観察、
分析を用いて、研磨による微細傷の除去、平滑化が、切削抵抗の低減や切
りくずの刃先への付着防止に繋がり摩耗量低減に寄与していることがわかっ
た。また、企業様の協力を得て、実切削ラインでの効果も確認することができ
た。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。①多
様な工具材料・形状に対する電界砥粒制御研磨装置の試作②電界砥粒
制御研磨の系等的効果の検証確認③工具摩耗低減メカニズムの解明に関
し、ほぼ満足する結果が得られたことついて評価できる。今後は、技術移転を
着実に行うためにも、未確認切削工具への有効性の検証並びに実切削ライ
ンにおける更なる長寿命化の追加検証、試作機の製作など、大学と企業が
具体的な課題解決に向けた共同開発を行うことにより、切削工具のコスト低
減に寄与する技術開発がなされることを期待する。

計算化学手法を用いた新規RNA アプタマーの設計手法
の開発

山岸賢司 日本大学

本課題では、計算化学手法を用いてRNAアプタマーと標的タンパク質との結
合力を予測する手法を確立し、アプタマーの効率的な設計手法の開発を目
標とした。開発した設計手法を用いて、ヒト抗体(IgG)の定常境域（Fcドメイ
ン）に特異的に結合する新規修飾RNAアプタマーを設計した。設計したアプタ
マーは、実際に化学合成を行い、IgGに対する結合親和性を測定した結果、
高い結合性を示した。さらにこのアプタマーは、抗体精製に用いられるプロテイ
ンAに代わる「アプタマー樹脂」として、実用化の可能性を持っていることが示唆
された。以上より、本課題の目標である「計算化学手法を用いて効率的に
RNAアプタマーを設計する手法」を確立できたと考える。今後は、汎用性を確
立するため、ヒト抗体以外のアプタマー設計にも展開していく。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
標的タンパク質との結合力を計算学的手法で予測し、予測したRNAアプタ
マーを実際に化学合成してその結合親和性を測定した結果、高い結合性を
有することが示されたことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点から
は、修飾したRNAアプタマーの作製効率が計算化学的に予測可能であり、新
規アプタマー設計の時間短縮・低コスト化への可能性が見出されたことによ
り、実用化への可能性が高まった。今後は、今回用いたヒト抗体以外に対す
るアプタマー設計にも展開し、汎用性を確立していくことが望まれる。

高感度マグネシウムシリサイド赤外受光センサの開発 鵜殿治彦 茨城大学

自動運転や次世代エレクトロニクス産業を牽引するIoT（Internet of 
Things）、ビッグデータ活用、人工知能(AI)技術の発展には多数のセンサが必
要になる。この中でも、赤外受光センサはそのキーデバイスの１つになると考え、
安価で大量に利用できるMg2Si赤外センサを開発した。Mg2Si単結晶基板
上にMg2Siのpin接合フォトダイオードを一般的な微細加工プロセスによって作
製し、波長約2μm以下で、十分な感度を実現できることを確認した。更に1
インチサイズのMg2Si結晶開発も進み着実な成果を上げることができた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
製造プロセス、試作、性能評価とも当初目標をクリアしていることに関しては評
価できる。一方、技術移転の観点からも、試作ならびに性能評価まで確認で
き、実用的な性能が確認できたことから、今後の課題を明確化して、早期の
実用化が望まれる。競合参入が想定されることから製品化を目指した技術開
発の道筋を明確化し、早期に製品化を目指すことが望まれる。

高性能赤外線カメラ開発に向けた次世代レンズ用シリコ
ンゲルマニウム結晶の製造技術確立

荒井康智

国立研究開
発法人宇宙
航空研究開
発機構

近年、赤外線監視装置の市場が急拡大している。我々は、赤外線レンズ・
窓用の次世代結晶である、混晶シリコンゲルマニウム(SiGe)結晶の製造技術
確立を目指した。結晶の長尺化に向けて、坩堝形状と素材の検討、原料Si
形状の改良を実施した。原料形状の工夫により、実用的なサイズである１イン
チ程度の結晶ついて長尺成長は可能である。Si36Ge64単結晶2.5ｍｍ厚み
の透過率（10µm）は40％程度。レンズとしての実用化に向けた課題としては、
結晶成長速度が0.1mm/hr程度と非常に遅く一層の高速化が課題である。

当初目標の達成に向け研究開発を実施したものの、結晶育成のプロセス確
立に関しては技術的検討や実施が十分ではなかった。製品の最適化等の指
針を得るためには結晶育成のプロセス確立が急務であり、企業の知見なども
活用するなどして、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。
今後は、結晶育成経験の豊富なニーズ企業との連携など、課題の解決に産
学の知恵を結集して取り組むことが望まれる。

面電子線照射装置向けのダブルウォールＣＮＴ開発 唐捷

国立研究開
発法人物
質・材料研
究機構

飲料・食品容器の除菌・殺菌方法としては、洗剤を使う場合は成分が残存
しないように多量の水資源を使うことが課題である。解決策の１つに電子線照
射という方法が使われ始めている。ホリゾン社は、電子線を大気中に照射でき
るCNT照射管を試作してその効果も確認しているが実用レベルの電子線照
射管にするには、さらに大電流密度を放出できるCNT塗布膜の開発が必要
であった。今回、凹凸なＣＮＴ塗布膜を形成することで、大電流密度の電子
放出を可能とすることができ、また、SiN製の新たな電子透過窓と組み合わせ
た実証実験も成功した。この結果を受けて、ホリゾン社では電子線照射管の
事業展開の準備として市場調査を開始することとなった。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
企業ニーズである低電界での大電流密度電子放出について当初の目標を大
幅に超えた大電流が達成できたことは評価できる。電子線照射管として必要
な大電流密度の電子線放射が可能なことが今回の研究開発で確認できたこ
とから、早期実用化が望まれる。今後、市場調査を本格的に開始し、新たな
技術開発などの製品化に向けた取り組みを加速することが期待される。

感性価値向上を目的とした芳香成分の温度特性に関す
る基礎研究

長谷川光司 宇都宮大学

本研究課題ではレモン精油に含まれる主要な芳香成分の温度特性を測定
し、温度が変化することによりその芳香成分に対する印象がどのように変化す
るか明らかにするため、加熱・冷却した各芳香成分の気中濃度 (滴下量) と
温度をパラメータとした感性評価実験を行った。気中濃度についてガスクロマト
グラフ質量分析計 (GC-MS)を用いて定量分析を実施した後、芳香成分と温
度の印象について32名の被験者に対しSD法を用いて評価させた。その結果、
5℃から25℃の温度に保持したレモン精油の香気ガスは清潔感、爽快感、リ
ラクセーション感、嗜好性の評価を高めること、滴下量5.0 mgを5℃で保持した
香気ガスは清潔感と爽快感を高める効果があることなどが明らかとなった。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも素材に対し、温度、濃度と感性評価の関係を
定量化し、最適条件と思われるものがあることを明らかにしたことに関しては評
価できる。一方、他成分については未評価であり、こうした香味を発生させる
方法などについては新たな知見に結びついていないことに関して、技術的検討
やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、多くの検討すべき要素か
ら、実用上の重要度から優先順位を定めて、研究を推進することが望まれ
る。

酵母処理による米糠麹糖化液の異臭除去 尾形智夫
前橋工科大
学

米糠麹糖化液に劣化臭アルデヒドを添加し、酵母処理による異臭除去効果
をみた。Saccharomyces cerevisiae MAFF113347, K701と、味噌醤油酵母
Zygosaccharomyces rouxii NBRC1130、食用酵母Candida utilis 
NBRC0988を用い、酵母濃度2.0×107 cells/mlで24時間反応させた。いず
れの酵母処理によっても、劣化臭アルデヒドの減少を確認した。C. utilisによる
処理では、エタノールも産生されなかった。但し、糖が減少し、食品素材への
応用が限られるため、本技術は、輸出入酒類等への応用が期待される。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも酵母処理により劣化臭アルデヒドが大幅に低下
することを検証し、別種の酵母によってエタノールを生ぜずに劣化臭アルデヒド
が大幅に低下することを検証したことに関しては評価できる。一方、米糠麹糖
化液を酵母処理した結果に対するデータが十分ではなく、引き続き、技術的
検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、継続的に、データ検
証を実施し、酵母濃度、反応時間、糖低下量を調整することで、実用的な
用途可能性を見出すことが望まれる。

高効率水素製造のための半導体原子層による新規半導
体電極の開発

白井肇 埼玉大学

本研究は、2硫化モリブデン(MoS2)単原子層を基盤材料に用いた結晶Si系
太陽電池、半導体電極を試作し、水素製造効率の向上を最終目標とす
る。具体的には、先行研究で開発した結晶(c-)Si上にCVD法で作製した
CVD法で作製したMoS2薄層を添加した導電性高分子PEDOT:PSSとの接
合太陽電池において、未添加の素子性能13％から15％まで向上することを
明らかにした。また周期構造を有するAZO透明電極上にMoS2薄片をコート
し、先行研究（A-step）で実施した銀ナノワイヤーを塗布した構造で水素の発
生効率の向上を確認した。MoS2単原子層薄膜形成技術の確立と太陽電
池、半導体電極の光収集効率向上による水素製造効率の一層の向上が
期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特
に、水素製造効率が、MoS2層を設けることで、１３％→１５％に向上し、太
陽光のみで水素の発生を確認したことに関しては評価できる。一方、技術移
転の観点からは、MoS2単原子層薄膜の大面積製膜技術の確立、太陽電
池、半導体電極の光閉じ込め効率の設計に関する研究開発の進展が望ま
れる。本研究開発の社会的波及効果に鑑み、水素製造のさらなる高効率
化を実現することにより、本技術の市場への展開が期待される。

－3－



平成27年度第1回マッチングプランナープログラム「探索試験」事後評価結果
※所属機関は研究開発期間終了時のもの

研究開発課題名
研究責任者氏
名

代表機関 課題の総括 事後評価所見

SNSと位置情報システムの融合による「ユーザー投稿型方
式バス運行情報システム」の開発

久保田尚 埼玉大学

本研究開発の目標はユーザー投稿型バス運行情報システムの構築を目指す
ことであり、バス路線検索システムの開発、及びシステムの有効性の確認として
上記システムを、従来開発済みのシステムに装填したうえで社会実験を行い、
有効性を確認した。さらに、共同研究機関以外のバス事業者に対して本シス
テムの意見を伺った。ケーススタディ地区の3路線を対象とし、路線リストから選
択するシステムを構築し、その後地図上でバス停を検索するとともに、GPSによ
り運行中のバス位置情報を提供するシステムを追加することで、ユーザー投稿
情報とGPS情報を融合させたバス運行情報システムを構築し、開発目標を
達成した。バス事業者へのアンケートからは安価な遅延情報システムのニーズ
が見られ、本研究開発の展開が見込まれる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。バス
利用者へのアンケート調査から利用者による本システムの機能等について好
評価を得ており、計画目標に照らして期待通りの成果が得られた点に関して
は評価できる。また、技術移転の観点からは、本研究開発が、研究開発当
初より、大学研究者、バス運行事業者、交通コンサルタントの三者で実施し
た点は、実用化につながりやすいと考えられる。本研究開発の実用化のプロセ
スを通じて、地域社会のコミュニケーションの活性化についても期待される。

疑似光周波数コム干渉計による高速イメージング技術の
開発

塩田達俊 埼玉大学

製造業の生産ラインでは表面欠陥の全数検査が必要であるが既存の検査
法では検査速度が遅いため実現に至っていない。そこで本研究は新規の光コ
ム干渉法を用いて物体の表面形状を世界最速の体積サンプリング速度で撮
像できる検査装置の開発を目標とした。具体的には、高次の疑似光コム干
渉の確認と、シングルショット2次元断層像を体積サンプリング速度（10＾9 
sample/s）の高速なCCDで観測することに成功した。一方、疑似光コム干渉
を実現するため、その光源としてCCDの撮像時間より早い超高速な光周波
数走査繰返しと離散的に周波数走査（200GHz間隔）する高速離散波長可
変レーザーを新たに開発して原理確認実験を行った。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
高速度カメラによる高速化の確認、新規光源の開発による高分解化と感度
向上、ソフトウェアによる高度レンズ設計について実験的に実証し、ほぼ目標
値を達成できたことに関しては評価できる。技術移転の観点からも自動車工
場などの製造工程における高精度・高信頼性のある全数検査の実現の可能
性が高まったと考えられる。今後は、本研究による低コスト・高信頼性を特徴
とする非破壊・非接触での表面性状の評価技術の成果の実用化だけではな
く、医療品分野や半導体製造機器分野への応用展開も期待される。

機能性食品成分の抗加齢効果を測定可能な生体セン
サーの開発

千葉卓哉 早稲田大学

我々は、食品成分などに含まれる健康増進成分を検知する生体センサー技
術を考案し、開発を行っている。本研究開発においては、当該技術のさらなる
改良を目指した。また、共同研究先企業がもつ素材および新規開発素材の
機能性についてセンサー技術をもちいて評価し、商品の付加価値を高めること
で販売力の強化に貢献することを目標として研究開発を行った。その結果、
一部の素材に関して健康増進作用が見られる可能性が当該技術を応用し
た動物実験によって示された。今後は、分子栄養化学的な研究を行い、機
能性成分による抗酸化メカニズムなどの詳細を解析し、機能性表示の取得
などを目標として研究開発を継続していく。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。生体
センサー技術の有効性が示され、今後多様な機能性シーズをスクリーニングす
るための基盤構築が可能となり、企業ニーズ解決に向け一歩前進した。また、
連携企業が低コストで迅速に材料の機能性評価ができると実用化実現に向
け、後押ししたことは評価できる。今後、本技術を通じ、本研究材料の抗酸
化作用の解明などの具体的展開が期待できる。

レーザを利用したバインダレスcBN切削工具成形法の開
発

比田井洋史 千葉大学

バインダレスcBNはバインダ含有cBNと比較して粒径が小さくかつ結合力が強
い。このため極小径や鋭角刃先（刃先角が鋭角）の工具材料として期待され
ている。このバインダレスcBNの優れた性能は工具製造時には難加工の要因
となり、切断、成型が困難で、普及を阻害している。そこで本申請では最初に
短時間で安定したブランク材切断技術の開発、レーザによるニアネットシェイプ
加工の確立を目的とした。その結果、切断については、厚さ1mm程度、切りし
ろ50μｍ程度での切断を実現した。ニアネットシェイプ加工については、他の
材料を対象とした予察実験では工具形状の形成が実現できたものの、cBN 
を対象としたニアネットシェイプ加工については、実現まで至らなかった。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。バインダレスcBNの性能を確認し、切削性能が当初目
標をほぼ達成できた点は評価できる。一方、cBNをつかったニアネットシェイプ
加工には至っていない。実現には、技術的検討やデータの積み上げなどが必
要と思われる。バインダレスcBNは可能性をもつ重要な工具材料で様々な分
野での加工精度向上とコスト低減、寿命向上が期待できることから、幅広い
分野における製造技術の底上げにつながるなどの波及効果が期待でき、ニア
ネットシェイプ加工も含め早期実現が望まれる。

迅速呼気検査装置の試作 古田悦子
お茶の水女
子大学

企業ニーズである「迅速呼気検査装置」は、呼気に含有される「放射性同位
元素」を測定することを目的とした装置である。原発事故現場等での作業者
の安全を確認し、作業者自身が安心するためには、迅速な結果表示が必須
である。過去に製造された同様な装置を、主に以下の３点において刷新する
ことを目標とした。①被験者に負担を掛けないよう、少ない呼気量で測定す
る、②結果を得るまでの時間を短縮する、③従来生成していた、測定に伴う
放射性有機廃液の発生をゼロとする。
上記3点を目標とした「試験器」の試
作は、達成できた。一方、模擬試料・実試料の測定は未着手で有り、試作
した系へのメモリー効果等に関する知見を得た後、実用化する。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。呼気サンプリング方法・条件の確立ができたことなど、
設定条件を満たす試作機が作成できたことには評価できる。一方、当初の計
数効率測定の目標が達成できていないこと、呼気サンプリングから対象物質
の計測までの目標が未達成となっていることから、今後、技術的検討やデータ
の積み上げなどが必要と思われる。

可塑性の固体電解質を実装する全固体型蓄電池の開
発

藤田正博 上智大学

高イオン伝導性柔粘性結晶を開発し、全固体型リチウムイオン電池の実用
化に向けた基盤技術を検討した。開発した柔粘性結晶の中で最も優れた系
のイオン伝導度は室温で5×10-4 S cm-1であった。パルス磁場勾配(PFG)-
NMRによりリチウムイオンの拡散係数を求めたところ、開発した柔粘性結晶は
類似する液体電解質よりも高い値を示すことがわかった。正極活物質として
LiCoO2、負極活物質としてシリコンを用いて、それぞれ金属リチウムと組み合
わせたハーフセルを作製し、充放電試験を行った。各活物質の理論容量には
達しなかったが、ハーフセルとして動作することを実証した。今後、電極/電解
質界面の解析を行い、セルの作製条件を最適化する。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
他の同種の開発と比較しても高いレベルでの成果が出たことに関しては評価
できる。技術移転の観点からも、研究上の根拠ある検討の上、着実に成果を
得ており、今後の進展が期待でき、実用化が期待される。今後は、企業が求
める基盤的な研究を十分にこなしつつ、開発上重要なパートナーとの時宜を
得た体制作りも進めていくことが望まれる。

細胞性粘菌を利用した世界規模の植物寄生性線虫の
防除技術開発

齊藤玉緒 上智大学

本研究課題では、土壌中に広く生息する細胞性粘菌が胞子拡散のために
自活性線虫を誘引する一方、胞子拡散に寄与しない植物寄生性線虫を忌
避する生存戦略を有するという知見に着目し、このメカニズムを利用した生物
化学的防除技術を、植物寄生性線虫の総合的防除技術の一翼として新た
に提案することを目的とした。具体的な達成目標としては以下の３点を掲げ
た。

１：粘菌抽出物の製造方法の検討

２：防除剤の試作とネコブセンチュウ忌避性能評価手法の確立

３：忌避活性物質の同定と精製、構造解析

それぞれの目標について、当初考えていた結果を得ることができ、今後の実用
化に向けて一層の進展を図ることができた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
研究者が、リソースやシーズに関する知見を活用して達成すべき基本的な事
項について、おおむね目標を達したと認められることに関しては評価できる。技
術移転の観点からは、今後は本格的に「実利用」を想定した検討に向け、企
業と研究者との協調により、実用化の取り組みを加速することが望まれる。今
後は、より緊密な連絡、議論の体制を確立して、さらに共同開発が加速され
ることを期待する。

低温焼成用金属ペーストへの応用を指向した革新的低
温分解性高分子の開発

中野幸司
東京農工大
学

本研究では、低温焼成用金属ペーストのバインダー材料としての応用を目指
して、160 (C以下で完全に熱分解する低温分解性高分子の開発について検
討した。通常200 (C以上で熱分解が開始する脂肪族ポリカーボネート
（APC）の側鎖にカルボキシ基を導入することで、熱分解開始温度が100 (C
以下であり、160 (C以下の高温保持で残渣が10 wt%以下まで熱分解する
APCの開発に成功した。また、その熱分解挙動が、導入するカルボキシ基の
種類に大きく依存することも明らかにした。今後は、導入するカルボキシ基を最
適化することで、熱分解特性の制御と低温焼成用金属ペーストのバインダー
材料としての応用を図る。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも脂肪族ポリカーボネート（APC）の側鎖にカルボキ
シ基を導入することで、熱分解開始温度が100 ℃以下で、160℃の高温保
持で残渣が10 wt%以下まで熱分解するAPCの開発に成功したことに関しては
評価できる。一方、熱分解温度の低温化に向けた取り組みに関しては、今後
継続的に技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、
官能基の精査、最適化などの検証を進め、その実現可能性を早期に見い出
すことが望まれる。

超音波定在波を用いた局所空間のゆらぎ抑制によるワイ
ヤボンダの位置決め精度向上

星貴之 東京大学

ヒーター上に置かれたICチップを対象とするワイヤボンダの画像計測において、
温められた空気が揺らぐことによる陽炎現象は、位置決め精度や検査精度を
著しく低下させる問題である。本研究課題は、超音波定在波内に生じる周
期構造を利用して陽炎の影響を抑制するものである。実験用の環境を構築
し、超音波強度や定在波の位置を変えながら位置推定をする実験を行うこと
で、最適な条件を探索した。また超音波定在波とヒーターの相互作用によって
生じる空気の流れを可視化することにより、陽炎の影響が抑制される要因を
特定した。これによって得られた知見にもとづき、今後ボンダ装置へ組み込むた
めの超音波装置を設計・試作する予定である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも陽炎抑制効果の高い条件を見出し、超音波に
よる陽炎抑制のメカニズムについて確認できたことに関しては評価できる。一
方、本シーズの適用により、陽炎抑制効果に影響を与える新たな課題も見
出されており、技術的検討やデータの積み上げなどが継続的に必要と思われ
る。今後は、既存・類似手法の動向も把握しつつ、実装へ向けた基盤技術
の構築、試作品の作製、実環境での検証等、引き続き研究開発を進めてい
くことが望まれる。

VanX 酵素による大腸菌の自己溶菌を利用した組換えタ
ンパク質の迅速かつ効率的な抽出精製法の開発

黒田裕
東京農工大
学

本計画の目的は、VanXを遺伝子組換え的に改良することで目的タンパク質
の抽出を低温培養だけでなく37℃でも可能にし、VanX酵素の大腸菌溶菌作
用によるタンパク質発現系システムの汎用性を高めることであった。しかし、改
良VanXを用いても期待していた効果が得られなかったため、工夫の一環とし
て、VanX遺伝子を従来のヒートショック法の代わりにエレクトロポレーション法で
大腸菌に形質転換する手法を試みた。その結果、VanXによる溶菌作用が安
定化し、未精製状態で目的タンパク質のスクリーニングが可能になった。本手
法はバイオ産業のハイスループット化に応える基盤技術になると期待され、研
究成果を査読付英語論文で報告した。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。既存製品のコスト低減に繋がる可能性がある成果が
得られたこと、また、エレクトロポレーション法を用いることで、本製品の生成や
保存期間を大きく向上できることを発見したことに関しては評価できる。一方、
培養温度が37℃で使用可能な手法の開発を目指していたが、今回は達成
していない。研究計画で提案していた手法が37℃で機能しなかったことに関し
て、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後、当初目的
の達成に向け、想定できる要因を詳細に検討するなど、引き続き、研究開発
を継続することを望む。

ダイオード特性を有する抵抗変化型不揮発性メモリの高
エンデュランス・高保持特性の探索試験

須田良幸
東京農工大
学

情報量が指数関数的に増大する今日、省電力で大容量の「不揮発性メモ
リ」が必要となっている。近年、課題申請者は不揮発性メモリ特性とダイオード
特性を併せ持つ新概念の２端子型抵抗変化型不揮発性メモリを提案・実
証した。従来の各メモリ素子へのダイオードの付加が不要で、理論的に最密な
クロスポイント配列が本素子だけで実現する。本申請課題では、実用化を図
るため、高エンデュランス特性と高保持特性を得るための探索試験を行った。
その結果、エンデュランス特性は従来の50万回および目標を超える150万回を
達成した。また、保持特性については、従来の10年未満であったが、新たに高
保持特性に繋がることが期待される材料を見い出した。今後、この材料を用
いたさらなる特性の向上が期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
高エンデュランス特性については、研究開発目標を大幅に超えることに成功
し、エンデュランス特性を向上する主要因を特定したことは評価できる。本研
究開発のメモリは、単一メモリ素子でダイオード機能と抵抗変化型不揮発性
メモリ機能を併せ持つ世界で初めての新概念の不揮発性メモリであることか
ら、実用化が強く期待される。今後は、高保持特性が期待できる新規電子
捕獲層用材料の系統的試験を早期に完了し、長期間の高保持特性の目
標をクリアすること、および企業と早期に連携し、企業が求める高度の信頼性
を確保した上で、商品化に向けた取り組みが進むことが期待される。

微粒子の新規濡れ性評価技術及び装置の開発 森隆昌 法政大学

微粒子の新規濡れ性評価装置を開発した。密閉した粒子充填層に液を含
浸させ、セル内の空気の圧力上昇を測定し、濡れ性を評価した。測定に必
要な粒子量を10 g以下にすること、測定時間が1時間以内であること、測定
の繰り返し誤差が±3%以内であることを目標に、装置のサイズや材質を検討
した。その結果、使用粉体量を8 g程度（グラファイトの場合）にまで削減するこ
とができた。また測定時間に関しても今回使用した粒径範囲においては数分
程度であった。この結果は計算値とまずまず一致しており、さらに粒子径が小
さい場合であっても計算上は十分1時間以内での測定が可能である。再現性
に関しては、圧力の平衡値はほぼ同一の値となり繰り返し誤差の目標値内に
入っているが、圧力の経時変化はバラツキが大きく、今後さらに検討していくべ
き課題である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。シミュ
レーションで予測したとおり今回使用した粒子径囲における目標値の測定時
間1時間以内を達成できた。現状の濡れ性評価法に代わる新しい方式とし
て、本研究開発成果により、技術移転の可能性が高まったと評価できる。今
後は、本装置を市場にリリースし濡れ性の新しい方式を広め、市場での反応
や市場で抽出された問題点の解決に努め、実用化に向けた取り組みが加速
することが期待される。
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イオン液体系溶媒抽出－電解析出法による希少金属回
収技術の開発

松宮正彦
横浜国立大
学

本研究におけるイオン液体系溶媒抽出－電解析出工程の開発において、溶
媒抽出工程では白金族元素と希土類元素に対してアニオン抽出、溶媒和
抽出機構を適用した向流多段抽出により、白金族元素の抽出率：90%以上
[Pt:98.2%, Ru：90.1%]、希土類元素に対して70%以上[La:76.5%, Ce:73.8%]の
目標値が達成できた。
電解析出工程では電解浴をスケールアップさせること
で、電析物の回収量[Pt:186mg, Ru:92mg, La:78mg, Ce:75mg]を目標値ま
で増大させ、当初の目標通り、白金族元素に対する電流効率：90%以上
[Pt:95.6%, Ru:91.8%]、希土類元素では70%以上[La:76.3%, Ce:74.6%]を達成
できた。(達成度：100%)

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
金属抽出率で当初目標以上を達成したことに関しては評価できる。一方､技
術移転の観点からは､廃触媒からの希少金属回収において抽出分離と電解
析出を連携させた簡素化プロセスを構築し、電解に要するエネルギーも従来
の溶融塩電解法よりも大幅に低減されたことからも、実用化が期待される。今
後は、スケールアップ等の産学共同研究を進めるに際し、金属回収率および
電力使用量に基づいた厳密なコスト計算を行うなど、企業で実際に稼働でき
るレベルまで進め、再資源化エネルギー使用量が大幅に低減させる技術開発
が進展することを期待する。

保水・保定を実現する生体組織イメージング用撥水性超
薄膜の創製

岡村陽介 東海大学

生体組織のイメージングは、ガラス基板に乗せて緩衝液を滴下した状態で観
察するのが常套手段であるが、緩衝液の蒸発に伴う生体組織の「乾燥」やス
テージを移動する際の「ぶれ」が問題となる。本研究では、保水・保定を実現
する生体組織用イメージングツールとしての超薄膜の開発を目指した。実際、
撥水性超薄膜で生体組織をラッピングして「乾燥防止」を達成し、超薄膜由
来の高い接着性を利用して「ぶれ」を解消できることを実証した。特に、130 
nm厚の撥水性超薄膜で保水・保定を実現できたことは期待以上の成果であ
る。さらに実用化を視野に入れたプロトタイプも完成させた。今後は、超薄膜
の大量調製を視野に入れて研究開発する計画にある。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
当初の研究開発目標をすべて達成した上で、量産に向けた予備検討までを
も実施できたことに関しては評価できる。一方、ラボレベルではあるが、ロール・
ツー・ロール装置で超薄膜が製造可能であること、更に超薄膜の膜厚をロール
の回転速度と溶液濃度で制御できることを確認していることから、本課題の早
期の実用化が望まれる。今後は、大量調製に向けた具体的な課題を設定
し、解決していくことが望まれる。

活性酸素による細胞接着性に優れる培養基板の創成 岩森暁 東海大学

申請時の技術開発コンセプトである「ポリスチレン製プラスチックシャーレの滅菌
と表面改質の同時処理」に関しては、市販品と同等かそれ以上の表面改質
効果を得ることができた。
また、表面改質の効果と共に、今まで報告されてい
なかった減圧環境下での短寿命ラジカルの表面作用量を、電子スピン共鳴
法（ESR）により定量化する技術を開発し、本プロセスに導入する見通しが
立った。
これら技術は本プロセスのみならず、広く真空技術を用いた表面処理
技術に応用することも可能であり、応用範囲の広い技術であると考えられる。

今後は、表面改質効果向上のためのさらなる検討と本プロセスを製品化する
ための企業連携を検討していきたい。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
細胞培養プラスチックシャーレの滅菌と表面改質の同時処理の達成が確認で
き、研究の当初目標を達成したこと、従来品に比し細胞接着・伸展が大きい
こと、および短寿命ラジカルの検出技術を開発したことに関しては評価できる。
一方、技術移転の観点からは、細胞培養プラスチックシャーレの滅菌と表面
改質の同時処理の達成が確認でき、市販品と同等かそれ以上の表面改質
効果を得たことから、早期の実用化が望まれる。今後、プロセス研究と製品化
の為の最終ユーザー企業の探索を連携企業と早急に進め、装置およびプロセ
スの改良も含めて早期に実用化することを期待する。

耐久性に優れた固体ｐＨセンサの開発と評価 槌谷和義 東海大学

本研究では、簡易構造を有し、設置の自由度が高い銀ヨウ素酸銀
(Ag/AgIO3)電極法に着目し、シリコンおよびガラス基板上に創製した
Ag/AgIO3電極とアンチモン電極を用いて、口腔内用pHセンサの開発を行っ
た。pHセンサの試作として、シリコン、ガラス基板上にチタンバッファ層の創製し
たセンサ、 pH材料粉末を含む高分子センサ、細管分詰法センサとし、それぞ
れ測定精度、測定時間に関して評価を行った。
その結果、標準液を用いた
電圧測定実験により、チタンバッファ層を含むシリコン基板、ガラス基板ともに、
目標値であった測定精度0.2pHを遙かに上回る精度の実現と24時間の連続
測定が可能であることを確認した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
目標とした測定精度で24時間連続測定が可能であることを確認できたことに
関しては評価できる。　一方、技術移転の観点からは、試作センサが今まで
測定ができなかった領域のpH測定を可能とする可能性を秘めていることから、
応用展開も期待できる。今後は、測定原理の確立、製造プロセスの確立、お
よび信頼性の確保など、実用化に向けた取り組みを行い、早期の実用化が
望まれる。

タンパク質の発現向上を可能にするスタビロンモチーフおよ
びそのモノクローナル抗体の開発

舛廣善和 日本大学

転写因子DP-1のC末端に存在するスタビロンモチーフ（融合したタンパク質を
分解から防ぐ）の実用化を試みている。このままの配列では抗体が内因性の
DP-1を検出してしまうためタグとして実用化に不向きである。そこで、生体内に
存在しなし１０種の新規スタビロンモチーフを考えた。これらを任意のタンパク質
に融合したところ、３種がDP-1スタビロンよりも高いタンパク質安定化能を示し
た。この３種には共通の配列があったので、この配列を抗原にマウスモノクローナ
ル抗体の作製を試みた。結果、２２クローンのハイブリドーマが得られたがほとん
どIgMだった。今後、この抗原認識部位をIgGカセットに組換える。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもDP-1スタビロンよりも高いタンパク質安定化能を
示す３種のスタビロンモチーフの配列を抗原にマウスモノクローナル抗体を作製
し、２２クローンのハイブリドーマが得られたことに関しては評価できる。一方、新
規タグを抗原として複数のモノクローナル抗体を単離したが総てIgMであり、そ
のままの実用化が難しく、定常領域を遺伝子組替え等で変更して、IgG型に
改変する必要があることに関して、技術的検討やデータの積み上げなどが必
要と思われる。本研究はタンパク質の安定化を可能にする技術であり、汎用
性も高く、再生医療・タンパク質療法への応用が期待できるため、そのメカニズ
ムの解明を含め研究を推進することが望まれる。

近接・触覚複合センサによる柔軟物把持制御 寒川雅之 新潟大学

本研究開発の目標は近接・触覚複合センサを用いた柔軟物の把持制御と、
そのためのロバストな実装技術の確立である。柔軟物の把持については、従
来のものよりもはるかに柔らかい、0.7 MPa程度のシリコーンゴムの変形を伴わ
ない把持を達成した。また、ロバストな実装については、裏面電極を用いた実
装により、定格の5倍となる5 Nの繰り返し荷重の印加に耐えうる構造を達成
したが、作製歩留りの面での技術的課題が明らかとなった。課題への解決策
を含めたセンサの設計と開発に企業と共同で既に着手しており、今後は4年程
度でフィールド評価用サンプルをユーザに供給できるよう研究開発を進めてい
く。また、柔軟物把持制御以外にも質感評価などで本技術の需要があり、本
研究開発成果を基にその分野でも産学共同研究を行う。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。従来
より遙かに柔らかいシリコーンゴムを変形させることなく把持可能としたことと、セ
ンサ実装のロバスト性向上の荷重試験で目標を達成したことに関しては評価
できる。一方、技術移転の観点からは、近接・触覚複合センサによる柔軟物
把持制御ができたことで、従来は困難であった果物や野菜などの農産物の電
動ハンドによる把持、およびコネクタ嵌合などの指の感覚が必要な組立作業
への応用可能性が高まったことに関して、早期の実用化が望まれる。今後は、
より高度の把持制御方法を確立することと、今後の実装の歩留まり向上と耐
久性向上の為の設計最適化が期待される。

プリンタブルエレクトロニクス用機能性フィルムの高精度断
層検査装置の開発

崔森悦 新潟大学

本研究は、プリンタブルエレクトロニクス用の機能性フィルムの高精度断層形
状計測を目指し、広帯域スーパーコンティニウム光とスペクトラル干渉計を導
入した装置の開発を行った。成果として、断層像の分解能1.5μmを達成し、
膜厚計測精度約10nmを達成した。この結果は、目標数値には及ばなかった
ものの、数μmの断層を分解できる点で概ね期待通りの結果となった。しか
し、散乱体の検討及びコンパクト化による実用化は未達となった。本技術は
競合技術である光コヒーレンストモグラフィーと比べてナノオーダの精密な計測
が可能な点で優れているため、プリンタブルエレクトロニクス用機能性フィルムの
検査だけでなく、医療・生体分野に応用可能である。

当初目標とした成果が得られていないが、分解能1.5μmの断層像を得たこ
と、および膜厚計測精度10nmを得たことに関しては評価できる。しかし、波長
帯における測定計画の実施が十分に実施なされず、コンパクトで高安定な計
測部制作については着手できていないことに関しては技術的検討や評価の実
施が十分ではなかった。今後は、研究開発計画の実行精度を高め、着実に
実施することが望まれる。

機能材料をベースとしたMEMSのための熱アシスト型反応
性イオンエッチングの試験研究

安部隆 新潟大学

本プロジェクトの目標は、研究者らが考案した熱アシスト型反応性イオンエッチ
ング技術を用い、機能材料のMEMSへの応用のために機能性を有するマイ
ナーメタルの加工速度の向上を目指すことである。プロジェクトでは、シミュレー
ションの結果を加工装置設計の支援として使用し、最終的に加工速度の目
標値を達成することができた。以上に述べように、試験研究として考案技術の
有効性の確認を終えることができた。研究責任者らは、さらに、次のステップに
向けた課題抽出のために、企業の射出成型用チタン製鋳型の開発研究へ参
画し、製造工程の現場で解決すべき課題を確認することができた。また、将来
のウェハの大面積化に向けた装置デザインとシミュレーションによる性能確認も
おこなうことにも成功し期待以上の成果を得た。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が大いに高まった。特
に計画の加工速度を達成した上、製造工程現場で解決すべき課題の確
認、更に将来のウェハ大面積化等の対応を行ったことに関しての成果が顕著
である。技術移転の観点からは、耐久性により優れた鋳型の可能性の提示、
ウェハの大口径化などの次の課題への答えも見出していることからも、本研究
開発の実用化が期待される。今後、シリコン以外の材料を用いたMEMS市場
が確実に広がる状況において、本研究開発が進展されることが期待される。

ゴム分解酵素の添加による高効率ゴム分解システムの開
発

笠井大輔
長岡技術科
学大学

企業ニーズとして、ゴム廃棄物の処理技術革新が望まれている。クリーンな処
理技術として期待される微生物分解では、その分解能の低さが問題視されて
いる。本研究では、微生物が生産するゴム分解酵素を大量に取得し、それを
ゴム分解菌の反応液に添加することで分解能の向上を図った。
まず、必要量
の分解酵素を取得するために、酵素の最適な生産条件を決定した。生産し
た酵素を精製し、ゴム分解菌のゴム反応液に添加した結果、これまで２〜３
週間程度を要していたゴムの分解を１週間程度まで短縮することに成功した。
本研究で得た知見を基に反応スケールをさらに拡大することで、微生物処理
技術の実用化に大きく貢献すると期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
精製されたゴム分解に関わる酵素を得る為の最適条件を決定し、目的量の
酵素を取得して添加することにより、ゴムの分解能が向上することを確認で
き、微生物を用いた処理システム構築に向けた基礎的知見を得られたことは
評価できる。一方、企業などでの技術の実現に向けては、分解期間のより一
層の短縮と実験の大規模化に向けた継続的な技術開発が望まれる。

可搬型鉛蓄電池再生・特性試験機の開発 水本巌
富山高等専
門学校

エンジン始動用から、エネルギー備蓄用鉛蓄電池の劣化を回復させ装置を開
発した。再生後の放電試験も、本機1台で済ませられる機能を付属させた。
本機は回復充電中に電圧と電流履歴が残せるため、再生後の電池の回復
度ランクを知ることが出来る他、放電試験を行うことにより、電池の寿命予測
が可能である。　これまで大型だった機器を、超厚箔基板を用いて小型軽量
化を行い、可搬性を向上させフィールドでの使用性能を格段に向上させた。
部品交換は配線を外さずに交換が可能である。部品取り付けも電流電圧制
御基板、電源基板、マイコン基板と大きく3種類に分けた基板の取り付けによ
り、函体加工が非常にしやすく製造コストも削減できた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
車載用においては、再生機を用いた企業によるフィールド試験においても、十
分な機能を発揮しており、性能とコスト面でもビジネス可能な装置となりうるこ
とが確認きた点については評価できる。一方、今後の技術移転にあたり、市場
性、波及効果の観点からは、鉛蓄電池の需要自体が日本国内よりも海外で
大きいため、海外市場向けの用途開発を進める必要がある。さらに大容量の
鉛蓄電池に対応していくことで、加速度的な技術波及が期待される。

商品化が困難な真珠を如何に減らすか－アコヤガイ貝殻
黒変に起因した真珠の品質低下を減らす研究－

酒徳昭宏 富山大学

近年、真珠形成母貝アコヤガイの殻の黒変化による真珠の品質低下が問題
となっていることから、 有効な黒変対策が求められている。しかし、その原因す
ら特定されていないのが現状である。そこで、予備的な実験として、遺伝子か
ら細菌の関与を検討した結果、その感染が黒変化を引き起こしている可能性
が考えられた。そこで、本研究課題では、黒変殻中の細菌群集を年間通して
調べることで、感染による黒変化をより強く示唆することを目標とした。その結
果、まず、PCR-DGGE法を用いて黒変貝殻から細菌群集を検出する方法を
確立した。さらに、黒変殻に特徴的な細菌としてTenacibaculum sp.を検出
し、その感染の関与が強く示唆された。今後は、このTenacibaculum sp.を単
離し、その特徴を調べるとともに、曝露実験を行うことで、黒変が起こるかどうか
を確認する。さらに、養殖業者が現場で使用できる「安価」で「簡便」な除菌
法の開発を目指す。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
黒変化の原因と見られる細菌の特定と海水試料から細菌群集構造を把握
する手法を確立したことは評価できる。技術移転の観点から、引き続きの黒
変化の原因解明と、 有効な黒変化対策の開発が望まれる。今後は、様々
な機関と連携し水産業界共通の課題としての取り組みが進み、実用可能な
技術開発が期待される。

イオン液体を移動相とするHPLC：二律背反の解決による
高分子電解質の分子量分布測定法の確立

黒田浩介 金沢大学

本申請研究を滞りなく達成することができた。発展途上であり、技術移転には
至っていなかった「イオン液体を移動相とするHPLC」について基礎的なデータを
集めつつ最適化を行い、システムとして完成させることができた。これにより、従
来のHPLCと同様のシステム・測定性能で、“分析が困難であった高分子電
解質”を分析できるようになった。また、どのような高分子電解質が分析可能
であるか、という知見が全くなかったが、本申請研究を通して知見を集積するこ
とができた。その結果、製薬や製紙産業に使われる天然高分子を多く分析で
きることもわかった。
本課題自体は技術移転できるフェーズまで至っており、その
意味では達成度としては100％を超えたといえる。またその技術移転をもって
本申請課題は直接的には終了となるが、今後の展望としては、同システムを
利用した「これまで溶解不可能であった高分子の分析」に挑戦することができ
る。幅広く使われていながら分析できなかった分子を分析したいというニーズは
世界中にあり、これを展開していく。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。本研
究開発の成果であるシステムは、他のシステムでは測定できなかった高分子が
多数あることを確認できたことからも、本システムの展開に向け評価できる。一
方、技術移転に関しては、すでに価格面、リサイクル、システムの自動化などに
取り組んでおり、早期の実用化が期待される。今後、難溶性高分子の分析
技術の開発が進めば、非常に広い分野での普及と社会的波及効果が期待
できる。
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応答曲面法を用いた四ローラ式ピッチングマシンの開発 酒井忍 金沢大学

本研究開発では、プロ野球投手に匹敵する幅広い球速かつ変化球（球種）
のボールを高い投球精度で次々に投球できる高性能ピッチングマシンを開発
することが目的である。本マシンは、発射ローラと交差可能なジャイロローラを
用いた四ローラ式投球機構により、従来のマシンでは困難であったジャイロボー
ルを投球可能にした。また、投球制御プログラムには応答曲面法を用いた。開
発したマシンは、球速160km/h超、すべての変化球のボールを狙ったコースに
ボール1.5個未満の投球精度で投球できる高性能マシンであり、当初の目標
をほぼ達成した。今後は、企業との共同研究により実用化を目指し、さらなる
研究開発を進める所存である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
球種、球速、投球精度においていずれも市販品よりも優れた性能があることに
関しては評価できる。一方、今後の実用化に向けては、アマチュアからトップア
スリートまで対象とするために、投球精度の向上が求められる。今後は、現在
共同開発している地域企業と開発を進めることで、競合装置とのさらなる差
別化により、製品化を実現し、地域経済活性化など波及効果も期待され
る。

立体形状ダイヤモンドの製造技術の開発 徳田規夫 金沢大学

本研究開発では、非常に優れた物性を持つダイヤモンドをより多くの製品に展
開するために、低コストかつ立体形状ダイヤモンド自立膜の製造技術の開発
に取り組んだ。その結果、振動板応用を目的としたドーム状ダイヤモンド自立
膜の作製に成功し、ヒートシンク応用を目的とした直径1 cmのダイヤモンド自
立膜において熱伝導率1,017 W/m•Kを達成した。それらのダイヤモンド自立膜
は、自然剥離で得られ、基板は再利用可能であり、ダイヤモンド膜の成長に
は大面積成長・多数枚同時成長が可能な熱フィラメントCVD法が適用可能
であることを実証し、超低コスト化に成功した。今後は、より複雑な立体形状
ダイヤモンド膜の作製やダイヤモンドの結晶性を高めることで熱伝導率の向上
を行い、製品化を目指す。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
低コストで大面積成膜による多数枚同時成膜が可能な製造プロセスを開発
したことに関しては評価できる。今後さらなる性能の向上と、より複雑な立体
形状の作製技術の開発を継続することで、競合材料よりも高性能で低コスト
の材料の製品化が期待できる。

高荷重・高利便性を有するロボット向け電動ハンドのセン
サレス把持力制御法

嶋田直樹
石川工業高
等専門学校

本研究では、スクロール機構を応用した新しい産業用ロボット向け電動ハンド
のセンサレス把持力制御法の確立を目標としてきた。スクロール機構を有する
電動チャックのモデル化、把持力制御法の検討、衝撃低減について検討を
行ってきた。現在までに、チャック機構のモデル化を完了し、チャック先端の把
持力を推定する一次外乱オブザーバ、I-P型速度制御系をベースとした、把
持力応答にオーバーシュートが生じないセンサレス力制御系、材料と先端爪
の高速検知による制御系切り替え手法を提案し、当初目標の大部分を実
施することができた。提案手法はシミュレーションによって有効性を検討し、今
後実用化に向けた実機検証を進めていく予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
電動チャック装置のモデル化、I-P型速度制御をベースとしたセンサレス力制御
系、またスムーズな制御の切り替えについて、理論検討をほぼ完了することが
できたことに関しては評価できる。一方技術移転の観点からは、本手法はスク
ロール機構を有する電動チャックを対象としたものとして行ったが、工作機械な
ど、他の力制御が必要とされる用途においても、本研究で得られたモデル化手
法は、様々に技術移転が可能であり、実用化に向けた展望が開けた。今後
は本格的な実用展開に向け、企業との共同研究を継続し、公的な研究開
発支援制度等も活用して、産学共同に向けた研究開発を進めることが望ま
れる。

新低温アニール法の開発 堀田將
北陸先端科
学技術大学
院大学

有機Siガスの大気圧CVD法により200℃以下で形成した低温酸化Si膜中の
Si-OH結合量を減少させ、リーク電流が印加電界3MV/cmで10-8A/cm2以
下となる、250℃以下の新低温アニール法を開発することを目標とした。
200℃で作製した厚さ220nmの低温酸化Si膜に対して250℃、6時間の新ア
ニール法を施したところ、電界3MV/cmで1.3×10-8A/cm2となり、ほぼ目標
は達成した。今後の展開として、250nm以上の膜厚で24時間の大気中に放
置しても安定に上記絶縁耐性が維持できる条件を見出すことと共に、OH量
のより低減化とアニール温度の200℃以下への低温化である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
本新アニール法は、比較的に安価な装置で実現できたこと、実用化に向け、
新たなる課題解決に向けた知見を見出せたことに関して評価できる。実用化
のためには、実際の企業で用いるプロセスラインや装置に組み入れる必要があ
り、今後、継続的に企業と連携することにより、早期の実現のみならず、他の
分野への応用、普及も期待される。

ハイスループット化学発光イメージング装置を用いた非オレ
フィン系樹脂の寿命計測

谷池俊明
北陸先端科
学技術大学
院大学

化学反応に伴う発光を検出する化学発光法は、樹脂の酸化劣化を極めて
早期に検出する手段として知られ、酸化誘導期（OIT）を通した樹脂寿命の
評価法はオレフィン系樹脂を対象に広く認知されている。一方、ポリアミドなど
の非オレフィン系樹脂に関しては、発光強度や明確なOITの不在などの問題
から、化学発光法を樹脂寿命の測定に使用した例は希少であった。本研究
では、代表的な非オレフィン系樹脂の化学発光測定を通して、その化学発光
挙動を樹脂寿命と紐付けする方法を提案し、独自に開発したハイスループッ
ト化学発光イメージング装置を利用して非オレフィン系樹脂の100検体同時
寿命測定を実現することに成功した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
非オレフィン系樹脂の寿命評価に対する化学発光法の応用法を確立し、多
数検体同時寿命測定技術を開発したことに関しては評価できる。非オレフィ
ン系のプラスチックや非石油由来の樹脂については、機能や品質重視するメー
カーにとって、開発・評価期間の短縮は非常に重要であり、寿命予測を正確
に行い、信頼性を保証する技術ニーズは非常に強いことが想定されることか
ら、この分野の実用化が切望される。今後は、大学、評価分析機関、材料
メーカー、装置メーカーが一丸となり、共同研究開発を進め、実用化に向けた
取り組みが期待される。

イメージング質量分析による機能性成分の体内動態及び
機能探索手法の開発

平修
福井県立大
学

エネルギー産生に関わるユビキノール（還元型コエンザイムＱ１０）　の脳機能へ
の関与を解明するために本申請を遂行した。単に脳抽出液を分析するのでは
なく、その局在を明らかにするため、イメージング質量分析を用いた。当初、還
元型コエンザイムＱ１０血液脳関門を超えられず、別の代謝物等に局在の変
化が見られると考えていた。実際は、長期摂取群から脳の上昇層、黒質に局
在している事が分かった。これらの部位は、記憶、運動に関与しているものであ
る。さらに、コエンザイムＱ９が同じ場所で増加している事が分かった。これはユ
ビキノンが単なる健康サプリメントとしてだけでなく、脳疾患の予防・改善物質
として期待できる。視覚的にこれらのことを表した成果は大きい。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
標的成分の体内局在化を可視化できたことに関しては評価できる。一方、技
術移転の観点からは、摂取量と摂取期間による局在化の差異や、代謝によ
る変化などより詳細な試験研究が必要である。これらにより、標的成分を抗
体や蛍光剤を用いずに可視化する技術として、将来的に学術・産業界からも
広く普及する技術となることが期待される。

光学活性α-アミノ酸の高効率製造プロセスの開発研究 川崎常臣 福井大学

ストレッカー反応によって生成するアミノニトリル固体のキラリティー向上により広
範なアミノ酸前駆体の高立体選択的不斉合成法を見出し、アミノ酸化学合
成の新手法を開拓した。反応基質として、ベンズヒドリルアミンおよびそのキラル
誘導体、安価で工業製造に有利なシアン化水素を用い、種々のアルデヒドと
の高立体選択的反応を実現した。エピ化溶媒中で生成固体を撹拌すること
で連続的に不斉向上可能であり、広範な光学活性アミノ酸を高立体選択的
に生成可能である。今後、医農薬やそのビルディングブロック、さらには食品、
サプリメントやその添加物として利用される光学活性アミノ酸の工業製造法開
拓へと繋がる研究成果を得た。

概ね期待通りの研究成果は得られ、将来的な技術移転につながる知見が得
られた。多くの光学活性アミノ酸合成に展開応用が可能であることに関しては
評価できる。今後は医農薬・食品分野で実際に需要のある標的を明確に
し、本手法を持ってのみ合成可能な高付加価値のある化合物を高純度に製
造するための詳細な検討とデータの積み上げが必要であると思われる。

水耕栽培に適したペースト状微生物農薬の開発 鈴木俊二 山梨大学

本研究開発は、水耕栽培において根部病害を防除するペースト状微生物農
薬の開発である。新規微生物バチルス・アミロリクエファシエンスS13-3をベース
に、ペースト状試験製剤を試作した。試験製剤を農作物の根に塗布した結
果、高湿度環境では試験製剤が水分を吸収し粘性が保てず、結果として溶
けだしてしまうことが明らかとなった。ペースト状微生物農薬の利点として、農作
物の根への局所的な処理は本当に施術が必要な局所で処理濃度を挙げら
れる一方、施設全体では処理量を下げることができることが挙げられる。これを
達成するために、今後、粘性および撥水性を高めた改良版製剤の試作を試
みる。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
はある定程度高まった。中でもペースト状製剤作成にいたる製剤処方が確立
できたことは評価に値する。一方、ペースト状試験製剤は水で容易に流れ落
ちてしまうため、防止するための粘性および撥水性を研究するためには、技術
的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、試験製剤中の
水分含量を下げつつ、ペースト状試験製剤の粘性および撥水性を上げた改
良試験製剤の開発が望まれる。

装着型農作業アシストシステムの開発 牧野浩二 山梨大学

ぶどう栽培従事者を対象として下肢を補助する農作業用アシストシステムの
開発を行った。農作業は屋外で長時間行われるため、軽量で長時間駆動で
き、かつ耐環境性を備えていることが企業ニーズとしてあった。そこで、電気を使
わずにばね動力だけで、膝関節と股関節の両方の補助を実現した。これによ
り、長時間駆動と耐環境性を実現した。また、重量は目標より10%軽く実現し
た。このアシストシステムを装着して負荷軽減効果を筋電位により計測し、
20%削減できることを確認した。以上より企業ニーズを満たすアシストシステム
を実現できた。さらに、ぶどう栽培以外の農作業や介護、運送業へ展開でき
る可能があることもわかった。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
重量値の目標を目標より10%軽く実現したことに関しては評価できる。また、
電気を使用しないオールメカで製作することで長時間使用が可能となる点は
評価できる。本研究開発の結果、長時間、軽量、耐環境性のメリットにより、
ぶどう栽培以外の農作業や介護や福祉、リハビリテーションの分野へも応用展
開が見込まれる。今後の展開に向け、研究開発の一層の進展が期待でき
る。

創薬研究の加速に向けた、次世代遺伝子編集技術の
開発

桜井敬之 信州大学

本研究では、ゲノム編集技術 (CRISPR/Cas9(クリスパーシステム))を応用し
て、多数の遺伝子の同時改変と解析が可能な、次世代疾患モデル動物作
製技術の開発を目的とした。

　こうした目的のため、受精卵期において高翻訳能を示す母性RNA型ベク
ターの開発、さらに、一過性Cas9mRNA発現受精卵の開発を行い、さらに
様々な構造を持つ導入遺伝子配列を設計し、次世代疾患モデル動物のた
めのゲノム編集システムの基盤を構築した。

　今後これらの研究成果を、心臓病、癌、その他の生活習慣病の様に多因
子が関与し、治療法が十分に確立されていない疾患に対する創薬研究ツー
ルとして提供する計画である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも母性型Cas9mRNA/タンパク質を含有し、Cas9
を顕微注入する必要がない新規のマウスラインの作製に成功し、クリスパーに
よる遺伝子改変マウス作製専用の受精卵を開発したことに関しては評価でき
る。一方、改変マウスを利用した各RAMPの機能分化の解明等に関して技術
的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、改変マウスを利
用した各RAMPの機能分化の解明等を進め、課題を明確化した上で、畜産
水産系などに広く応用、波及を進めることが望まれる。

カーボンナノチューブ／ナノメタル複合導電体の極小埋め
込み技術の研究開発と実用評価

伊東栄次 信州大学

本研究では、微細に凹凸及び貫通穴あけ加工されたガラス等の薄板の基材
にカーボンナノチューブや金属ナノ粒子等のインクを極小空間に直接複合化し
て埋め込む技術を開発し評価した。また、ディスペンサーの描画モードを変えて
ガラス上へ電極材を直接描画した配線形成について検証した。ガラスの微細
貫通穴加工技術が計画通りに進まない中で、150μmΦの大きめの貫通穴
への印刷による電極埋込みを実現した。穴が大きく完全には充填できなかった
ため貫通穴の封止性能評価は実施できなかったが、凹凸加工したガラスへの
複合電極印刷配線による基板の低コスト化等の実証試験を行った。また、派
生技術として直接パターン印刷したカーボンナノチューブ電極を用いたオール印
刷センサデバイスの開発と実証試験も行った。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも配線の電気的特性については当初の目標をクリ
アすることが確認できた点に関しては評価できる。一方、主題である埋め込み
電極の形成や有効性評価が進まなかったことが惜しまれ、継続的に技術的
検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、プリント配線製作
メーカーの参画などを通じ、技術テーマの再構築が望まれる。

機能性成分を富化した高圧処理米を用いた加工品開
発

藤田智之 信州大学

玄米に加水・加温下、100MPaの加圧条件で処理して得られる高圧加工米
から白米を調製し、甘酒や米粉パンに二次加工し、機能性成分量の変化な
らびに加工適性を評価した。未処理米と高圧加工米から調製した甘酒での
比較では、栄養成分表示項目や糖度に大きな差異は認められなかったもの
の、加工米甘酒ではγ-オリザノールの含有量が未処理米の2.5倍となり、食
味アンケートにおいても甘味性が増すなど良好な結果が得られた。パン調製
用の米粉をピンミル式及びサイクロン式粉砕機で調製したが、前者での大量
調製は困難であった。米粉の物性でわずかに違いが認められたことから、製パ
ン性について更なる評価を行うこととした。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
甘酒への応用で官能検査や一部有効成分について、既存製品にない特色
を見いだせたことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、他の
外部資金獲得などにより技術開発が加速されていることからも、より適切な体
制を構築して取り組むことが望まれる。さらなる用途拡大やコストダウンに向け
た技術検討を行うとしていることから、今後の早期の製品化が期待される。

新規コリンエステルの機能性探索 中村浩蔵 信州大学

本研究開発では、新規コリンエステル・ラクトイルコリン（LaCh）の安全性を確
認、新しい機能性を動物試験データとして取得し特許出願することを目標と
した。まず、LaChが天然物として初めて単離同定されたものであること、LaCh
が発酵食品や消化管に存在する食経験のある化合物であることを明らかに
し、食品分野ではトップの国際誌に論文発表した（Kozo Nakamura* et al., 
Identification of natural lactoylcholine in lactic acid bacteria-fermented 
food, Food Chem., 201, 185–9, 2017）。そして、LaChの新しい機能性を示す
動物試験データおよび予想していなかった新しい知見を得たが、再検証が必
要であると考えられ、特許出願を延期した。LaChの効果は既存のコリンエステ
ルと同レベルであると考えられ、実用化のためにはLaCh特有の機能性をさらに
探索する必要がある。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特
に、抗炎症、抗アレルギー機能を確認し、その新たな機序について考察できた
ことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、ユニークな機序が
経口試験で見いだせたものの、機能性表示等に至るまでの積み上げには至ら
ず、さらなる基礎的検討を通じた実用化が望まれる。今後は、今回の知見を
活用して様々な食品等での新展開が期待される。
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先端レーザー加工普及のための高出力レーザー用光アイ
ソレーターの開発

安原亮

大学共同利
用機関法人
自然科学研
究機構核融
合科学研究
所

革新的なモノづくりを実現する先端的なレーザー加工技術を高信頼性化・長
寿命化・平易化することを目指して、高出力レーザー用光アイソレーターの開
発を行った。これまで研究責任者が進めてきた高出力レーザー用光アイソレー
ター技術を基に、高性能かつコスト面で優れた新しい磁気光学媒質を用いた
光アイソレーターを提案し、素子の熱光学特性、分光特性及び高出力レー
ザー照射下での素子性能を評価した。その結果、結晶方位を適切に選定し
高出力レーザーで使用可能な極めて高性能な光アイソレーターが実現され
た。素子サイズの小型化や冷却手法の工夫による温度安定性の向上などを
行うことで製品化へ向けた取り組みを行う予定である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも当初予定よりも高出力なレーザーによる熱光学
特性の検証を実施し、目標以上の消光比を得ることができたことに関しては
評価できる。一方、類似技術も存在することから、本研究の特長を考慮し、
アイソレーター素子に必要とされる他の検討項目についても技術的検討や
データの積み上げなどが必要と思われる。企業と密に連携し、かつ必要な研
究体制も構築しつつ研究開発を進めて頂きたい。今後の進展に期待する。

低コストで高性能な難燃ポリエステル繊維の開発 立川英治
岐阜県産業
技術センター

窒素系難燃剤のコーティングや各種添加剤をブレンドする手法により、低コス
トで高い難燃性能を有する難燃ポリエステル繊維の開発を行った。試作した
繊維を100%使った生地の場合、消防法施行規則を満たす難燃性能がある
ことが確認できた。また、短繊維不織布については、自動車等の難燃規格
（MVSS）の基準を満たしていることが分かった。この繊維は、カーテン、住宅用
内装材、自動車等の不織布などに展開できる性能を有していることが分かっ
た。

難燃繊維に着色がなく、染色後の発色や堅ろう度についも良好なため、デザ
イン性の優れた難燃繊維製品に利用できることが分かった。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも一部の規格を満たす開発に成功したことに関し
ては評価できる。一方、残された課題に対し、その解決策については、具体的
な検討が望まれる。今後は、企業との連携により、本研究の特長を活かすこと
が出来る用途に絞った開発を進め、データの蓄積を行い、実用化へ向けた着
実な進展が望まれる。

 混繊スライバーを用いたCFRTPの長繊維、高分散射出
成形法の開発

三宅卓志 岐阜大学

炭素繊維強化複合材料CFRTPの混練において、優れた力学特性を実現す
るため、繊維長と分散を両立させる混練方法を開発した。具体的には、炭素
繊維と樹脂繊維を同時に開繊、混繊したスライバーを供給材料に用いて分
散性を確保し、これを押出ダイ近くのベントから供給することにより、混練時間
を短くすることにより折損を抑え、混練後でも35mm以上の繊維長を実現し
た。この方法で混練後、熱プレスした板材は、連続繊維トウをベントから投入
する従来法より、優れた引張特性を示した。高い生産性を実現するために、
スライバーの供給方法についても、自律的にスクリューに巻き付き、安定的に
定量フィードできる方法を開発した。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも分散性に優れた混練条件を見出し、かつ成形
機に対応する機構を構築することができたことに関しては評価できる。一方、
用途により必要とされる強度など必要特性が異なることもあり、ターゲットを見
据えた研究計画が必要となり、これらに向けた技術的検討やデータの積み上
げなどが望まれる。今後は、企業と密な連携をとり、引き続き研究開発を進め
て頂きたい。さらなる進展に期待する。

航空機ＣＦＲＰ部品成型用の離型機能付き軽量型の開
発

深川仁 岐阜大学

航空機用CFRP部品の成形において、現在は重い金属製の型を使用し、成
形前に型表面に有機溶剤系の離型剤を毎回塗布する作業を行っているが、
これを改善するために、軽量な黒鉛製の型を作り、繰返し使用可能な離型
膜をコーティングする技術を開発し、実用化するための研究を実施した。平成
２７年度は、模擬部品の型を黒鉛で試作し、脱型を簡単に行う方法を盛り
込み、離型膜をコーティングして、成形に使用して評価を実施した。28年度
は、型の耐久性試験の続きを行い50回まで実施したが、離型性に大きな変
化は見られず、引き続き耐久性評価試験を行う予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
所期目標として掲げた耐久性、補修・接着技術の確立について達成できたこ
とに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、ユーザーの評価およ
び実用上の具体的課題を見出すことができており、今後は、より出口に近い
制度の活用を考慮し、適用可能な用途展開についても企業と連携を図り、
進めていくことを期待する。

高性能透明太陽電池シートを実現する広帯域赤外光
吸収色素ポリマーの開発

船曳一正 岐阜大学

申請者が開発している高性能透明太陽電池は、使用していたモノマー型増
感色素のシャープな吸収スペクトルのため、その光電変換効率が低い。本研
究では、この問題を解決するために、従来未利用の赤外光を広範囲に吸収
する可視光透過型の新規増感色素ポリマーの開発を目的とした。その結果、
従来のモノマー増感有機色素に比べて約２倍の幅（550nm）の近赤外光を吸
収できる新規増感有機色素ポリマーの合成を達成した。今後、酸化チタンを
はじめとするナノ半導体薄膜に吸着させるアンカー基の導入、並びに高性能
透明太陽電池のセルを作成し、その性能評価と実用化を目指す。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもポリマー合成を実施し、赤外吸収帯の広帯域
化（２倍程度）に成功したことに関しては評価できる。一方、電池としての特性
評価については未実施の状況でもあり、この評価を含めた技術的検討やデー
タの積み上げなどが必要と思われる。今後は、変換効率の向上、広帯域化と
電池特性の向上の加え、企業と密な連携をとり、ターゲットを見据えた研究計
画が望まれる。

構造用セラミックスの立体造形技術の開発 櫻田修 岐阜大学

近年着目される立体造形技術を活用して構造用セラミックスの作製について
検討すべく、炭化ケイ素を紫外線硬化樹脂中に分散安定化させた濃厚スラ
リーを調製した。その結果、45vol%という濃厚なSiCスラリーを調製が可能と
なった。またその流動性はニュートン流体に近い特性を示した。得られた知見
を基にスラリーを調製しインクジェットによる吐出試験を行ったところ、30vol%ス
ラリーまで吐出可能であった。しかし吐出しないノズルや吐出のタイミングが安
定せず立体造形を行うまでに至らなかった。35vol%のSiC-C-B4C系スラリーを
用いて積層・固化させて得られた成形体は、密度が1.6g/cm3であった。さらに
脱脂、焼成して得た試料の密度は2.98g/cm3であり、ほぼ目標を達成した。
しかし焼成体にはクラックが発生しており、今後、固化、焼結助剤の最適化、
焼成方法の更なる最適化が必要である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも目標とする濃度および成形品の密度については
ほぼ達成したことに関しては評価できる。一方、今後の課題および解決策につ
いて明確にすることができており、さらなる技術的検討やデータの積み上げのた
めの研究開発が望まれる。また印刷装置メーカー等との新たな連携体制も考
慮しつつ、今後の進展に期待する。

香辛料を使った植物熱耐性向上資材の開発研究 原正和 静岡大学


夏場の作物の高温障害を防ぐため、散布によって作物の熱耐性が向上する
資材の開発が望まれている。本研究開発に先立って、ある香辛料成分に、先
行商品の5倍を超える活性を見出した。本研究では、計画に則り、ある香辛
料成分の植物熱耐性試験を実施し、先行商品より、シロイヌナズナの成長
抑制率が有意に軽減することを示した（活性目標クリア）。さらに、毒性試験に
取り組み、シロイヌナズナの毒性発現濃度が、先行商品より1桁以上高いこと
が分かった（低毒性目標クリア）。免疫ブロットにより、先行商品より、シロイヌ
ナズナにおける熱ショック蛋白質の生成量が有意に高いことを示した（熱耐性
蛋白質発現目標クリア）。以上、全ての目標を達成し、企業への技術移転に
必要な成果を得た。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が大いに高まった。特
に当初予定していた既存製品との比較試験で、すべての項目で優位性が確
認でき、既存製品の課題であった高濃度における問題点も見いだせなかった
ことに関しての成果が顕著である。一方、技術移転の観点からは、本提案の
成果を企業は高く評価しており、次のステップにおける試験計画についても産
学連携での明確な取り組みが示されていることに関して、実用化の期待が大
きい。今後は、より大きな市場への展開に向け、企業での商品戦略期待しつ
つ、実用化開発を加速させていくことを期待する。

アブシジン酸受容体阻害剤を用いた革新的葉菜類栽培
システムの開発

轟泰司 静岡大学

植物ホルモンの1つであるアブシジン酸（ABA）の発芽生育抑制作用を人為的
に解除するABA受容体阻害剤を利用することによって、農業生産を効率化し
農産物を高付加価値化する革新的システムを開発することを目的とし、植物
工場を想定した閉鎖環境において葉菜類の種子発芽と生育に対するABA
受容体阻害剤の効果を検討した。その結果、ABA受容体阻害剤には、発
芽に低温を要求する葉菜類の種子を常温で発芽させる効果、ならびに花芽
形成を遅らせることで栄養生長期間を延ばす効果があることがわかった。本研
究開発によって、植物工場における採算性の高い葉菜類栽培システムを
ABA受容体阻害剤を利用して構築可能であるとの見通しを得た。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
ベンチスケールではあるが比較的幅広く有効性に関するデータを取得すること
ができたことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、ABA受容
体阻害剤に関し、基礎的な実証を通じて積み重ねることにより、さらなる特色
のある成分を保有した薬剤としての実用化が望まれる。今後は、試験の幅を
広げるべく、原料製造メーカーとのジョイントを早期にはかるとともに、有効性の
基礎となる機序等の考察等も深めていくことが期待される。

平均ねじり応力が付与可能なねじり疲労の迅速評価試
験装置の開発

島村佳伸 静岡大学

平均ねじり応力（応力R=0.5以上）を負荷することのできる超音波ねじり疲労
試験システムの開発を目標として、既存の超音波ねじり疲労試験機に取り付
け可能な平均ねじり応力負荷装置を試作し、その性能実証試験を実施し
た。その結果、平均ねじり応力負荷装置がその原理通りに機能することを明ら
かにし、さらに応力比R=0.5の繰返し荷重を実際に作用させられることを確認
できた。以上の結果より、実用化の目処がついた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
平均ねじり応力を加えたまま、超音波による繰り返しねじり試験を様々な応
力比で実施できる装置の基本設計が実証されたことに関しては評価できる。
一方、技術移転の観点からは、より実際的な素材や条件での評価を通じた
現行試験との対比試験などを通じた、実用化検討が望まれる。今後は、評
価機器メーカーも開発体制に組み込むことにより、市場投入へのスピードが加
速することが期待される。

効果と快適性を兼ね備えた着圧のオーダーメイドサポー
ターを設計するシステムの開発

福田ゆか
あいち産業
科学技術総
合センター

リンパ浮腫防止効果を保ちつつ快適な着用感を得られるオーダーメイドサポー
ターを設計するためのシステムを開発した。
編地の伸縮特性について評価し、
設計に用いるための近似式と脚のサイズと着圧から型紙を作成するアルゴリズ
ムについて検討した。サイズは児童向けから大人向けまでを想定し、着圧5～
25mmHgと設定して開発したシステムで作成した型紙からサポーターを編成し
た。脚の可動マネキンに装着した時の着圧をエアパック方式で測定し、誤差が
大きいサンプルの近似式を再検討し誤差を減じる修正を行った。修正したシス
テムでは、50％延伸糸使用の風合いの異なる2種類の組織を用い、目標であ
る誤差10％以内でサポーターを設計できることを確認した。
今後システムを用
いたオーダーメイドサポーターの商品化をめざす予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
所期目標以上の成果を得ることができたことに関しては評価できる。一方、技
術移転の観点からは、精度、生産性に加え、着用感、耐久性など製品として
の要素にも配慮された研究計画を想定しており、その解決策が示されている。
今後は製品としての効果も確認しながら、引き続き研究開発を進めることが
望まれる。

溶融亜鉛合金めっき鋼材における耐食性に優れた溶接
部補修プロセスの開発

小林弘明
あいち産業
科学技術総
合センター

溶接の熱により損傷しためっき補修部の耐食性を向上する方法の開発に取り
組んだ。本研究ではエアーブラスト処理に着目して、その処理条件について鋭
意検討した。結果、本研究プロセスは、従来法と比較して、少なくとも１．６
倍、最大３．４倍の腐食促進試験期間の間、赤さび発生を抑制できることを
明らかにした。また、耐食性発現機構を検証した結果、本研究プロセスは従
来法と比較して、緻密な腐食生成物が比較的均一に生成するためであるこ
とが示唆された。耐食性の発現効果とその機構解明について、当初の目標を
達成した。今後は、処理費用の低減と一層高い耐食性を発現できる処理条
件の探索を、屋外暴露試験等をとおして検討する予定である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも検討した一部の条件下において耐食性向上が
実現し、メカニズムについても確認ができたことに関しては評価できる。一方、
耐食性向上には、バラツキがあり、安定性の面で課題が残されている。所期
目標の耐食性を達成する解決策を検討し、基盤となる技術を確立するため
データの積み上げを実施することが望まれる。今後は、実証試験を含めた検
討も必要となってくるため、企業との密な連携により、明確な出口の設定も考
慮しながら引き続き研究開発をして頂きたい。今後の進展に期待する。

羊毛繊維の白色度向上に関する研究 松本望
あいち産業
科学技術総
合センター

本研究は、H2O2漂白処理前に、羊毛繊維に金属を媒染することにより、
H2O2漂白処理後の白色度を向上することを目標とした。CuSO4・5H2Oを用
いて毛織物にCuを媒染することで、H2O2漂白後の白色度は向上した。毛織
物に適切な量のCuSO4・5H2Oを媒染し、H2O2漂白を40分間処理すること
で、Cu媒染未処理布より白色度を10%以上向上することができた。Cuの媒染
量が増加するに伴い、H2O2漂白処理後の毛織物の引張強度と引裂強度の
保持率は低下するため、保持率を90%以内とするには、毛織物に媒染する
CuSO4・5H2Oの量を考慮し、H2O2漂白を行う必要がある。染色堅ろう度
（日光・洗濯）は3級以上であった。今後は、強度低下を抑えた処理条件と白
色度向上のための処理条件について実用化を視野に入れた検討を行う予定
である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
最適な金属元素の特定、かつ白色度の向上、強度の保持、これらを鑑みた
処理条件を確立したことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点から
は、本研究で得た成果に基づき、より実用面に即した課題を明確にすることが
でき、その方策についても見出していることから、今後は、具体的なターゲット
（製品像）をさらに絞り、引き続き研究開発を進めることにより、更なる展開が
期待される。

DNA情報による植栽樹木の産地判別技術の技術移転・
実用化

南基泰 中部大学

緑化事業において地域性を考慮した植栽樹木の産地選定は、生物多様性
保全上重要な課題である。しかし、現状では植栽樹木の産地判別ができな
いため、植栽地で遺伝的撹乱が生じ、地域固有の遺伝的特性が損失してい
る。本課題では実用化レベルまで簡略化したDNA情報を利用した産地判別
技術を清水建設（株）技術研究所に技術移転した。DNA情報を利用した地
域固有の遺伝的特性に配慮した植栽法を、横浜市みなとみらい21地区横
浜野村ビルにおける緑地創成に応用したことによって、都市緑化機構の
SEGES（社会・環境貢献緑地評価システム）の認定を受けることができた。今
後も、本課題で開発された産地判別技術を現場での施工に応用していく予
定である。

概ね期待通りの成果が得られ、特に技術的課題の解決のみならず、本手法
のSEGES認定を得て、所期目標以上の成果を得ることができたことに関して
は評価できる。技術移転の観点からは、実証試験を含め本研究の有効性を
示し、かつ連携企業へと技術移転が実現したことに関しては、非常に大きな
成果であり、本分野における実用法としての適用が期待される。
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光還元触媒用ｐ型３Ｃ－ＳｉＣ自立基板の非侵襲・高感
度欠陥準位評価技術の開発

中野由崇 中部大学

人工光合成用の光電極として期待される３C-SiC(111)自立基板を評価対
象として、単色分光励起を利用した光容量過渡分光法と水銀プローブ電極
を組み合わせて、ウエハレベルで非侵襲・高感度に欠陥準位を定量分析する
計測システムを構築した。ノンドープ基板では残留キャリア濃度が1x1016cm-
3程度であり、表面部及びバルク部特有の欠陥準位を検出･識別した。結晶
成長が極めて困難なp型基板の代替として4H-SiC基板や6H-SiC基板上に
ヘテロエピタキシャル結晶成長したp型3C-SiC厚膜とGaNバルク基板にホモエ
ピタキシャル結晶成長したp型GaN厚膜を評価し、p型厚膜でも欠陥準位を
高感度定量分析できることを確認した。今後は、この欠陥準位計測システム
を3C-SiCやGaNの自立基板ウエハの欠陥準位マッピング評価に適用していき
たい。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。高感
度評価法に必要な要素について所期目標を達成していることに関しては評価
できる一方、引き続き、本研究開発にて実施していない検証を継続的に実
施することが望まれる。技術移転の観点からは、新たな技術的課題が明確に
なったことから、実用化へ向けた解決策を明確にすると共に引き続き研究開
発を進めて頂きたい。今後、さらに必要な産・学など協力体制の構築も計画
していることから、本研究の一層の進展が期待される。

高炉水砕スラグを触媒とした廃プラスチックの油化技術の
実用化

行本正雄 中部大学

廃プラスチックの触媒油化技術の低コスト化と環境負荷低減を解決するた
め、研究目標として1)触媒量と原料の比率（SV値）の選定と最大油化能
力、2) １）の条件下での油化能力50倍の耐久性、3)生成油の残留Cl濃度
100ppm以下、4)触媒利用後のセメント原料としての再利用を掲げた。実験
結果よりSV値0.5での最大油化能力約80％が得られ、その条件下での油化
能力18倍（連続運転35時間達成）の耐久性、60gの高炉水砕スラグを用い
ることで約90%の塩素分の固定化と触媒利用後のセメント原料再利用の可
能があるとの事が分かり、その達成度は目標１、２が60％、目標３は80％と評
価した。今後の展開は、1)分解時の触媒攪拌力、投入熱量アップと酸触媒
の添加による熱分解促進、2)SV値1.5での連続運転（目標30時間）の追加
実験を行う予定である。

当初目標の達成に向け研究開発を実施したものの、使用する装置等の影響
が大きく、技術的検討や評価の実施が十分ではなかった。今後は、企業と共
に実用上求められる目標を検討し、今回の成果を整理しつつ、今後の綿密
な実験計画を立てることが望まれる。またメカニズムについても一部は未解明
の部分もあり、引き続き検討して頂くと共に、本手法の有効性を検証すること
が望まれる。

減速機を用いたマイクロ超音波モータの高トルク化 真下智昭
豊橋技術科
学大学

本研究では、マイクロ超音波モータにマイクロ減速機を取り付けることで、高ト
ルクを発生できる減速機付のモータユニットの開発を目指して研究に取り組ん
だ。モータのサイズは約1mm角、減速機のサイズは直径約2mm×長さ6mmで
あり、いずれもそれぞれ世界最小のサイズであり、世界最小の減速機付モータ
の開発でもある。目標トルクは小さい部品であれば十分に駆動できる値１００
μＮｍ（半径1mmで10gの力を発生できるトルク）を目指し、試作を行った。開
発したモータユニットで実験を行い、最大で２５０μＮｍ発生できることを確認
した。また、モータに１５０μＮｍの負荷トルクをかけた場合においても安定した
回転を実現できることもわかった。さらに、モータの製作方法も改善を実施した
ことでモータの品質が向上するなどの結果が得られており、研究計画時の目標
を十分に達成できた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
250µNmという目標以上のトルクを達成できたことや出力安定性が向上したこ
とに関しては評価できる。また、技術移転の観点からは、精密機器、ウェアラブ
ル機器、医療機器など多分野において活用できる可能性が見出された。今
後は、マイクロ超音波モータの安定性、再現性の検証や目指す出口企業との
連携による更なる展開が期待される。

車両無線通信における低遅延物理層秘匿伝送方式の
開発

岡本英二
名古屋工業
大学

高度運転支援システムを構成する車両無線通信の低遅延、高信頼、高秘
匿化を実現するための新しい通信方式の構築を行った。これまでに検討を
行ってきた、伝送信号を暗号化しつつ伝送品質も上げることのできる物理層
秘匿カオス通信方式というものを、複数の車両が即時に通信できる非直交多
元接続手法に適用した。その結果、複数車両同時送信の物理層秘匿伝送
方式を構成できることを計算機シミュレーションにより確認した。また伝送信号
の暗号化能力が十分保持されていることを確認した。本手法はさらに第5世
代移動通信システムで検討されているIoT（Internet of things）端末向け非
直交多元接続手法に適用することが可能であることが明らかになった。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
移動体通信における暗号化と符号の訂正に関する技術的優位性の確認に
関しては評価できる。企業側の関心も非常に高い分野であり、優位性の高い
技術として訴求力が高まれば、産学共同への展開も早まることが期待される。
IoT時代、５G時代に向かって多岐に渡る技術課題の検討が行われており、
今後はターゲットを絞り込んだ取り組みを進めることにより、多様な課題におい
て企業の参画が進むことが期待される。

廃棄物フロン23から有用物質への循環反応プロセスの開
発

柴田哲男
名古屋工業
大学

スマートマテリアルや医薬農薬などの材料として、含フッ素化合物は最重要物
質と考えられるが、フッ素物質は高価であるために安価な入手法が必要とな
る。フロン23という名称で知られるフルオロホルムはテフロン製造時に副生するフ
ロンガスで20,000 t/年も産出されており、その生産的な利用方法は確立され
ていない。我々はこのフルオロホルムをフッ素源として、スマートマテリアル等の材
料に変換するプロセスの開発を行った。我々は溶媒と塩基の組み合わせを精
査することにより、従来の方法よりも安価で、不安定な反応中間体を安定化
させる方法の開発に成功した。現在は大量合成にも応用できるようフロー反
応への適応を目指している。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
有機触媒を用いる新手法の開発に成功し、さらにその知見を生かした、より安
価な反応プロセスを開発したことに関しては評価できる。一方、技術移転の観
点では、フルオロホルムの有効利用、フッ素物質の安価な合成プロセスの開
発、さらには毒性の低い溶媒での合成など、工業化プロセスとしての技術を確
立させたことに関して、実用化の可能性を高めた。今後は、連携企業との共
同研究をさらに推し進め、大量スケールでの合成など、実用的なレベルへの発
展に期待する。

鋳造法を利用するFe2VAl系熱電素子材料の作製と熱
電性能の向上

西野洋一
名古屋工業
大学

自動車などの内燃機関からの排熱を有効利用する方法として熱電変換が検
討されている。従来アーク溶解法で作製されていたFe2VAl系熱電素子材料
について、低コストで素子を大量生産することを目指して鋳造法による作製可
能性を検証した。鋳造工程の改善により、合金組成を目標通りに制御すると
同時に、一度の工程で多数の素子を作製することに成功した。鋳造素子の
ゼーベック係数はアーク溶解素子の94%に達し、当初目標である90%以上の性
能を達成した。さらに鋳造素子は微細な組織を有し、アーク溶解素子よりも
低熱伝導率であることを実証した。本研究開発により、多数の素子を使用す
る熱電変換モジュールへの応用展開が可能となった。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
鋳造法でもアーク溶解法と比べて遜色ない性能をもつ鋳造素子が作製できる
ようになったことに関しては評価できる。技術移転の観点からは、鋳造による熱
電素子の熱電特性について評価を完了させ鋳造熱電素子を用いた熱電モ
ジュールの開発へとステップアップできる見通しが立ったことに関して実用化への
展望が開けた。今後は本格的な実用展開に向け、当該企業の自己資金な
ど活用して鋳型を利用した一体成型モジュールを開発技術の確立を目指し、
省エネ・CO2低減社会の実現に貢献することが期待される。

風力発電機のメンテナンス低減を実現する自己潤滑軸
受保持器の開発

佐藤尚
名古屋工業
大学

本研究では、風力発電機のメンテナンスフリー化を実現するための軸受保持
器材料であるCu基自己潤滑複合材料の開発を遠心力混合粉末法という
鋳造技術を用いて試みた。このCu基自己潤滑複合材料は、リング状Cu鋳造
材中にグラファイト粒子が分散した複合材料である。しかし、遠心鋳造装置に
問題が生じてしまい、本研究ではリング状Al基自己潤滑複合材料の開発に
変更した。その結果、リング状Al鋳造材の外周部にグラファイト粒子が複合化
されたAl基自己潤滑複合材料の製造に成功した。また、そのリング状Al基自
己潤滑複合材料を製造するためには、遠心力が大きいことや金型の予備加
熱が必要であることが明らかとなった。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもリング状自己潤滑複合材料製造に道をつけたこ
とに関しては評価できる。一方、鋳造を専門とする企業と摺りあわせをしながら
共同研究を構築することが重要と思われ、さらに技術的検討やデータの積み
上げなどが必要と思われる。今後は、摺動面と遠心力方向の不一致の解
消、潤滑材料の必要分散量の検討とその制御などに関するデータ蓄積が望
まれる。

セラピー効果を引き出す柔らかいロボットと心理学的知見
に基づくロボット・ユーザー・インタフェースの開発

加藤昇平
名古屋工業
大学

次世代サービスロボットを実現するために、セラピー効果を引き出す柔らかいロ
ボットと心理学的知見に基づくロボット・ユーザー・インタフェースの研究調査を
実施した。まず、生物らしさを損なわない柔らかい外装と滑らかな動作を実現
する駆動メカニズムと接触検知メカニズムを有するロボットを試作し、セラピー
効果を引き出す反応行動を設計した。加えて、ロボットの物理的身体性、作
業負荷に伴うストレスのリダクション効果、のそれぞれについて、インタラクション
前中後の生理指標と心理効果の双方から測定・検証した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
外観デザイン、ハードウェア、インタラクティブ制御の設計、実証試験のすべてに
おいて計画を完遂し、良好な結果を得ることができている。また実証試験にお
いて、セラピー効果の向上を確認したことに関しては評価できる。一方、技術
移転の観点からは、本試験研究により次ステップの課題が見出されており、企
業との密な連携により、具体的なユーザー、製品設計などを考慮し、これらに
基づく研究開発を進めることが望まれる。今後の進展が期待される。

ジオミメティック技術を用いた新規セラミックスブロックの開発 橋本忍
名古屋工業
大学

製造コストを下げ競争力を高めるために溶接時に用いられるセラミックバック
(CB)ブロックを、これまでのコージライト粉末成形焼結体から、焼かないジオミメ
ティックセラミックスを開発し、それを適用することを考えた。水酸化カルシウムお
よび炭酸カルシウム固化体の不焼成体のCBブロックの作製に成功したが、溶
接時の高温のアークおよび溶鋼により分解反応を起こすため不適当と判断さ
れた。他方、水ガラスと混合したコージライト粉末をウォームプレスした不焼成
固化体は比較的良好なブロックとなり、溶接試験時にも大きな欠点は見いだ
されなかった。今後機械強度の改善が図れれば、その不焼成ブロックの鉄筋
溶接への適用が期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
水ガラスをバインダーに用いたコージライト粉末をウォームプレス法で固め、それ
を鉄筋棒鋼溶接用のセラミックスバックブロックとして適用できる可能性を見出
したことに関しては評価できる。今後は、さらなる改良を加えることで、機械強
度の高い固化体を作製し、不焼成で得る棒鋼溶接用セラミックバックブロック
の新技術として様々な分野へ適用されることが期待される。

高分子試料の全化学構造解析を実現する高性能パイロ
ライザーの開発

大谷肇
名古屋工業
大学

高分子試料の全化学構造解析を実現する高性能パイロライザー開発のため
の第一歩として、水素供与性試薬であるテトラリンを反応試薬として用いる高
分子試料分解方法の有効性を検討した。難分解性のフェノール樹脂やエポ
キシ樹脂をテトラリンとともに密閉系で加熱分解し、生じた生成物を質量分析
計などにより解析した。その結果、各樹脂試料が水素供与により安定化しな
がら分解反応が進行する過程を解明することができた。今後は、こうした成果
をもとに、試料の構造解析により適した分解反応過程を実現するために、反
応場の設計・構築をさらに進めてそれらの制御を可能にする手法の開発を目
指す。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
架橋高分子試料のテトラリン中での反応分解メカニズムの解明に向けた結果
を得られたことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、分解生
成物に関する課題を解決するために、構造解析に適したメカニズムを制御す
るためのマイクロ反応サンプラーの設計・改良等を開発することが望まれる。新
規高性能パイロライザーの製品化までには、上記のような更なる開発が必要
だが、今後、共同研究開発を意欲的に進め、実用化されることを期待する。

準マイクロ波による融雪用発熱モルタルのための製鋼スラ
グの研究

伊藤洋介
名古屋工業
大学

準マイクロ波帯の電波を吸収して得られた熱で融雪する融雪用発熱モルタル
ブロックシステムは雪を低コストかつ迅速に融雪する。ただし、20dB以上の電
波吸収性能を持ち、安価な材料で製造された電波吸収材が求められる。
安
価なモルタルと産業廃棄物である電気炉酸化スラグを材料とした電波吸収材
を作製し、単体で25.8dB、これを支持する基材との組み合わせで24.5dBの電
波吸収性能を持つ電波吸収材を開発した。また、これらに関する理論を構築
した。成果は、融雪用発熱モルタルブロックシステム開発の他、無線LANや電
子レンジが発する準マイクロ波を建築空間内で制御するための、モルタルを用
いた電波吸収材の開発に応用できる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
準マイクロ波による融雪用発熱モルタルブロックシステムに用いる電波吸収・発
熱材料について、十分な性能を発揮する条件が確認できたことに関して評価
できる。一方、技術移転の観点からは、建設企業や建材メーカー・原材料
メーカーとの共同研究に進展し、現段階の課題を解決する為の更なる実地
試験実施に向けて着実に成果を上げていることに関して、今後の実用化が期
待される。今後は本格的な実地実験を、寒冷地で行い、順次大型化してい
くことで、公共施設や融雪スポットなど降雪地域のインフラ整備等にも展開さ
れ、経済的・社会的にも貢献できる技術開発が行われることを期待する。

液化二酸化炭素を移動相とする高性能低温液体クロマ
トグラフィーの開発

北川慎也
名古屋工業
大学

種々の系において重要な役割を担う不安定化合物の網羅的分析のためには
低温条件の利用が有効である。しかし網羅的分析に必要な液体クロマトグラ
フィーは、低温条件で分離性能が低下する。本研究では、低温下でも十分
な分離性能を有する分離カラム・分離条件の開発を目的とし、液化二酸化
炭素を移動相として用いる液体クロマトグラフィーの分離性能向上に関する検
討を行った。種々の充填剤・カラムについて様々な分析条件における分離挙
動の検討を行ったところ、－30℃の低温条件下において、最大で理論段数
8.5万段/m程度の十分な分離性能を得ることに成功した。また、低温条件下
の液化二酸化炭素移動相の特異的な挙動についての知見を得ることができ
た。今後は実用化のための応用例の開発を目指した研究を行う。

当初目標とした成果が得られていないが、最適な充填剤・カラム構造の探索
において、添加剤を用いなくても目標としていた分離性能が得られたことに関し
ては評価できる。一方、実用化のためには必要不可欠ともいえる添加剤の影
響を調査しなかったことに関しては、企業ニーズ解決の観点からは、技術的検
討や評価の実施が十分ではなかった。今後は、今回実施できなかった分離条
件構築のための基盤となる添加剤の影響について早急に検討し、応用例の
開発や手法の有効性・限界に関する知見を速やかに得ることが望まれる。
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液面プラズマによる肌への安全性と抗菌性向上を目指し
た複合粉体調製技術の開発

山口浩一
名古屋市工
業研究所

本研究では企業ニーズである抗菌性を示す機能性粉体の開発を目的とし、
母粉体に抗菌性物質を担持させた複合粉体の液面プラズマ技術による調製
に取り組んだ。抗菌性物質の前駆体として用いる溶液の組成やプラズマ処理
条件などをパラメータとして複合粉体の調製を行ったところ、抗菌性物質を高
効率で担持可能な条件ならびに担持された抗菌性物質の化学状態を明ら
かにした。また、複合粉体は高い抗菌性を示すことが確認された。

以上の結果、当初計画の目標はほぼ達成された。今後は本研究の成果を
基により優れた抗菌性を示す複合粉体の調製やスループット向上に寄与する
処理方法の検討に取り組む予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
当初目標をほぼ達成したことは評価できる。今後は、抗菌性能のさらなる向
上や量産化の検討により、スムーズな技術移転を期待したい。本研究より得
られた新規抗菌材が各種製品に展開できれば、経済的、社会的の波及効
果は大きいと期待される。

表面改質による核生成制御を利用した太陽電池用高品
質シリコン多結晶インゴットの低コスト製造技術

宇佐美徳隆 名古屋大学

本研究では、ルツボ内のシリコン融液の一方向成長において、窒化珪素を
コーティングした直径数ミリ程度の粒状シリコン結晶をルツボ底部にわずか1層
だけ敷き詰め核生成制御を行うという簡便な手法による高品質かつ高均質
なシリコン多結晶インゴットの製造技術について研究開発を実施した。大学で
実施した小型インゴットの成長実験で得られた知見を、民間企業の研究開
発炉での成長実験に適用した。その結果、156ミリ角の実用太陽電池用の
ウェハーを取得できるインゴットの成長に対しても有望な技術であることを実証
し、細かな結晶粒を再現性良く簡便な低コスト手法で発現させるという企業
ニーズに応えることができた。今後は、インゴット量産設備への適用可能性につ
いて検討を行い、本研究で開発した成長法の実用化を目指す。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
インゴット製造方法において、細かな結晶粒を再現性良く簡便な低コスト手
法で発現させることに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、既
存の技術の課題となっていた溶融時間の増加や、種結晶大量利用による製
造コスト増加、部材からの不純物拡散の増加について、解決できる見通しが
得られたことから、実用化が期待できる。今後は、継続的に産学連携の共同
研究を推進し、実用化に向けた取り組みを期待したい。

大腸菌発現システムを用いた各種動物由来モノクローナ
ル抗体の迅速探索・大量生産システムの開発

中野秀雄 名古屋大学

様々な動物のB細胞1個から、簡便・迅速に Fab 型抗体としてモノクローナル
抗体を取得し、さらに大腸菌の細胞内発現系を用いて大量合成する手法を
確立することを目的として研究を行った。ウサギB細胞１個およびヒトB細胞１
個から、抗原特異的なIgGおよびIgMを細胞に提示しているB細胞を選別し、
その抗体遺伝子を増幅・大腸菌発現プロモーターの付加を行い、大腸菌由
来無細胞タンパク質合成系により、Fabとして発現させることに成功した。さら
に得られたFab遺伝子を大腸菌に導入し、生細胞発現系により大量合成で
きることを示した。大腸菌による大量合成の効率が、抗体の動物種や可変領
域の配列により異なることが今後の課題であるが、抗体を安価に探索・製造
する技術として社会実装可能である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
Fab抗体の迅速安価な選択方法と、合成方法の基盤技術が確立されたこと
に関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、大腸菌での可溶性
発現だけでなく不溶性発現後のリフォールディングによってもFab抗体を取得す
ることができる手法の実用化が望まれる。今後は、技術の適応範囲を広げる
ためウサギやヒト以外への展開が図られることが期待される。

低周波騒音に対する健康リスク評価と防御法の開発 大神信孝 名古屋大学

室内・屋外の空調機器や電気機器、交通機関などから発生している低周波
騒音に、我々は日常生活や産業現場において曝露されている可能性がある
が、健康リスク評価法および防御法は未だ開発されていない。本研究では、
低周波騒音を曝露したマウスの健康障害を評価する技術を開発し、低周波
騒音の曝露リスクを減弱できる遮音材を用いて、健康障害を予防・管理する
技術を生物学的に評価した。その結果、遮音材で曝露レベルを軽減する事
により、低周波騒音の健康リスクを部分的に軽減出来る可能性が示唆され
た。今後は、技術移転の可能性を広げる為、長時間の曝露に対する防御効
果などの検討を重ねる必要がある。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
マウスを対象にした低周波騒音の曝露による健康障害の閾値を明らかにし、
低周波騒音による健康障害の生物学的評価法が確立されたことに関しては
評価できる。技術移転の観点からは、遮音材により健康障害のリスクを軽減
できることが示唆されたことに関して、実用化が望まれる。今後は、更なる遮音
効果の高い遮音材の開発を進めるとともに、権利化（特許出願）を検討する
ことが期待される。

亜臨界ブタン溶媒抽出法によるバイオブタノール濃縮脱水
技術の開発

町田洋 名古屋大学

バイオブタノールは発熱量が高く、既存インフラで取扱い可能であるなどポスト
バイオエタノールとして有望であるが、発酵濃度が希薄（1wt%程度）で濃縮に
多量のエネルギーを要する点が最大の課題であった。本課題に対し、GEI社
は、開発した菌で2.7wt%濃度のイソブタノールを生産することを目指している
が、その場合、本研究者が開発した亜臨界ブタン 溶媒抽出法を適用するこ
とで濃縮・脱水エネルギーを約2.5 MJ/kg-ブタノールにできる可能性が得られ
ていた。そこで本課題では 抽出塔を試作して連続濃縮脱水試験を行った。そ
の結果、想定通りの少ない溶媒量で濃縮・脱水が可能であり、純度 
99.9wt%、回収率99.4%、エネルギー2.6MJ/kg-ブタノールと目標をほぼ達成し
実用化へ大きく前進した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
バイオブタノールの濃縮脱水技術の開発は概ね目標を達成したことに関しては
評価できる。今後は、実際の発酵液での試験およびスケールアップ実証を実
施するとともに、新規プロセスの権利化（特許出願）を検討することが望まれ
る。

薄膜金属ガラスを用いた超小型高感度静電容量型圧
力センサの開発

櫻井淳平 名古屋大学

薄膜金属ガラスを用いた超小型高感度静電容量型圧力センサの試作を
行った。初めに開発目標である2mm角の圧力センサの設計を行い、製作プロ
セスの検討を行った。その結果、薄膜金属ガラスのダイヤフラム部を持った静電
容量型圧力センサの試作に成功した。しかし、試作した薄膜金属ガラスのダイ
ヤフラム部に残留応力が発生し、目標である圧力範囲の圧力測定を実施す
ることはできなかった。今後も大学と企業との共同研究を実施し、薄膜金属ガ
ラス製ダイヤフラム部の残留応力を除去し、目標の特性を示す静電容量型
圧力センサの開発を行っていく。

当初目標の達成に向け研究開発を実施したものの、ダイヤフラム部の残留応
力の除去ができず、圧力測定範囲の性能が確認できなかったことに関しては
技術的検討や評価の実施が十分ではなかった。今後は、技術的課題の解
決に向けた検討が十分に行われることが望まれる。

低コスト化が可能な高強度・耐熱陶器素地の開発 新島聖治
三重県工業
研究所

本研究では、ペタライト質耐熱陶器素地の低コスト化及び安定供給体制を
構築することを目的として、従来と同程度以上の低熱膨張性や強度を有しな
がら、ペタライト使用量を半減させた耐熱陶器素地の開発に取り組んだ。その
結果、素地の調合時間、焼成温度、助剤の種類や添加量を最適化すること
により、目標とした熱膨張係数及び強度を有し、ペタライト使用量を半減させ
た耐熱陶器素地が得られた。得られた素地は、通常使用する窯業原料から
なり、成形性等に問題はなく、実用的なものであると考えられる。今後は、陶
土及び陶磁器メーカーとの連携、共同研究に取り組み、開発した耐熱陶器
素地を用いた新商品開発を行っていく。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
従来と同程度以上の低熱膨張性や機械的強度を有しながら、ペタライト使
用量を半減させた耐熱陶器素地を開発したことは評価できる。開発された耐
熱陶器素地は従来の耐熱釉薬が使用可能であり、成形性に問題はなく、既
存の設備・工程で製造可能なものであることから実用化が期待できる。今後
は、デザインや機能の面で消費者ニーズを満たす魅力ある商品開発を活発に
行うことが望まれる。

750V対応次世代高機能型アルミ電解コンデンサの二塩
基酸構造研究

清水真 三重大学

従来のアルミ電解コンデンサは、高級二塩基酸、中和塩基及び添加剤からな
る電解液を用いていたが、性能改良には限界があった。本技術は、極性エー
テル部位を分子構造に複数導入し、かつカルボキシル基のα-位に置換基を
導入した高級二塩基酸を電解質とすることにより、耐電圧７５０Ｖを達成でき
た。また使用可能な価格を実現する合成プロセスの構築を検討し、工業的
入手可能原料を使用する合成プロセスと、PEPOオリゴマーの使用により高価
格原料のコストへの影響を減少した。また分子内にPEPOを持つ各種多塩基
酸化合物の合成を検討し、工業化可能な製品価格の実現に向け、ワンポッ
ト反応実験において好収率を達成できた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
目標とする性能の達成ができたことに関しては評価できる。技術移転の観点
からは、目標とする製品価格の達成に向けた解決法が見いだされたことから、
更なるコスト削減を進めることが望まれる。今後は早期に高機能新規二塩基
酸の量産化プロセスの確立を図るとともに権利化（特許出願）を検討すること
が期待される。

イブキジャコウソウによる閃緑岩採石場の緑化技術の開
発

水野隆文 三重大学

蛇紋岩や閃緑岩採石場などの高マグネシウム環境の緑化を目的として、高
pH環境を自生地とするイブキジャコウソウ種を収集し、採石場土壌での生育
試験を行った。閃緑岩土壌および蛇紋岩土壌を用いた区画試験では、三重
菅島産、滋賀伊吹山産および海外園芸品種が良好な生育を示した。急斜
面の採石場現場で緑化を行うため、イブキジャコウソウを密集栽培したシート
を独自に作成し、ペグで現場に固定した。６月末の施行後、移植したイブキ
ジャコウソウ（海外園芸種）は夏期の小雨・猛暑にも耐え、10月現在十分な
活着と匍匐枝による周辺への増殖を開始した。さらに本植物は鹿による摂食
が回避される傾向が認められたことから、鹿食害回避型緑化植物としての可
能性も示唆された。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
イブキジャコウソウが採石場の緑化に実用できる可能性を見いだしたことは評
価できる。一方、技術移転の観点からは、鹿食害に強く、また種子の利用に
よる吹きつけ工法への実用化が望まれる。今後は、試験スケールから企業が
実際に行う産業規模の緑化に対応できる技術を確立に向けた取り組みを期
待する。

蛍光１分子測定法による簡便で迅速な微生物検出技
術の開発

白井伸明
滋賀県工業
技術総合セ
ンター

近年、カット野菜や非加熱食品の市場拡大により、微生物を短時間で簡便
に測定をする技術が求められている。そこで、我々はレーザー光源と共焦点光
学系により超高感度で蛍光分子を検出する計測技術を活用し、時間分解
による蛍光測定を微生物成分のペプチドなどの検出へ応用する基礎技術の
開発を行った。
まずタンパク質やペプチドに蛍光分子を結合したモデル分子を
調製し、研究用の蛍光相関分光（FCS）測定装置を使用した低濃度までの
定量的な評価を行った。さらに、実際の測定対象の例としてカット生キャベツな
ど食品を用いた検出タンパク質の添加試験を行い、簡便な前処理により検出
することに成功した。今後、産学官連携による実用化を目指ざす。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。FCS
測定装置を用いた1分子蛍光検出技術を応用し、食品のモデルサンプル中の
低濃度成分を迅速、簡便に測定する基礎技術を概ね目標通りのスペックで
確立し、繰り返し精度や異常測定データの排除、測定困難材料の課題など
の解決方法も考慮し成果を示したことは評価できる。ニーズ企業が求めるカッ
ト野菜などの非加熱食品での微生物由来成分を簡便で迅速に検出する技
術を確立できたことから、今後早期の技術移転と、実用化が期待できる。今
後は、実用化に向け、操作性の向上などの課題を解決し、医療検査技術も
視野に入れながら産学共同研究による社会的な展開が望まれる。

メッシュ状金属薄膜によるエアロゾル捕集および有毒物検
出法の開発

長谷川慎
長浜バイオ
大学

精密構造金属膜をバイオセンサーに応用し、実地で空気中の微生物を分離
検出できるデバイスを開発した。このデバイスは微生物捕捉後、赤外線透過
で検出がシームレスに行える。その有用性を以下の検証で明確化した。第一
に、センサーデバイスの定量性を明らかにした。第二に、収集エアロゾルを種々
の成分分析に直接的に供せられることを確認した。第三に、微量の収集エア
ロゾルから16SrDNA解析を行うことで付着微生物を同定した。また、本手法を
発展途上国での感染症フィールド調査に用いた。バイオ技術あるいは環境分
野を中心に微粒子ろ過、異物検出、バイオセンシングといった幅広い応用範
囲が想定され、従来技術への優位性も高いので、事業化成功が強く見込ま
れる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
ミクロンレベルの精密なメッシュ状構造をもつ金属薄膜を用いて、メッシュの大き
さに応じたエアロゾルを捕集し、エアロゾル量の定量測定および捕集物質の同
定が可能であることを明確にしたことは評価できる。半導体技術で作成された
本研究の金属構造体は高い寸法精度を実現しながら、安価に大量生産が
可能で、微粒子濾過、異物検出、バイオセンシングまで幅広い応用範囲が
期待できる。今後は、企業が主体となって、実用化研究開発が進展すること
を期待する。

DC380Vの直流給電線を用いた信号伝送装置の開発 柿ヶ野浩明 立命館大学

本研究の目的は、直流給電と信号伝送を同時に実現する装置の給電電圧
の高圧化である。目標として、電圧は現行の製品の倍である48 V以上、通信
速度については現行の1秒間に256サイクル以上とした。100mのCVケーブルを
用いて実験を行った結果、供給電圧100Vにおいて、1秒間に約2000サイクル
の通信速度を達成した。高圧化に伴う課題としてスイッチング素子のサージ電
圧が判明したが、MOSFETのゲートの回路の工夫により、実用的なレベルまで
抑えられることを実験により確認した。今後の展開としては、供給電圧を380V
まで高圧化させ、より消費電力の大きいアプリケーションへも対応できるように
進める予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。直流
給電と信号伝送を同時に実現する装置におけるスイッチング素子のサージ電
圧の課題を解決し、当初の目標以上の高圧化と通信速度の向上を実現
し、早々の技術移転が可能となった成果が顕著である。今後は、アプリケー
ションに応じた設計手法を構築し多様な市場に対応するとともに、さらなる
380Vに向けた高圧化を図り、直流マイクログリッドや家庭内直流給電だけで
なく、より大型の機器や広範囲のアプリケーションへの適用に向け継続した産
学連携での研究開発が期待される。

新規園芸花卉切り花処理剤の実用化研究 佐藤茂 龍谷大学

ピリジンジカルボン酸(PDCA)は、スプレーカーネーション切り花に対して、蕾の
開花促進、開花した花の老化抑制、未熟な蕾の開花誘導の作用を有し、
花の観賞価値を顕著に高める。本試験は、PDCA関連化合物の既知切り花
処理剤との組合せ効果、異種花卉における適用範囲、新規生理作用を明
らかにすることを目的にして行った。その結果、PDCA関連化合物が、糖を主
成分とする切り花処理剤との相加効果を有する以外に、他の主要園芸花卉
に対する新規作用、および幼苗の根の伸長促進作用を有することを明らかに
した。今後は、この薬剤を有効成分にする切り花処理剤や根伸長促進剤の
開発と実用化を展開する。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。ピリジンジカルボン酸（PDCA) 関連化合物を添加する
ことによりエチレン主導型老化花卉の開花促進効果などが確認できたことに
関しては大いに評価できる。一方、開花促進効果作用が現れる他の園芸花
卉の探索など、継続的なデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、
主要園芸花卉に対する新規作用や、根伸長促進効果など本薬剤の応用
範囲の拡大を通じ、農業・園芸生産への貢献が望まれる。
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光ファイバ型レーザ吸収分光法を応用した燃料電池内高
速ガス分析技術の開発

西田耕介
京都工芸繊
維大学

本研究では、光ファイバプローブ型のレーザ吸収分光法を応用することにより、
燃料電池内の水分・酸素濃度を高速・高精度かつin-situでモニタリングでき
る独自のガス分析システムを開発することを目標とした。その結果、模擬セル
内の水分・酸素濃度を%オーダーの精度で定量測定することに成功しており、
測定精度に関する数値目標は概ね達成できている。今後の事業化計画につ
いて、得られた研究成果は計測機器メーカーに技術移転し、計測装置のプロ
トタイプ機の試作ならびに製品開発・市場化を進めていく。本計測技術は、
燃料電池の研究開発現場での診断支援ツールや量産化する際の検査装置
等として、関連企業や大学・研究機関への導入・普及が期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
燃料電池模擬流路セル内の水分量・酸素量のin-situ測定精度の目標を達
成したことに関しては評価できる。燃料電池内の水分および酸素濃度を「局
所的に」「リアルタイム」でモニタリングできることにより、今後は、実用化の検証
を重ねた上で、燃料電池の研究開発現場での診断支援ツールや生産ライン
での検査装置として、さらに半導体、化学分野、医療分野での応用展開が
期待される。

高効率な歯車切削加工のための歯車形工具の開発 森脇一郎
京都工芸繊
維大学

近年、電気自動車やハイブリッド自動車の普及に伴い、自動車用トランスミッ
ション用機械要素として需要が拡大すると見込まれる内歯車の、高精度な加
工が可能で、高速、高効率でありながら、工具寿命が短いことが未解決の問
題となっているスカイビング加工用の耐摩耗性の高い長寿命な歯車形切削
工具の設計法を検討した。確定した工具設計法に基づいて試作したスカイビ
ングカッタを用いた加工の結果から、工具設計法の有用性が確認できた。ま
た、考案した切り込み、加工中のすくい角、逃げ角、切削仕事、工具摩耗を
見積もることが可能なパラメータから、切削仕事、工具摩耗を低減する諸元、
組み付けについての情報を得ることができた。

当初目標において想定したすべての成果は得られなかったが、技術移転につ
ながる可能性は一定程度高まった。中でも長寿命なスカイビングカッタ製作の
実用化に向けた加工条件と工具諸元の指針および加工シミュレーション技術
の指針が得られたことに関しては評価できる。今後は、今回の研究成果を踏
まえた新たな工具を製作し、目標の切削数に対する摩耗量の達成までの、技
術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後の展開にあたり、
加工機機械メーカーだけでなく工具メーカーも含めた産学共同研究体制の構
築が望まれる。

バイオミメティック３D設計法を用いた水中接着技術の開
発

山本雅哉 京都大学

大学シーズとして、生物の機能単位の微細構造データと水中接着性の評価
技術とを提供することにより、企業ニーズである医療・工業・研究など、様々な
分野への用途展開を可能とするバイオミメティック３Ｄ設計を実現した。さらに、
バイオミメティック３Ｄ設計に基づいて３Ｄ加工したデバイスに対して、その水中
接着性を明らかにした。得られた研究開発成果は、新たな医療機器の創出
へ繋げるための産学共同研究への展開が模索されており、その医療機器が実
現されれば、新たな治療法を開発することになる。その結果、患者の介護から
の離脱と治療費の軽減に結びつく。このため、研究開発成果の経済的・社会
的な波及効果が高いことは疑いない。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。バイオミメティック微細構造の３Ｄデータを取得し提供で
きたことは評価するが、３Ｄデータを精密に加工し製作する手法が確立されて
おらず、水中接着性能検討に必要充分な研究用試作サンプルを入手するこ
とができなかった。研究の着眼点や波及効果の高さから、今後の展開を期待
させるものであり、今後は、水中接着性を医療機器へ付与する手段および必
要となる接着力の目標を明確にし、触手の構造、密度などの最適化を進め
ることが望まれる。

強いせん断変形を利用した液圧成形シームレス管の高性
能化

宮本博之 同志社大学

フェライト系ステンレス鋼管の液圧成形性向上を目的にTube Channel 
Pressing (TCP)法と呼ばれる加工法を適用して、管に強いせん断変形を付
与して、金属組織の微細均質化および集合組織への影響および成形性を調
査した。今回はシームレス管の入手ができなかったことから代用として厚さ１mm
のフェライト系ステンレス電縫管(SUS409L)に適用した。TCPを１パス加えた後
に熱処理を行って管の評価を実施した。その結果、金属組織が著しく均質化
されるとともに集合組織が{100}優先方位から{111}方位に変化し、成形性の
指標であるランクフォード値（ｒ値）の向上を確認した。さらに円周方向の伸びが
約5％程度上昇していることが確認された。したがって、管の液圧バルジ性の
向上が期待できる。今回は金型寸法の制約から、管の長さが約20mmと短い
試験片で試験を行ったため、最終目標である液圧成形性の評価はできなかっ
たが、今後、長尺用の金型が導入できれば、液圧成形性の評価を行っていき
たい。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。板厚1.0mmの薄板管に対して、ＴＣＰ加工により加工
硬化指数の改善と塑性ひずみ比の著しい向上がみられたことに関しては評価
できる。今後は本研究で明確となった課題に対する検討を行う一方、長尺管
への展開を行い、目的である液圧成形性の改善効果に関する技術的検討
やデータの積み上げなどが必要と思われる。本技術を確立し、液圧成形の対
象鋼種の拡大と複雑な形状への展開によるイノベーションの創出を期待する。

新規マテリアルデザインに基づくジルコニア強靭化高硬度ア
ルミナセラミックスの開発

廣田健 同志社大学

従来から硬質金属加工用の高硬度•強靱性の酸化物系セラミックスが求めら
れており、本研究では、硬度HV 14~15GPa、靭性値KIC12 MPa·m1/2、強
度σb 1 GPa以上のZrO2-Al2O3(ZTA)系セラミックスを基に、高硬度と強靱
化を試みた。その結果、TiB2をマトリックスとし、TiB2連続粒界層をZTA系微
細組織とすることで、Hv 20.3 GPa、KIC 11.4 MPa·m1/2を達成したが初期目
標には届かなかった。しかし、このZTA系粉体を無加圧マイクロ波焼結して高
強度σb 1.5 GPa以上のセラミックスの作製に成功した。以上の結果から高硬
度と強靱化へのヒントを得たので、更に特性向上可能と思われる。

概ね期待通りの成果が得られ、目標に近い高硬度・強靱性を有する
TiB2/(ZrO2-Al203)系コンポジットセラミックスが得られたことは評価できる。技
術移転の観点からは、混合する粒子材料、粒子径、成形方法、焼結方法
の組み合わせが物性に与える影響を解析することにより目標物性を有するセ
ラミックスの創成を企業にとっても現実的な方法で作成できる可能性を高め
た。この成果を元に、切削研磨などで使用される超硬材料の代替や金属材
料が敬遠される医療分野での応用展開できる安価な高硬度・強靱性コンポ
ジットセラミックス材料の開発が期待される。

パラキシレン省エネ分離用金属有機構造体の探索 三宅孝典 関西大学

エチルベンゼン、オルソキシレン、メタキシレン及びパラキシレンの4成分混合物
は、同じ炭素数の芳香族化合物であり、沸点等の物性が近似しており分離
が難しい。そこで、エネルギー消費が少ない新しい分離技術が産業界で強く望
まれており、分子サイズのわずかな違いでパラキシレンを分離する金属有機構
造体を検討した。ジルコニウムとフマル酸からなるMOFが、分子サイズでパラキ
シレンを分離できることを見出した。この場合、欠陥のないMOFの調製が重要
であった。しかし、メタキシレンの分離性になお課題があることが分かった。さら
に、アルミナ支持体上にMOFの膜を形成し、連続的にパラキシレンを分離する
検討を行ったが、膜が生成する条件は把握できたが、膜としての評価には至ら
なかった。今後は、MOFの細孔径の微調整と膜としての評価を行う。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。金属
有機構造体（ＭＯＦ）によるキシレン異性体の分離に関して、当初目標を達
成できたことは評価できる。一方、技術移転の観点から、欠陥のないＭＯＦの
合成条件、膜化技術に関する課題ついて、今後の検討が望まれる。大学に
おける基礎検討を継続しつつ、分離レベル向上に資する知見、ノウハウの蓄
積を引き続き図ることが期待される。

鋼道路橋垂直補剛材上端部の疲労損傷対策の治具
及び工法の開発

坂野昌弘 関西大学

我が国の鋼道路橋の中で最も疲労損傷事例の多い分配横桁取付け部の
ウェブギャップ板や対傾構取付け部の垂直補剛材上端部を対象として、新型
ワンサイドボルトやジャッキアップ治具などを開発し、効率的で効果的な事後
保全対策工法と予防保全対策工法を提案した。それらの工法の有効性は、
実物大の試験体を用いた疲労試験と、実際の橋梁での試験施工によって検
証した。これらの工法は、今後、実際の橋梁の補修・補強工事で用いられるこ
とが期待されている。

具体的な評価方法、実験データが明確ではないため、当初目標とした成果に
達していないと判断した。技術的検討や評価の実施が十分であるとは言えな
いことから、今後はコストや施工工期がどのように低減されるかなど、その算定
根拠などを明らかにしつつ研究を進めることが望まれる。

高い応答性と耐久性を兼備した水素センサーの開発 近藤亮太 関西大学

本課題では、水素センサーの検出部に使用する水素燃焼反応の触媒を開
発することを目標とした。従来では、活性アルミナなど比表面積の大きな担体
をPt含有塩水溶液に浸漬し、触媒を担持するが、本課題では、Ti-Pt合金を
一度作製し、種々の化学処理を行うことによって、触媒を得た。この触媒は、
従来の手法で作製された触媒と同様に、水素-酸素間の燃焼反応を促進
し、35℃という室温付近においても作動することがわかった。特に、Pt添加量は
4wt%以下という少ない添加量においても作動し、新たな触媒調整方法となる
ことがわかった。今後は、添加したPtの利用率を上げ、更なる触媒能の向上を
目指す。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
はある程度高まった。中でも本研究で見いだされた触媒は、一定条件の時
に、水素の燃焼を促進し触媒燃焼式水素センサーに適していることがわかった
点は評価できる。他方、耐久試験が成されなかったのは惜しまれる点であり、
引き続き、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、
本研究で基盤技術が確立され、安価な水素センサーの開発にとどまらず、水
素燃料電池に使用される触媒にも応用できうるような取り組みが望まれる。

ポリマー被覆電線を用いたウェアラブル摩擦発電の開発 谷弘詞 関西大学

2種類の負帯電・正帯電フィルムを導電性ウレタンフォームで積層した摩擦発
電器を作成した。フィルム材質や膜厚、面積、押付け荷重などの設計パラ
メータと発電量を確認しながら研究を進め、最終的に、50mm×50mm×
10mmのサイズでフレキシブルなシート状の摩擦発電器を試作した。この試作
した発電器で20Hzの加振を行い、発電量は約11μWであった。目標は100
μWであり、目標には未達であるが、摩擦発電器の出力向上の可能性を示
すことが出来たことで、研究目的は達成できた。今後、ウェアラブル発電器とし
ての用途だけではなく、自動車関連部品へのセンサあるいは振動発電器とし
ての組込みを検討し、産学共同研究につなげる。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも、研究開始時から大きく発電量を大幅に増加さ
せ、かつ、シート型の検討において、導電フォームの材質、厚みと発電量の関
係を推定し、押しつけ圧力、フィルム面積が十分に大きい場合にmWクラスの
発電可能性を見出したことは評価できる。設計パラメーターを明らかにし、開
発指針は得られたことから、引き続き、技術的検討やデータの積み上げなどが
必要と思われる。今後は、ウェラブル発電量の向上に資する基礎的な研究を
並行しつつ、得られた研究成果のIoT関係への適用、トライボロジーなどの諸
分野での還元が望まれる。

電気抵抗率の2D/3Dマッピングと欠陥検出への応用 上田正人 関西大学

本研究では、金属製板材において電気抵抗を格子状に測定し、2Dマッピン
グを得る手法、板材に存在するクラック等の欠陥を検出する手法を確立する
ことを目的とした。直流4端子法で板材の電気抵抗を300K，273K，77Kで格
子状に測定し、直交するライン上で測定した2つの電気抵抗の積を求め、その
交点における電気抵抗由来値とした。また、300Kと273K，300Kと77Kの電気
抵抗の比の積も同様に求めた。1辺が100mmの板状試料において、直径
4mmの穴が存在した場合、抵抗比（300Kと77K）のマッピングでは、穴周囲で
抵抗比の低下が認められ、本手法によって欠陥の検出が可能であることが示
された。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
本手法による欠陥の検出が可能であることが示されたことは評価できる。一
方、技術移転の観点からは、本手法は、インライン化し、欠陥検出を行うこと
ができる可能性を有しており、早期実用化が望まれる。今後は、研究では、
試料の大きさが100mm角程度のラボスケールで検証であったことから、実用ス
ケールで同様の検証を行うなど、実用化に向けて取り組みを進展させることを
期待する。

有用蛋白質大量生産を目指した「遺伝子ノックイン鶏
卵」の検証

大石勲

国立研究開
発法人産業
技術総合研
究所

本研究ではこれまでに樹立に成功している外来遺伝子をノックインした組換え
ニワトリが産む卵の解析を行い、鶏卵にバイオ医薬や酵素等の有用組換え蛋
白質を低コストで大量生産する技術（鶏卵バイオリアクター）の検証を行った。
特に従来の組換え蛋白質製造法に比する技術として潜在力があるか検討を
行った。組換えニワトリの産む卵の中には高い活性を持つ組み換え蛋白質が
大量に認められた。また、位置効果などによる遺伝子発現のばらつきもなく、
樹立した全ての組換えニワトリ由来鶏卵で長期間安定した組換え蛋白質の
発現が認められた。更にこの形質を次の世代でも認めており、鶏卵バイオリアク
ター技術を組換え蛋白質の製造法として工場レベルで利用可能なことが実
証された。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が大いに高まった。特
にゲノム編集によりヒト組換え蛋白質遺伝子をノックインすることで鶏卵内に大
量の組換え蛋白質を長期間安定的に発現させ、表現型の継代も可能なこと
を実証できたことに関しての成果が顕著である。技術移転の観点からは、鶏
卵バイオリアクターを用いた組換え蛋白質の生産の実用化への期待が高まり、
多様な組換え試薬等の安価大量生産技術への可能性が見込めるようになっ
た点で、実用化への展開が期待される。今後は本技術で製造された製品が
市場へ受け入れられる環境作りを進めながら、様々な産業に利用可能な蛋
白質製造法へと展開していくことを期待する。

新開発高精度フリッカー検査装置による疲労評価の有効
性の検証に関する研究

川野常夫 摂南大学

人の疲労を測定する従来のフリッカー検査に潜在していた恣意性や故意性の
問題を排除して高精度に測定が行えるように開発したフリッカー検査装置「Ａ
Ｑフリッカー」を用いて、フィールドテストを行い、その有効性の実証と労働者の
衛生管理方法の確立を目的とした。フィールドテストでは、トラックドライバーを
中心として、AQフリッカーによる検査、自覚疲労症状調査および視力、反応
時間、平衡機能、心拍によるR-R間隔などを測定した。その結果、AQフリッ
カーの測定値と精神疲労、神経疲労、筋肉疲労のそれぞれの間に相関が認
められ、AQフリッカーの実用性を確認した。今後、各事業所で疲労データの蓄
積を行いAQフリッカーの商品化を検討する。

当初期待していた一部の成果は得られなかったが、技術移転につながる可能
性は一定程度高まった。新方式のフリッカーについては、恣意性や故意性を排
除するアルゴリズムを構築し、従来型より測定時間の短縮、疲労（筋肉・神
経・精神）とフリッカー値との相関を明らかにし、実用性を確認したことは評価で
きる。一方、測定値のデータベース化については、データ収集が十分でなく、企
業ニーズを十分に満たすに至らなかった。フリッカー自体のこれ以上の技術的
課題は特に見られないことから、機器としての実用化はほぼ達成している。今
後の商品化に向けて産学双方でデータの蓄積を行い、連携して開発を継続
することが望まれる。

ソフト分散体技術に基づく粉末状粘着剤の開発 藤井秀司
大阪工業大
学

表面を疎水化した炭酸カルシウムパウダー上に、連続的に粘着高分子含有
液滴（ポリアクリル酸ブチルベスポリマー粒子水分散体）を接触させる方法によ
り、1日で100 g以上の粘着リキッドマーブル（粉末状粘着剤）の合成が可能に
なった。生成粉末状粘着剤は、漏斗を良好に流下し、50度以下の安息角を
示した。また、20度以下の温度にて3ヶ月以上安定に保存可能な粉末状粘
着剤を選定した。さらに、作製した粘着リキッドマーブルに応力を加えることで、
粘着性が発現することを確認した。今後、粘着・接着関係の企業と共同研
究を実施する予定である。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が大いに高まった。特
に粉末状粘着剤の｢量産条件の最適化｣｢流動性・保存安定性｣｢粘着性評
価｣の当初目標値を全て達成したことに関して成果が顕著である。一方、技
術移転の観点からは、企業とは共同研究契約を締結予定で、産学共同での
推進体制が確保され、継続的な研究開発も既に計画中で実用化が期待さ
れる。今後は、適用範囲の拡大を図り、幅広い分野での社会還元の可能性
を高めていくことが期待される。

－10－
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研究開発課題名
研究責任者氏
名

代表機関 課題の総括 事後評価所見

光スタート型低温温度上昇センサーの開発 小畠誠也
大阪市立大
学

本研究では、光によって温度管理機能がスタートする分子センサーの開発を
目指して、新規な分子の合成および固体フィルム中での特性評価を行った。
ベンゾチオフェン環やフェニルチオフェン環を有する硫黄酸化ジアリールエテンの
反応点炭素に様々な置換基を導入し特性評価を行った結果、アリール基の
種類によって熱安定性が異なり、また反応点炭素置換基の種類により熱安
定性が大きく異なることが明らかとなった。その結果、本研究開始前には、
10℃（30分半減期温度）以上で温度センサーとして機能するもののみであった
が、本研究により-20℃でも機能する温度センサー分子を開発した。さらに、ポ
リマーフィルム中においても優れた熱反応性を示し、今後実用化に向けて大き
く前進する成果が得られた。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が大いに高まった。特
に成果面では、低温での温度変化把握（ＴＴＩ機能）可能な化合物の合成に
成功した。一方、技術移転の観点からは、ポリマーフィルム中で、さらに優れた
熱反応性を示すことが示されたことから、今後の実用化が期待される。引き続
き、企業との連携を図りつつ、本格的な実用化研究に発展し、様々な用途
展開が図られることが期待される。

水溶液中金属腐食のその場解析可能性の検証 辻幸一
大阪市立大
学

本研究は水溶液中で進行する金属材料の腐食に対して、研究責任者が研
究を進める共焦点微小部蛍光X線分析法を適用し、金属腐食の進行過程
を「その場」観察する可能性を検証することを目的とした。このために、新たに
水溶液試料セルを開発し、水溶液中に置かれた塗膜付鉄鋼材料の腐食挙
動をその場観察する実験を行った。その結果、水溶液中に置かれた金属材
料表面から金属元素が水溶液層に溶け出す様子が元素イメージングの時間
変化として「その場」観察できることが実証された。以上のように、掲げた研究
開発目標をほぼ達成でき、企業側のニーズに応えることができた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
元素ごとの腐食場所・時間変化を可視化し、共焦点微小部蛍光Ｘ線分析
が水溶液中での、その場観察法としての適用可能性を示すことができた。一
方、技術移転の観点からは、耐腐食性の高い材料開発には、更なる本分析
法の発展が必要である。今後は、精度向上や計測時間の短縮など、産学共
同研究を継続しつつ、基礎的な知見、ノウハウを蓄積し、機器開発に繋げて
いくことが期待される。

蓄熱シート用高耐久性フィラー材料の開発 横川善之
大阪市立大
学

紫外線領域で90%、近赤外域で40～70%の吸収率を兼ね備える層状複水
酸化物を新規に開発した。既存のセラミックスフィラーとして、酸化亜鉛は300
～400nmの紫外域で吸収率80%程度、層状複水酸化物は1400～2000nm
の近赤外域で20～35%の吸収率を示すのに対し、大幅な吸収率の向上を実
現することができた。可視光領域で透過率は、80～90%でほぼ透光性を示
し、アニオンを交換することで得られた新素材は紫外域で目標値をほぼ達成
することができた。近赤外域では最大70%を超える吸収率を示した。赤外吸
収剤を層間に導入することで、可視光波長近傍でも最大65%の吸収率を示
した。人工太陽灯による照射でも吸収効果の向上を確認できた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
紫外線領域・近赤外線領域での吸収率及び可視光領域の透過率のいずれ
も従来より高い機能を発揮できる新規フィラー材料を開発できたことに関して
は評価できる。一方、蓄熱効果も期待できる新規フィラー開発できたことで、
防災テントやビニールハウスなどの製品開発といった環境・エネルギー分野への
応用展開が望まれる。今後は、合成樹脂との混錬やそれによる安定性などの
課題を克服し、実用化へと結びつけていくことが期待される。

耐久性に優れた非レアメタル系発光材料の高効率化と耐
久性評価

舘祥光
大阪市立大
学

配位高分子の構造を発光特性の評価として行った。その結果から、発光特
性を維持しつつ耐熱性を向上させるため、新たな配位子の設計合成を行っ
た。設計、合成した新規三脚型配位子を用いて配位高分子発光体を形成
させると、発光効率では同等程度ながら、輝度が非常に高く、また耐熱性に
おいても予想を大きく上回る耐熱性を示した。配位高分子発光材料の耐熱
性、安定性に関する評価は特筆に値する。配位高分子発光体の合成方法
の論理的な検証と、評価、解析方法を確立したことは、安価で耐熱性能の
高い発光材料が提供できるだけでなく、新規な利用法を目的とした配位高分
子機能材料開発の促進に役立つと確信する。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも従来の配位高分子発光体の評価検討から、新
規な有機配位子を提案し、従来に比べて良好な発光と高い耐熱性を獲得
した配位高分子発光体を合成できたことに関しては評価できる。一方、発光
効率の向上を目指すための、高次構造体形成過程における中間体の解析
や各種スペクトルを組み合わせた解析システムを構築に関しては、さらなる技
術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、発光効率を向
上させる最適な高次構造体の探索を継続し、低炭素化に資する発光材料
を提供できるような技術にしていくことが望まれる。

難混合性物質の均一撹拌を実現する「歳差攪拌機」の
性能評価と実用化への検討

後藤晋 大阪大学

撹拌翼を用いずに容器内の試料を撹拌する技術の構築を目標とした。我々
は容器の歳差運動を用いることでこの目標が達成されることを示すため、「歳
差撹拌機」を製作し、難混合性物質を用いた評価実験（水と油の乳化実
験）を遂行し、歳差撹拌機が十分な撹拌能力をもつことを示した。歳差撹拌
は滑らかな密閉容器内における撹拌技術なので、容器洗浄の容易さ、生成
物の均一性、異物の混入の根絶等の従来技術に対する優位性を有する。ま
た、乳化に最適なパラメタは歳差撹拌によるニュートン流体の混合の最適パラ
メタとは大きく異なることも明らかにした。これらの知見に基づき装置の大型化
を実現すれば、近い将来の歳差撹拌機の実用化に向けた進展が期待でき
る。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
歳差撹拌は、同一条件下であれば従来型撹拌機と全く同等の能力を有す
ることを定量的に明らかにしたことは評価できる。一方、技術移転の観点から
は、滑らかな密閉容器内における撹拌技術なので、容器洗浄の容易さ、生
成物の均一性、異物の混入の根絶等の従来技術に対する優位性を付加価
値とする実用化が望まれる。今後は、装置のスケールアップに取り組むととも
に、小型でもあっても適用可能な分野を開拓することが期待される。

超耐熱性プロテアーゼを活用した新規洗浄技術の可能
性検証

古賀雄一 大阪大学

食品加工現場での機器洗浄や医療用特殊洗浄などで使用できる、酵素を
有効成分とする洗浄剤を開発する目的で、有効成分とするプロテアーゼの、
保存安定性、高温条件での使用安定性（洗浄成分存在下での酵素活性）
試験、および、洗浄剤の試作を行った。
本試験で用いた酵素は30日間で50%
以上の酵素活性を有し、洗浄成分存在下でも活性を示すことが明らかとなっ
た。これを受けて、医療器具（内視鏡を想定）の洗浄に適した洗浄剤の試作
品を用いて洗浄評価を行った。酵素の洗浄剤有効成分としての評価は、既
存の酵素よりも十分に優れていることが示された。
今後は、本酵素のコストダウ
ンを目指した大量生産系の確立が必要になる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
耐熱性プロテアーゼと既存酵素との機能面での比較において、保存安定性で
実用レベルに達し、高温での使用安定性でも洗浄効果を検証し、優位性を
示すことができたことに関しては高く評価できる。一方、技術移転の観点から
は、今後解決を図るべき技術課題（酵素の生産性向上）が明確であり、大
学側での研究の進捗如何によって、共同研究に発展する可能性は十分にあ
る。今後は、企業との本格的な共同研究、知財化を展望しつつ、大学におけ
る基礎的な研究を着実に実施し、実用化に資する知見、ノウハウ等の充実を
継続して図ることが望まれる。

選択的細胞包括技術を利用した簡便・効率的な細胞
分離ツールの開発

境慎司 大阪大学

本研究では、研究責任者が開発した、選択的に細胞をヒドロゲル皮膜で覆う
ことのできる方法を利用することを念頭に、ヒドロゲルで覆われた細胞とそうでな
い細胞を95%以上の純度にて30分以内に分離する技術の達成を目指して検
討を実施した。これを実現するために、ヒドロゲルで覆われていない細胞のみを
基材表面に迅速に固定することを目指し、細胞膜アンカー分子を各種条件
で修飾した基材を作製し、非接着性細胞の分離を試みた（初期細胞比 非
被覆細胞：被覆細胞 = 1 : 1）。その結果、ヒドロゲルで覆われていない細胞の
みでなく覆われた細胞も基材表面に吸着した。一方で、培養液上清の細胞
中には30分後には65%、1時間後に80%の純度でヒドロゲルに覆われた細胞が
存在していた。本方法により非接着性細胞でも分離が可能であることを見い
だすことができた。今後、さらに短い時間でより純度を上げることのできる条件
の探索が必要である。

当初目標の達成に向け研究開発を実施したものの、ヒドロゲルで覆った細胞
の基材への吸着や、細胞膜への細胞膜修飾剤のアンカリングが迅速に進まな
いことに関しては技術的検討や評価の実施が十分ではなかった。今後は、本
研究課題において達成できなかった目標値を達成するための検討を進めるこ
とが望まれる。

新原理に基づいた高変換効率（～70％）の新型太陽電
池の試験開発

大岩顕 大阪大学

本研究は、自発分極を持つ物質（窒化物半導体含）を用いて、最終的に～
70%に達する高エネルギー変換効率を有する太陽電池の開発である。本課題
に於いて、提案の太陽電池は、動作原理が従来と全く異なる故にその発電
実証を行うことが主眼目である。当面の実証用セルとしては、良質な成膜に
問題が残っているInGaN系を避けて、高品質の成膜が容易なAlGaNを採用し
た。i) 手持ちのLED作成用マスクを用いて実証セルを作製し、Xeランプを光源
として発電実証を試みた。1 cm2当たり0.13 mAの発電を得た。引き続き、ii) 
本提案の太陽電池セルに適したマスクを作製、前回の問題点を考慮に入れ
て改良型セルの発電実証を試みた。1 cm2当たり0.75 mAと改善が見られた。
実証は十分に確認されたと思われる。1SUN換算では、10 mA程度の発電が
達成されたと考えられる。成膜の膜厚も考慮に入れると単結晶Siの太陽電池
に近い値ではないかと推察される。次の段階は実用セルを目指してInGaN系
の太陽電池での高変換効率の実現である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも自発分極型太陽電池の発電が実証されたこと
に関しては評価できる。一方、目標とするエネルギー変換効率を実現すること
に関して、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、
実用化に向けた産学共同の研究体制を構築することが望まれる。

リソグラフィー用帯電防止剤を指向した導電性高分子の
開発

雨夜徹 大阪大学

電子線リソグラフィーのチャージアップを解決する帯電防止剤を指向し、製造
の効率化を実現すべく自己ドープ型の導電性高分子ポリアニリンの新規合成
法の開発を行った。その結果、市販のポリアニリンの主鎖を一旦酸化し、ワン
ポットで亜リン酸エステルにて処理することで、温和な条件下、直接的にホスホ
ン化する方法を開発した。この手法を用いて合成されたポリアニリンホスホン酸
は、帯電防止剤使用レベルの導電性を示した。従来のホスホン酸を有するア
ニリンモノマーを重合する方法では合成に４～５工程要するのに対し、本法
は、工程数が２工程と短く、用いる試薬も安価なことから、製造において、小
労力・省時間・低コスト化が期待できる。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも主鎖にホスホン酸を有するポリアニリンの効率的
で短工程な合成法を開発し、従来方法よりも小労力・省時間・低コスト化が
期待できることに関しては評価できる。他方、リソグラフィー用帯電防止剤に求
められる特性に対してバランスの良い性能を示す導電性高分子を開発するた
めに、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、様々
なニーズに合わせた有用な導電性高分子の製造方法を確立することが望ま
れる。

結晶育成が困難である分解溶融型化合物の透明セラ
ミック化手法

藤岡加奈 大阪大学

単結晶育成が困難な分解溶融型化合物であるCe:GAGGをセラミック化し、
透過率が50%以上、シンチレーション発光量が約65,000 ph/MeV以上で蛍光
減衰時間が45ns程度以下の性能を得ることを目標とした。材料粉体の製作
方法、焼結条件をほぼ最適化し、透過率69 %（蛍光波長540nm、厚さ1mm
換算で、表面フレネル反射を除く）の透明化に成功した。ガンマ線励起のシン
チレーション特性を評価した結果、蛍光減衰時間は100 ns以下の高速化が
できているものの、十分な発光量が得られていない。これは酸素欠陥によるも
のと考えられ、酸素雰囲気でのアニール条件の絞り込みを行って、さらなる高
品質を目指す。また、分解溶融型化合物の透明セラミック化の手法はほぼ確
立したので、他の多成分系ガーネット材料へ応用する。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
蛍光減衰時間を1/10で、潮解性が無く、切断・分割、研磨が容易な新規材
料を開発するとの当初目標をほぼクリアしたことに関しては評価できる。一方、
技術移転の観点からは、短期間で企業が求める数値をほぼすべて満足して
いることから、今後の実用化が望まれる。今後は、今回の企業の先にある素
材メーカーとの共同研究も含めた取り組みを行うことが期待される。

ゆらぎ発振器によるホタルを模倣したシンクロ型演出照明
のデザイン

神吉輝夫 大阪大学

本研究目的は、大阪大学発の技術シーズである、「1/fゆらぎ」・「シンクロ型
センシング」機能を併せ持つ“ゆらぎ発振器”を、ゼロバイゼロ社が求めていた
高付加価値で幻想的な癒し空間を提供する演出型LED照明に応用し、セ
ラピー効果を持つホタルの幻想的な演出効果を模倣したLED照明の共同試
作を行うことでした。研究開発は順調に進み、設定規格通りの低駆動電圧
（５V以下）・固有振動数（０．１Hz～１Hz）を持ったシンクロ型ゆらぎ演出型
LED照明の試作機を完成させた。試作機は世界最大級のインテリア展示会
ミラノサローネ・サテリテへの出展やマイナビニュース
（http://news.mynavi.jp/series/salone_satellite/001/）にも取り上げられ
た。今後の展開は、さらに実用化に向けた長時間駆動・低コスト化を目標と
し、製品化を目指すことである。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
低電圧駆動・低固有振動のｻｲﾝ波を持ったゆらぎ発振回路作製、及びIRｾ
ﾝｻを用いて安定した送受信を可能にしたことに関しては評価できる。一方、
技術移転の観点からは、実用化に向けた長時間駆動・低コスト化などの課
題を解決する必要がある。今後は、それらの課題を解決し、製品化に向けた
進展を期待する。

新しい色消しレンズを使用した真空紫外域イメージング分
光器の試作

清水俊彦 大阪大学

真空紫外域（VUV：波長２００ｎｍ以下）の光は現在、産業界や学術分野に
おいて①半導体のインライン検査に要する時間の短縮、②半導体製品の品
質保証、③紫外線による美容対策、④効果的な水質検査、⑤核融合プラ
ズマの診断等強いニーズがある。分光計器(株)(以下、分光計器)もそのニーズ
から来る需要を直接的に受け取っており、VUV材料開発を行っている研究責
任者(阪大清水)のグループと共同してVUV領域の装置開発を進めている。今
回の研究開発において、今まで実用化されていなかった「VUV色消しレンズ」
を作製し、それを用いたコンパクトなイメージング分光器を開発した。具体的に
はVUVレンズの作製・調整から分光器本体の設計を行い、試作装置を完成
した。将来的には本格装置の事業化や応用製品の開発を進める事が分光
計器と研究責任者の間で合意された。


概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
今まで実用化されていなかった「VUV色消しレンズ」を作製し、それを用いたコ
ンパクトなイメージング分光器を開発したことは評価できる。技術移転の観点
からは、ボトルネックであったVUVに対応した屈折光学系装置の作製に成功
し、分光計測・検査の汎用化に向けて前進することができた。今後は、VUV
色消しレンズに関する技術の優位性確立に向け、共同研究をさらに進展さ
せ、イメージング分光器以外の用途のレンズおよび光学部品への応用展開も
望まれる。
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極低温冷凍機用の蓄冷材としてのErNの卓越性の実証 山本孝夫 大阪大学

本研究開発の狙いは、不純物酸素を低減したEr原材料を用いることで表面
突起と内部空孔を減らし、GM冷凍機内へのErN球材の充填量を向上し、
ErNの本来持っている高い冷凍能力を実機冷凍機で実証することである。酸
素濃度を従前の1.1％から0.07％に下げてErN窒化物球材を従来法で合成
し、球材の表面突起や内部の空孔は顕著に低減し、4 Kでの比熱が向上し
たため、定格0.1Wの市販機に充填しての冷凍能力は従前の0.132 Wから
0.176 Wに大幅に改善した。さらに、低温端にErNを高温端にPbを配置し、そ
の中間にHoCu2を入れることで、冷凍能力は0.318 Wと現行市販材である
HoCu2による0.233 W と比べ36%も向上させることができた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
現状の蓄冷材料（HoCu2）を用いた場合より36％高い冷凍出力を実現して
いることに関しては評価できる。技術移転の観点からは、さらに大きな冷凍能
力を引き出せる可能性が示されたことにより、様々な用途で実用化が期待さ
れる。今後は、スケールアップ研究とコスト実証を進めるとともに権利化（特許
出願）を検討し、実用化に向けた取り組みを行うことが期待される。

酸化亜鉛シンチレーターによる安価な短波長域カメラレン
ズアダプター

猿倉信彦 大阪大学

深紫外（DUV）・真空紫外（VUV）域での短波長計測は学術のみならず産
業・環境・美容・医療など社会要請が大きいが、X線CCDなど高額の計測装
置は大量に導入するのが困難である。そこで研究責任者は安価な計測装置
として、一般のCCDカメラにZnOとレンズ結像系によるアダプターを取り付けたも
のを提案した。研究責任者は「安価で高品質の酸化亜鉛シンチレーターを製
造する技術」を既に保有しており、本研究開発では短期間に短波長域カメラ
レンズアダプターを開発した。更に紫外のレーザー光のビーム形状の観測を成
功した。今後は、半導体プロセスやプラズマの診断をはじめとする多くの分野で
実際に使用しデータ収集をするとともに、企業との共同の事業化を推進する。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
一般のCCDカメラにZnOとレンズ結像系を取り付けた安価な短波長域カメラレ
ンズアダプター開発が実現できたことに関しては評価できる。一方、技術移転
の観点からは、アダプターに使用するZnOに関して、「より高品質」・「大量生
産」に対応した作製方法を企業と共同開発し、産学共同研究をさらに発展
することで、多くの応用製品への展開も視野に入れた開発が期待される。

蹴り出し推進型短下肢装具の開発 米津亮
大阪府立大
学

本研究の目的は、障がい児・者が歩行中に力強い蹴り出し動作を再現でき
る短下肢装具を開発することである。この目標を達成するため、我々は柔軟
性とともに耐久性を兼ね備えた炭素繊維強化プラスチックを使用して、歩行
中に中足指節関節の背屈運動を保障できる短下肢装具を試作した。そし
て、障がい児を対象とした実証研究を通して、より力強い蹴り出し動作が発
揮でき、機能性という観点で実用化が大いに期待できることを確認できた。今
後は、実用環境下での使用における耐久性の確立に向け、リハビリテーション
学的知見と工学的知見をさらに融合させ研究を展開する必要がある。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が大いに高まった。特
にほぼ当初目標を達成しているだけでなく、より自然な歩行を再現できる複数
の所見が得られたことに関しての成果が顕著である。一方、技術移転の観点
からは、企業の長年の課題に対して、複数の解決策を示せたことに関して、実
用化が期待される。今後は、障がいを有する場合の運動学的特性を把握
し、それを指標に素材特性評価を行い要素技術の確立をすすめ、長期安定
的に安心して使える装具を開発することが期待される。

pH応答性高分子－デンドロン脂質ハイブリッドによる 核
酸医薬送達用in vivoナノキャリアの創出

弓場英司
大阪府立大
学

本研究では、デンドロン脂質ベクターにpH応答性高分子を複合化することで、
高い安定性とsiRNAの細胞内導入機能を併せ持つ多重機能ハイブリッドベク
ターの開発を目的とした。多分岐状ポリグリシドール誘導体を疎水性相互作
用及び静電相互作用により導入することにより、デンドロン脂質ベクターの生
理的環境における安定性が向上し、siRNAのエンドソーム脱出とベクターから
の放出を促進して高いRNA干渉効果を示すsiRNAナノキャリア構築に成功し
た。今後、ポリグリシドール誘導体の大量合成の検討とハイブリッドベクターの
実用化研究を行い、in vivo用siRNA導入キットとして商品化を試みる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
多分岐状の機能性ポリマーをデンドロン脂質ベクターに複合化することで、生
理的環境や血清中における高い安定性、さらには高いノックダウン効果を示す
高性能ハイブリッドベクターの構築が確認できたことは評価できる。一方、技術
移転の観点からは、開発したハイブリッドベクターの in vivo評価を速やかに実
施し、本技術の実用化に向けた共同研究の進展を期待する。今後は、核酸
医薬のin vivoデリバリー技術をキット化することで、医学・薬学・工学またこれ
らの融合領域の発展に大きく寄与できるため、産学共同研究をさらに推し進
めることを期待する。

微量細菌のワンステップ検査を実現する超高感度マイクロ
プレートの開発

椎木弘
大阪府立大
学

細菌は微量の存在でも病原性を発現することから、迅速かつ高感度な検出
法の開発が望まれている。化学発光や染色に基づく細菌の検出は感度が低
く、十分な感度で検出するには増菌培養が必要であるため、試料採取から判
定までに最低数日を要する。マイクロプレート法は、プレートリーダーで蛍光強
度を読み取ることでハイスループットな検出が可能である。しかしながら、微量
試料の検出は、目的物質の分離・濃縮などにより、蛍光感度を向上する必
要がある。そこで、高感度な蛍光検出が可能なマイクロプレートを開発した。
本開発により、20倍以上の蛍光強度の増大が達成され、多くの検体に対して
培養や分離・濃縮などの工程を要すことなく、ワンステップでの検出が可能に
なった。今後、さまざまな微生物の高感度な検出への応用に展開する。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
当初の目標に加え、実際の生体材料を使った細菌の検出感度に繋がるデー
タを取得していることは、実用化を意識した研究成果であり、評価できる。一
方、技術移転の観点からは、高感度な蛍光検出が可能にしたことで、試料の
前処理や濃縮などの工程を不要とすることができた。これにより、ワンステップで
の検出(迅速検出かつ危害要因の早期の特定)を可能にすることが期待され、
実用化の可能性が高まった。今後は、諸条件の最適化による高感度化やた
んぱく質やウイルスなどをターゲットとした検出方法についても検討を進め、早
期の技術移転を期待する。

プリンテッドプラズモニック結晶を用いたバイオセンシングデバ
イスの開発

遠藤達郎
大阪府立大
学

本研究開発では、ナノインプリントリソグラフィーを用いて貴金属ナノ構造が周
期的に配列した光学デバイス「プラズモニック結晶」を①簡便、②安価、③大
面積、にて作製し、作製したプラズモニック結晶より観察される局在表面プラズ
モン共鳴を利用した光学式バイオセンサーの開発を行った。作成したプラズモ
ニック結晶は、貴金属ナノ粒子を用いたデバイスと比べ、簡便（作製時間1時
間以内）・安価（1センサ約500円）・大面積（2インチ）に作製することに成功し
た。加えて作製したプラズモニック結晶は、抗原抗体反応を用いたバイオセン
サーへ応用した場合、他光学式バイオセンサーと比べ、低濃度域の抗原を検
出することに成功した（検出限界:10 pg/ml）。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
開発したプラズモニック結晶は、貴金属ナノ粒子を用いたデバイスと比べ簡便・
安価・大面積である。さらにはバイオセンサーへ応用した場合、他光学式バイ
オセンサーと比べ、低濃度域の抗原を検出可能にしたため、評価できる。一
方、技術移転の観点からは、産学連携の新たな技術により、高性能センサー
デバイスの「大面積・安価・量産性」の可能性を示し、実用化に向けた共同
研究の進展を望む。今後は、実用化に向けたセンサー感度の向上について、
産学共同研究をさらに推し進めることを期待する。

鋳型法によるウイルスの迅速簡易検出技術の開発 長岡勉
大阪府立大
学

病原性のウイルスによる感染が世界規模で発生し、大きな社会問題となって
いる。本課題では迅速かつ簡単な手順で認識膜の作製が可能な鋳型法を
用い、ウイルス簡易検出センサシステムの開発を目指した。実験では導電性
ポリマ膜上にネコカリシウイルス（FCV）の鋳型の作製を試みた。導電性ポリマ
薄膜を用いたウイルス鋳型センサの作製は世界的にも初めての試みである。セ
ンサ膜はFCVとモノマ溶液を電解酸化することで得られ、その後脱ドープするこ
とで鋳型を作製した。検討の結果、上記ウイルスと特異的に反応するセンサ
膜が得られた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
迅速かつ簡単な手順で認識膜の作製が可能な鋳型法を用いてウイルス簡易
検出センサシステムの開発目標が達成したことは評価できる。技術移転の観
点からは、研究成果として得られた鋳型膜のプロトタイプに、連携企業のノウ
ハウを活用することで、実用化に向けた進展が望まれる。今後は、他研究グ
ループ(大学、民間企業など)とのより強固なコンソーシアムを形成することで、
実用的な検査デバイス・キットの開発に向けた取り組みが積極的に推進され
ることを期待する。

高感度・迅速・全自動ELISA法の開発と単一細胞内タン
パク質解析への応用

末吉健志
大阪府立大
学

本研究では、モノリスシリカキャピラリーとZ型光学セルの利用による全自動キャ
ピラリー電気泳動－ELISA法の高効率化および1000倍高感度化を目標とし
て研究を進めた。Z型光学セルの利用による高感度化とスウィーピングの適用
による高感度化を組み合わせ、高感度化目標を達成した。一方、当初予定
していた高速液体クロマトグラフィー用モノリスシリカキャピラリーが背圧の影響で
利用できず、モノリス構造自体を再調製する必要が生じた。そのため、最終的
なシステム統合までは至らなかったが、今後、全自動・高感度キャピラリー電気
泳動－ELISAシステムの実現が期待される結果が得られた。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも目標の内、総分析時間の短縮が未達ではある
が、その他の操作の全自動化、高感度化を達成させたことに関しては評価で
きる。一方、技術移転への可能性としては、最適な構造を有するモノリスシリ
カキャピラリーの調整を連携企業と共同研究を進展させ、技術的検討やデー
タの積み上げなどが必要と思われる。今後は、未達である課題を早急に解決
し、技術移転に向けた連携企業との共同研究の推進を期待する。

高レベル放射性廃液からの長寿命核分裂生成物（パラジ
ウム）のバイオ分離・回収技術の創出

小西康裕
大阪府立大
学

高レベル放射性廃液中の長寿命核分裂生成物パラジウム（Pd(II)イオン）に
対する斬新な分離剤として、特定の微生物を用いるバイオ分離・回収技術を
研究開発した。この微生物自体および微生物を封入したカプセルは、放射線
環境下であっても、模擬廃液からのPd(II)イオン分離・回収能力は非放射線
環境下と同レベル（1 時間以内の回分操作でPd回収率が80%以上）に維持
されることがわかった。特に、微生物カプセルは、放射性パラジウムを分離・濃
縮した微生物細胞を廃液から固液分離する操作を簡便にするものであり、パ
ラジウム回収現場でも使い易いツールとなる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
高レベル放射性廃液中のパラジウムに対する斬新な分離剤として、特定の微
生物を用いるバイオ分離・回収技術に関する知見を得られたことに関しては評
価できる。一方、技術移転の観点からは、回収現場において簡便なツールに
なりうることから、実用化が期待できる。本研究は、「放射性廃棄物の減容
化・有害度低減・資源化」と「微生物機能の応用」を融合した学際的研究の
先駆けとなるものであり、革新的なバイオ利用HLLW処理技術、レアメタル資
源化技術の創出に繋がることと期待している。

環境負荷低減および省エネ燃焼実現のための乾式プラズ
マ複合排ガスNOx、SOx、ばいじん同時低減処理技術の
実用化促進

黒木智之
大阪府立大
学

ガラス溶解炉排ガス処理技術の開発を目的とした実験室レベルの小規模プラ
ズマ乾式排ガス処理装置を用いた実験において、実機条件に近い冷却水噴
霧条件においても80%のNO酸化率を維持し、NOx・SOxの除去率50%以上を
達成すること、バグフィルタ併用によるガスと薬剤の反応効率向上によるNOx
除去率の向上を目標として研究開発を行った。その結果、最大88%のNO酸
化率とそれぞれ80%以上のNOx・SOx除去率を達成した。また、中和剤として
NaHCO3を使用することによってバグフィルタ上においても脱硝が可能となり、
NOx除去率の向上が可能なことが示された。今後は本技術の実用化のため
産学共同研究を進めていく。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
ＳＯx存在下においてＮＯxとの同時除去することを実証し、実機への発展可
能性が示された。技術移転の観点からは、一部に課題はあるが、従来型の設
備にも導入可能で、ランニングコストも従来法と比較して低い試算となっている
ことからも実用化に向けた展開が期待できる。今後は、本格的な産学連携に
発展し、実機への適用（スケールアップ）に向けた研究開発が推進されることが
望まれる。

浮体式垂直軸風車の「強風時の過回転防止」、「すりこ
ぎ運動を抑制」する革新的「フレキシブルガイドベーン付き
マルチ垂直軸風車搭載のセミサブ型風車」の研究開発

二瓶泰範
大阪府立大
学

垂直軸風車を用いた浮体式風車は様々なコンセプトが提案されているが強
風時の過回転や風車の回転力によりすりこぎ運動が惹起し実用化の足枷と
なっている。本申請研究ではこれらの課題を解決するために「フレキシブルガイ
ドベーン付きマルチ垂直軸風車を搭載したセミサブ型浮体式風車」を新たに
考案し、基本設計を行い、諸性能を検討した。
研究期間中に、制約条件を
設け浮体式風車の基本設計を試みた。設計に際して、小型化、軽量化を考
慮した。そして設計・製作した開発機を用いて水槽試験において動揺特性、
風車性能等を調べた。設計した浮体は狙い通りの性能を発揮することを明ら
かにした。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
フレキシブルガイドベーン（FGV）付き垂直軸風車を搭載した浮体式風車の軽
量かつ小型の浮体を開発し、さらに垂直軸風車を搭載した浮体式風車の弱
点でもある「すりこぎ運動」の抑制について実験的に明らかにしたことに関しては
評価できる。一方、技術移転の観点からは、①複数台の垂直軸風車による
「すりこぎ運動」の抑制、②FGVを用いた過回転防止技術により、これまでの
垂直軸風車を搭載した浮体式風車の問題を解決することができ、これらによ
り、実用化への期待が高まった。今後は、大規模水槽試験や実海域試験を
実施し、実用化を目指すことが期待される。

ホスフィンオキシド除去に効果的なフルオラスリン化合物を
用いた有機－フルオラス2相系の応用

小川昭弥
大阪府立大
学

ビニル化合物は、多様な用途に用いられる。その最も有名な合成法にWittig
反応があるが、反応後に化学量論量のホスフィンオキシドが副生し、その除去
に多大なコストを要するという問題がある。これを解決するためホスフィンにフル
オラス性を付与することで溶解性を変化させ、反応後のホスフィンオキシドを簡
便に除去する方法を検討した。まず、Wittig反応に適したフルオラスホスフィン
を開発し、そのホスフィンを用いてWittig反応が通常のホスフィンと同様に進行
するかを確認した。反応後の混合物から、フルオラスホスフィンオキシドのフッ素
系溶媒による抽出を行い、簡便な除去と回収・再利用が可能であることを示
した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
新たに開発したフルオラスホスフォン(EsFP)を用いることで、Wittig反応が速やか
に進行することを明らかにし、ホスフォンオキシド除去・回収・還元サイクルを確
認できたことは、評価できる。一方、技術移転の観点からは、工業的利用で
懸案であったWittig反応後におけるホスフォンオキシドの除去問題に対し、新た
に開発したEsFPを利用することで解決できる見込みを立てたことは、実用化の
前進につながった。今後は、ラボレベルから実用化に向けたスケールアップの研
究への展開を図ることが期待される。

磁場勾配NMR法を用いた自己拡散係数測定による乳
化状態の評価方法

小野大助

地方独立行
政法人大阪
市立工業研
究所

本研究では性能評価や品質管理が難しいスキンケア用クリーム (エマルジョン) 
などの半固形製剤の乳化状態評価へのNMRの適用を検討することを目的と
する。正常品および劣化品の緩和時間を調べたがほとんど差異はなかった。そ
こで、勾配磁場を利用した特殊測定で自己拡散係数 (D) を決定した。バル
クの水と比べてo/w型エマルジョン中の水のDが小さくなった。劣化により相分
離してDが大きくなったと考えられる。一方、w/o型エマルジョンの場合はDの顕
著な変化を示さなかった。通常の測定が困難な不均一混合物のDを測定す
ることができた。今後、測定の精密化により、迅速な乳化状態の評価が可能
であると考えられる。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。o/w型エマルジョンについては、半固形製剤の自己拡
散係数の変化について劣化の指標となり得る可能性を見出せたことは評価で
きる。一方、w/o型エマルジョンの自己拡散係数の変化が小さいこともあり、評
価方法の発展、改善が必要で、技術的検討やデータの積み上げなど取り組
むべき課題が多い。半固形製剤の評価は、製品開発等で重要であり、引き
続き、企業と連携しつつ基礎的な研究の推進による新たな知見、ノウハウの
蓄積が望まれる。
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フレキシブルフィルムの無電解めっきのための表面修飾技
術

玉井聡行

地方独立行
政法人大阪
市立工業研
究所

フレキシブルエレクトロニクスの要素技術として注目される、フィルムの無電解
めっきによるプリント配線板作製おいて、簡便に平坦なフィルム表面に直接めっ
きでき、かつそのフィルム／金属間の密着性を確保できる技術が望まれてい
る。本課題では、“無電解めっきのための表面修飾技術”、すなわち難めっき
素材であるPET, PENフィルムのめっきを可能とする、プラズマ処理、および交互
積層法（LbL法）による高分子電解質多層膜形成を経る表面修飾について
検討した。多層膜が形成されたフィルムに対して、工業用無電解銅めっきプロ
セスを適用することで密着性に優れためっき被膜が得られた。多層膜の構造
最適化により、各種めっきプロセスへの対応、あるいは形成されるめっき被膜の
物性制御が期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
多層膜が形成されたフィルムに対して、工業用無電解銅めっきプロセスを適用
することで高い密着性を持つめっき皮膜を形成できたことに関しては評価でき
る。一方、技術移転の観点からは、フイルム表面に密着性に優れた無電解
めっき被膜を形成できたこと、及び界面のナノ構造制御がめっき被膜の密着
性向上と光学特性制御に有効であることを導き出した点から実用化が期待
できる。今後は、得られた成果を高分子電解質多層膜の構造制御やその応
用へ発展させることで、めっき被膜の光学特性制御技術の開発を進めていくこ
とが期待される。

有機薄膜太陽電池用アクセプター材料[70]PCBMの高
純度製造法の開発

伊藤貴敏

地方独立行
政法人大阪
市立工業研
究所

有機薄膜太陽電池用アクセプター材料となるフラーレン誘導体([70]PCBM)
を、95％以上の位置選択率、および大量合成に適した製造法の開発を目
指した。
申請者らが見出した新規スルホニウム塩を原料とする[70]PCBMの合
成手法を発展させることにより、位置選択率を98％へ向上した。また、フラーレ
ンC70をグラム単位で用いる大量合成に適応し、実用可能なプロセスを確立
した。計画はほぼ予定どおり達成した。今後は、フラーレン誘導体の製造企業
や有機薄膜太陽電池のデバイス開発企業と連携した研究へ展開し、本格
的な産官学連携した実用化に向けた低コスト化検討に繋げる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
当初掲げた全ての目標をクリアし、純度や化学収率を損なうことなくグラムス
ケールでのフラーレン誘導体の製造プロセスを構築したことに関しては評価でき
る。一方、技術移転の観点からは、変換効率の向上が課題となっている有機
薄膜太陽電池の普及において、高純度[70]PCBMの術用的製造法の開発
に新たな道を切り開いた点での実用化が期待される。今後は、有機薄膜太
陽電池の研究が加速され、太陽電池関連部材の素材企業からデバイス関
連企業、電気・電子、通信企業、住宅設備企業、さらに新規分野開拓企
業へと波及効果が広がっていくことが期待される。

成形性に優れた生分解性の包装材料用ポリ乳酸の開発 門多丈治

地方独立行
政法人大阪
市立工業研
究所

これまでポリ乳酸が普及に至らない大きな原因であった成形性の悪さは、分子
量やポリマー一次構造を正確に制御できていないことに起因していると思われ
る。そこで、独自開発した有機重合触媒を用いて、分子量、分岐・開始停止
両末端構造を正確に設計した特殊構造のポリ乳酸の精密合成を試み、精
密ポリ乳酸の構造と諸物性との関連を調べることで、従来なし得なかった成形
性の向上を目指した。その結果、食品包装材料用途への展開に必要な、高
耐熱化、成形性向上の目標を達成した。今後、得られた成果をもとに、バイ
オマス有効利用の観点から、幅広いプラスチック分野における製品開発の進
展が期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。当初
の目標をほぼ達成し、特に最重要テーマと考えていた成形性の向上では、最
適溶融温度における溶融張力が期待以上の成果が得られたことに関しては
評価できる。一方、技術移転の観点からは、ポリ乳酸の成形性の悪さという
企業側が最も求めていた問題を解決し、実用化に向けて大きく道を切り開い
たことに関してはさらなる発展が望まれる。今後は、市場規模の大きい食品包
装材料への展開を進めつつ、汎用プラスチックの代替材料として様々なプラス
チック関連製品に適用されていくことが期待される。

複合固相プロセスによるナノ組織超硬合金の創製 長岡亨

地方独立行
政法人大阪
市立工業研
究所

放電プラズマ焼結（SPS）＋摩擦攪拌プロセス（FSP）の複合固相プロセスに
よって、1800HVの硬度と4 GPaの抗折力という目標値を達成した。摩擦攪拌
プロセス後に研磨を行うことで刃先径1μm以下という目標値に対しても極め
て鋭利な刃先を形成することができた。刃先部が超硬合金で、基材が鉄鋼
材料からなる刃物であり、刃先の強靭さと基材の優れた加工性、使用時の扱
いやすさを併せ持つ。従来の鋼製刃物や超硬合金製刃物といった単一の材
料からなる刃物とは一線を画す特性を有しており、その応用範囲は極めて広
い。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
当初掲げた目標を全てクリアし、紙の切断における寿命評価では従来の鋼製
刃物に比べて数十倍以上の長寿命となる結果が得られたことに関しては評価
できる。一方、技術移転の観点からは、従来の鋼製刃物や超硬合金製刃物
といった単一の材料からなる刃物とは一線を画す特性を有する刃先を形成で
きた点での実用化が期待される。今後は、実用化に向けて、サイズの制約を
受けず、生産性の高い超硬合金プリフォーム形成技術を確立さていくことが望
まれる。

廃木材由来のリグニン画分を塗装剤に直接加工する新
規な酵素法の開発

渡辺嘉

地方独立行
政法人大阪
市立工業研
究所

本研究では、木質バイオマスから得られるリグニン分を塗料材料に加工する技
術開発を目指した。従来から木工用塗料として用いられる乾性油とフェノール
性アルコールを酵素修飾し、リグニン分と混合してバイオマス塗料を試作した。
金属板や木板に塗布して塗膜評価試験を行った結果、色調や対汚染性が
良好で、木板用の塗装基材として特に好適であることが確認され、実用化へ
向けた検討に値するとの評価を得た。今回得られた研究成果に基づき、今後
本格的な産学共同研究開発への展開を目指す。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
硬化性の向上並びにリグニン分の相溶分散を実証し、かつ、塗膜評価でも良
好な結果が得られたことに関しては評価できる。他企業からも試作品について
高い評価を得ている。研究期間終了後もシームレスに民間プログラムの支援
を受けて共同研究を進めており、実用化が期待される。今後は、技術的課題
への取組、スケールアップなど本格研究に向けた知的財産の確保も重要であ
る。

電解処理法を用いた金属空気二次電池用正極の創製 西村崇

地方独立行
政法人大阪
府立産業技
術総合研究
所

金属空気二次電池は、次世代の高容量二次電池として注目されている。そ
の実用化には、高活性かつ高耐久性を示す正極触媒の開発が急務である。
本研究では、電解処理法を用いて、白金および金属酸化物を使用した触媒
を作製し、金属空気二次電池の正極としての適用を試みた。その結果、開
発した触媒は、現行の一次の空気電池の正極と同等の特性を示し、さらに
充放電を繰り返しても活性の低下が抑制されることが判明した。さらに、触媒
に用いる白金の量も最小限に抑えることができ、本技術の開発により、低コス
トかつ大量生産に適した触媒製造の提案が可能となった。今後は、スケール
アップの実験など、実用化に向けた検討を行う。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転に向けた進展がみられた。特に電
析法による工法開発によって、現行の一次電池正極と同等の初期特性を達
成し、サイクル特性の一定の向上と、目標を大幅に上回る白金の使用量削
減を達成したことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、
個々の製品の特性に応じた大きさや形状に対応するためのスケールアップの検
証が必要であり、実用化にはサイクルテストに関してもより高い目標をクリアす
る必要がある。今後は、シンプルかつ低コストな電析法での正極触媒の製造
法を確立し、金属二次電池の実用化に貢献することが期待される。

ゲル微粒子を用いたポリマーブレンド型薬剤制御放出材
料における放散挙動の把握とその改良

木本正樹

地方独立行
政法人大阪
府立産業技
術総合研究
所

油性薬剤を室温で膨潤可能な新規ゲル微粒子を用いて、薬剤に適したゲル
微粒子を選択し複合シート化することで、数種類の薬剤成分が一定比率で
放散するよう制御可能とすることを最終目標としている。４種類のゲル微粒子
をモデル薬剤４種類により膨潤させた膨潤ゲル微粒子１６種類について、２
０℃での薬剤放散の経時変化をGCMSにより測定し、放散速度の解析を
行った。薬剤とゲル微粒子の組み合わせ毎に放散速度は異なることを明らか
にした。４種類のモデル薬剤についてゲル微粒子に含浸膨潤後、樹脂等ととも
に複合シート化し、同様の放散測定、解析を行った。その結果、複合シート
化によって各薬剤の放散比率の経時変化を小さくできる配合等の条件を見
出した。これらの結果から、本事業成果は薬効成分を一定比率で放散させる
技術に展開できるものと期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
精油とゲル微粒子の組み合わせ16種類において検討を行った結果、放散持
続性の定量的な解析を可能にできたこと、さらに複合シート化することにより持
続性の高いサンプルを開発できたことに関しては評価できる。一方、技術移転
の観点からは、精油成分の放散特性を定量的に解析することができ、さらに
新規性の高い薬剤分散シートを開発作成していることから、将来的には革新
性が高い新製品の開発が期待できる。今後は、香料産業の市場拡大のみな
らず、複数の機能を有する機能性フィルターや経皮薬における薬効成分への
放散制御など社会的波及効果の大きい材料システムへの発展が期待され
る。

簡便にエロージョン腐食速度を予測できる評価手法の開
発

左藤眞市
大阪府立産
業技術総合
研究所

硬さと耐食性が特徴的に異なる4種のステンレス鋼について、長期間（6ヶ月）
のエロージョン腐食挙動と、硬さ試験・摩擦摩耗試験・電気化学測定など短
時間で得られる材料特性との相関について評価をおこなった。エロージョン腐
食試験による腐食量の序列ともっとも高い相関性を示したのは、固体粒子を
懸濁させた腐食液流通雰囲気下における腐食電位であった。あわせて、塩水
中での摩擦摩耗試験が耐食性のスクリーニングに適した簡便な手法であるこ
ともわかった。また、ブリネル硬さと腐食液静止中での自然浸漬電位を用いて
多変量解析することにより、4種のステンレス鋼についてエロージョン腐食の序
列を導くことができた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
異なる4種のステンレス鋼について固体粒子を懸濁させた腐食液流通雰囲気
下における腐食電位、また塩水中での摩擦摩耗試験、ブリネル硬さと腐食液
静止中での自然浸漬電位それぞれの解析により、エロージョン腐食の序列を
導くことができたことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、費
用・時間のかかるエロージョン腐食試験に先立ち、電気化学測定や摩擦摩耗
試験といった簡便な手法によってスクリーニングを行えることがわかり、新規材
料の開発が加速する可能性が高まった。今後は、材料の使用用途に近い腐
食液の選定、想定される固体粒子の選定など、開発目標に応じた最適化手
法を構築し、企業における耐エロージョン腐食性に優れたステンレス鋼の開発
を加速させることが期待される。

温度補償素子集積型高温小型オイルレス圧力センサの
作製

筧芳治

地方独立行
政法人大阪
府立産業技
術総合研究
所

スパッタ法を用いて、TiC感応層作製時の酸素流量の精密制御を行い、±
100ppm/K以下の電気抵抗の温度微分係数かつ約3.5のゲージ率を有する
(SiC/TiCOx/SiC）新規積層型歪抵抗薄膜を開発した。そして、その薄膜を
用いて作製した圧力センサは、大気中、室温～400℃の温度範囲で、出力
電圧(Vspan)の向上とその温度依存性が温度補償に必要不可欠な正を示
すことを確認した。また、大気中、400℃で100時間保持におけるVspanの経
時変化はほぼ一定であった。しかし、圧力未印加時の出力電圧(Vzero)は保
持時間とともに大きく変化した。Vzeroの安定化が今後の課題である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
スパッタ法を用いて新規積層型歪抵抗膜を開発し、室温～400℃下における
Vspanの向上と温度依存性において目標値を達成するなど、企業ニーズを満
足する成果が得られたことは評価できる。今後は継続課題であるVzeroの安
定化と補正用薄膜抵抗の開発を行い、安価且つ小型の温度補償素子集
積型高温オイルレス圧力センサの実用化が期待される。

確率分布の歪度を考慮したランダム振動試験方法の開
発

細山亮

地方独立行
政法人大阪
府立産業技
術総合研究
所

本研究では、上下非対称な振動波形を再現することを目的として、所望の
尖度・歪度を有する非ガウス型ランダム振動生成法を構築した。従来の非ガ
ウス型ランダム振動生成法は、パワースペクトル密度の特性が変化するという
問題があったため、パワースペクトル密度制御を行う振動試験機への応用展
開は進んでいなかった。一方、構築した方法は、パワースペクトル密度の特性
が変化することなく、所望の尖度・歪度を有する非ガウス型ランダム振動を生
成することができるため、振動試験機への応用展開の可能性が高まったと言
える。今後は、構築した方法を振動試験制御システムに実装し、実用化に向
けて企業と連携して研究開発を進める。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもパワースペクトル密度に歪みを生じさせること無
く、尖度と歪度を独立して設定できる非ガウス型ランダム振動生成法を構築
したことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点においては、振動試験
に求められるリアルタイム性の実現についての課題解決が必要であると思われ
る。今後は、振動試験機をリアルタイムで制御できる非ガウス型ランダム振動
生成法を構築することが望まれる。

レチノール選択的分子インプリントポリマーを用いた肉牛品
質検査法の開発

砂山博文
安田女子大
学

本研究では分子インプリンティング及びポストインプリンティング修飾法を駆使し
た分子認識人工高分子材料作製を法により、抗体作製が困難であるレチ
ノールを特異的に認識する材料を作製し、それを用いた肉牛品質検査法の
開発を目的としている。本期間にレチノール認識のための鋳型分子の合成、そ
れを配向固定化した基板を用いたポリマー薄膜合成、蛍光性競合分子を用
いた競合アッセイ系による結合能評価について検討を行い、標的分子が107 
[M-1]オーダーで結合するポリマー薄膜の合成に成功した。また、これを用いた
簡便な競合アッセイ系の開発に成功した。今後は本研究成果の実用化に向
けた各種条件の最適化を推進していく。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも分子インプリンティング技術によってレチノイン酸を
高感度に検出する材料創製および簡易な検出系の開発に向けた知見を得
られたことに関しては評価できる。一方、測定系の特異性検証や実サンプル
中に含まれうる夾雑物の測定精度に対する影響評価などに関して、技術的
検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。本研究の当初の目標が達
成できれば、現行法に替わる簡易・迅速な測定法を提供できる可能性を示
すため、今後のさらなる研究の継続を期待する。

赤外線カメラを用いた鋼―コンクリート合成床版のライフサ
イクル非破壊評価法の開発

阪上隆英 神戸大学

鋼コンクリート合成床版内部の疲労損傷を高精度に評価できる非破壊評価
技術の開発が急務となっている。本研究では、赤外線カメラを用いた熱弾性
応力計測による、合成床版内部の疲労損傷評価に関する基礎検討を実施
し、以下の研究成果を得た。①合成床版の輪荷重走行試験時の熱弾性応
力測定を高精度化し、スタッドや横リブに作用する実働応力分布を定量的に
評価するとともに、き裂が生じる前のスタッド近傍の最大応力差をもとにスタッ
ドのき裂進展を評価できることを明らかにした。②実験室でスタッドのせん断疲
労試験を実施し、スタッドから発生・進展する疲労き裂進展挙動を、底鋼板
貫通前に熱弾性応力計測により検出できることを明らかにした。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
スタッドから発生・進展する疲労亀裂の挙動を、底鋼板貫通前に熱弾性応
力計測により検出可能であると明らかにしたことは評価できる。熱弾性応力計
測によって合成床版の余寿命予測への可能性を示唆したことに関し、実用化
に向けた継続的な取り組みが望まれる。今後、研究開発を進め、合成床版
の信頼向上に資するシステムの確立を目指すことが望まれる。

地域分散未利用資源の地産地消のためのバイオガスユ
ニットの開発と現地実証

井原一高 神戸大学

従来のバイオガスプラントの1/10以下の容積サイズである8m3の小型バイオガ
スユニットを開発し、家畜糞尿や食品加工残渣のエネルギー化を目的として
神戸市近郊の小規模酪農場において実証試験を実施した。バイオガスユニッ
トには、発酵効率向上のために、攪拌装置を付加した。温水循環による加温
によって冬季においても中温メタン発酵に必要な温度を維持できることを確認
した。投入有機物当りのバイオガス生成速度は、数百m3のフルスケールバイオ
ガスプラントとほぼ同じ水準であった。開発したバイオガスユニットは、小規模畜
産施設から排出される家畜糞尿のような地域分散バイオマスのエネルギー化
に資すると考えられる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転に繋がる可能性が高まった。特に、
従来のバイオガスプラントの1/10以下の容積サイズである小型バイオガスユニッ
トの開発と小規模酪農場において実証試験を通してバイオガス生成速度性
能がフルスケールバイオガスプラントとほぼ同じ水準まで達成可能であることを
検証したことは評価できる。一方、技術移転の観点からは、開発したバイオガ
スユニットが小規模畜産施設へ導入され、家畜糞尿のような排出物から取り
出した地域分散バイオマスエネルギーを利用する装置の開発が望まれる。今
後は、現地試験により明らかとなった装置面の技術課題を着実に解決し実
用化が期待される。
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レアメタルの回収/センシング能を有するペプチドナノチュー
ブの人工設計

田村厚夫 神戸大学

レアメタルを選択的に検出し回収する新規のリサイクル技術とするため、人工
設計ペプチド分子システムを構築した。このシステムは、１）結合、2）選択、3）
センシング、4）回収、の4段階で構成される。研究開発期間内では、1）につい
て結合力で最大40倍の増加を達成し、金属種も新たにPd, Nd, Tmに選択
的に結合するペプチドの創製に成功した。また、2)として、目的金属を他の金
属の10倍近い選択能で選別可能となった。3)について、新たにPtに対するセン
サー能を確認した。4)について、ペプチドをナノチューブ状態に集合させることを
可能とし、1)-3)と組み合わせることでシステム完成へとつながる道筋を切り拓
いた。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも効率的にレアメタルを回収する技術として分子
集合化してナノチューブ状になるペプチドを設計したことに関しては評価でき
る。一方、選択的結合とその回収の事例に関しては数例しかできなかったた
め、さらなる技術的検討やデータの積み上げや産業利用に向けコスト削減な
どが必要と思われる。今後は、ペプチド製造とレアメタルを回収する技術のコス
ト削減に向けた取り組みを検討しつつ、研究を継続していくことが望まれる。

ストレス診断のための唾液中コルチゾール検出技術の開
発

北山雄己哉 神戸大学

非侵襲的ストレス簡易診断を可能とするため、分子鋳型ポリマーを認識素子
として用いた唾液中のコルチゾール高感度検出法の開発を推進した。分子鋳
型空間を配向的かつ精密に構築するために新たに設計したテンプレート分子
を用いて分子鋳型ポリマーを作製し、蛍光レポーター分子との競合法によっ
て、唾液中のコルチゾールも高感度（検出限界：<10 pM）に検出することに成
功した。唾液サンプルは非侵襲的に採取可能な測定対象であるため、今後、
開発した技術を応用し、医療機関だけに留まらず一般家庭におけるセルフメ
ディケーションに展開できるような簡易ストレス診断キットの開発に繋がると期
待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
コルチゾールの低濃度領域での測定並びに選択性向上、ヒト唾液中での検
出機能面に関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、選択性向
上に関して、実用化に向けて更なる技術開発が望まれる。今後は、抗体作
成、製造に関するノウハウ等について、フィージビリティが示されたことから、簡易
診断キットとしての実装を目指し、民間企業との共同研究開発など実用化に
向けた取組が期待される。

金属熱処理加工を目的とした高周波誘導加熱用三相
―単相シングルステージ電力変換装置の開発

三島智和 神戸大学

金属高周波熱処理用の電源装置として、商用周波数電源から高周波出力
を1段変換にて生成可能な新方式電力変換回路を開発した。金属ボルトお
よびドリル刃を被加熱負荷に適用した定格3kWの試作器により、１）非平滑
直流リンクを利用した商用周波—高周波1段変換、２）電源電圧センサレスに
よる98％以上の電源力率改善、３）定格出力時に97.1%の電力変換効率の
達成、４）商用電源の2倍程度にパワー半導体スイッチの耐圧を抑制、などの
良好な結果を得た。連携企業との特許出願および国際的な学術論文の発
表などの実績を得るなど、当初設定した数値目標をほぼ達成した。実製品
化に向け主回路および制御装置の改良を今後行う。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも企業ニーズを的確に把握した実証評価を行い、
電力変換効率の向上においては目標値以上の結果を得るなど、そのニーズに
沿うような結果を得ることができたことに関しては評価できる。他方、中～大容
量金属熱処理装置での市場では三相-単相システムが主流であるため、当
該システムでの回路設計や実証評価を目指したさらなる回路構成の構築に
関して、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、本
システムを導入することで生じる電源設備の改良など、導入コスト削減にも取
り組みながら、有効な解決策を見出していくことが望まれる。

塗るだけで“汚れない”けど機能集積化可能なプラスチック
表面を作る

丸山達生 神戸大学

本研究では、機能性高分子を塗るだけで、防汚性と反応性という相反する
性質をプラスチック表面に導入する塗布技術を開発した。アクリル、ナイロン、
PET等のプラスチック材料表面を簡便に機能化できることを実証した。界面活
性剤を添加した高分子塗布方法により、高分子中のポリエチレンオキシド鎖
を表面に偏析することを明らかにし、このポリエチレンオキシド鎖が表面防汚性
に関与していることが示唆された。同時に高分子鎖末端に反応性官能基を
導入し、塗布後の表面に反応点を提示させ、この表面反応点を足場として、
タンパク質等の分子認識素子を表面に固定化することに成功した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
機能性高分子を塗布するだけで、防汚性と反応性という、相反する性質をプ
ラスチック表面に導入する技術を開発したことに関しては評価できる。一方、
技術移転の観点からは、企業ニーズであるコストを抑えつつ、単純な塗布のみ
で表面機能化を図ることができたことに関しては今後の実用化が望まれる。今
後は、長期耐久性及び長期使用環境暴露時の防汚性維持も実証しなが
ら、汎用性プラスチック材料の高機能化・高付加価値化などによる新たなマー
ケット創出に向けた取り組みが期待される。

酸化チタンナノチューブを用いた薄型軽量X線遮蔽シート
の開発

河南治
兵庫県立大
学

本開発では我々が市場投入を目指して開発している酸化チタンナノチューブ
を、軽量なX線・低線量放射線遮蔽材料としての利用を検討した。塩化ブチ
ルゴムに酸化チタンナノチューブを様々な濃度で混入した遮蔽シートにてX線お
よびセシウム137を線源に用いた遮蔽性能実験を行い、我々の酸化チタンナノ
チューブの質量減衰係数は、アメリカ標準技術研究所のデータベースを用いた
酸化チタンの質量減衰係数に対して2.3倍高い値が確認され、新しい「放射
線遮蔽素材」として特許申請を行った。さらに、「水より軽い放射線遮蔽シー
ト」として実際の上市に向けた材料選定や生産技術を検討、試作品開発を
行った。さらに、研究開発途中に見出した、極めて透明性の高い紫外線遮蔽
素材として実用化を目指し、酸化チタンナノチューブを用いたクリアなトップコー
ト塗剤の開発も実施した。

当初期待していた成果は得られなかったが、関連データの収集により、技術移
転につながる可能性は一定程度高まった。軽量な放射線遮蔽素材としての
優位性の実証により、実用化に向けて前進しており、試作品についても企業
サイドから高い評価を得ていることは評価できる。一方、他材料との配合により
使用環境、条件に応じた製品設計が展開については、技術的検討やデータ
の積み上げなどが必要と思われる。今後は、汚染土等の放射線遮蔽シート
の実用化を着実に推進しつつ、使用環境、条件に応じた製品設計を展開し
ていくことが望まれる。

金属ナノ粒子を触媒とする無電解めっきによるSiC半導体
への高信頼性電極形成

八重真治
兵庫県立大
学

次世代パワー半導体材料である炭化ケイ素（SiC）への電極形成は、真空プ
ロセスで金属膜を形成し約1000℃で熱処理する方法が主流である。本研究
では、高温熱処理なしで高信頼性電極をSiC上に形成できる低コストプロセ
スの確立を目的とした。SiC 表面に無電解置換析出させた金ナノ粒子を触
媒とする無電解めっきによって、高密着性ニッケル薄膜の4H単結晶SiC基板
への形成と、金属膜パターニングに成功した。さらに、ニッケル薄膜上に５マイク
ロメートルの電解銅めっき膜を形成できた。プロセス前後での熱処理を要せ
ず、ウェットプロセスでありながら高密着性でかつオーム性の金属電極をSiC上
に形成できたことは特筆に値する。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
温和な低温ウェットプロセスのみで、SiC基板上への高密着性金属薄膜形成
に成功し、安定な形成条件を見出したことに関しては評価できる。一方、本
技術は、低コストプロセスで高信頼性電極を形成できることから、実現に向け
た課題が解決し、実用化がなされることを望む。本技術は、高い技術的優位
性が感じられるため産学共同研究を推し進め、課題解決することを今後期待
する。

含硫黄縮環芳香族化合物を用いた高屈折率材料の開
発

大須賀秀次 和歌山大学

可視光領域で高い透過性を示し、可撓性に富む高屈折率を有するポリマー
材料が求められている。高屈折率を持つ有機材料の合成指針としては、骨
格に硫黄などのヘテロ原子や芳香族化合物を導入する方法が知られている。
本研究課題では、硫黄を含む芳香族化合物であるチオフェンなどからなる、
含硫黄縮環芳香族化合物ベンゾジチオフェン化合物を用いたポリマーを合成
し、高屈折率材料の開発を目指すことにした。しかし、種々の合成検討を行
い、個々の置換基を導入する条件についてはかなり確立できたものの、当初の
目的化合物の合成には至らず、高屈折率材料を得ることはできなかった。今
後も合成検討を続け、合成ができ次第、屈折率や透過率など物性検討を
行う予定である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。当初目的としていたモノマーの合成まで至っていないが、
合成条件の道筋を立てたことに関しては評価できる。一方、想定していたモノ
マーやポリマーの合成については、技術的検討やデータの積み上げなどが必要
と思われる。今後は、市場性の高い材料であるため、連携企業との技術開発
の進展に期待する。

工業用途高分解能光断層イメージングシステムの開発 尾崎信彦 和歌山大学

可視光広帯域光源を用いた光干渉断層計(可視光OCT)を構築し、1um以
下の光軸分解能を持つ工業用途の非破壊・非接触断層イメージング装置と
しての開発を行った。ニーズ提供された課題である、半導体微細加工時の内
部モニタリング技術としての実用性を計るため、半導体光学デバイス用に作製
した半導体薄膜サンプルに対し、構築した可視光OCTによる膜厚測定を行っ
た。その結果、表面に塗布したレジスト層およびサンプル内部の断層画像取
得に成功し、レジスト膜厚および光吸収層である半導体薄膜の物理膜厚を
もFDTDシミュレーションの導入により同定できることを示した。これらの結果から
ニーズ課題解決手法が示され、今後の実用化に向けた道筋を提案することが
できた。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
半導体基板への微細加工時の非破壊・非接触な高分解観察、モニタリング
技術を今回開発した可視光OCTによって実現し、さらにはこの技術が材料お
よび工業分野においても応用できることを明らかにしたことは評価できる。一
方、技術移転の観点からは、真空チャンバー内での成膜中のその場観察やモ
ニタリングに威力を発揮し、従来にはなかった計測手法を可能にしたため、早
期実用化が望まれる。今後は、今回開発した可視光OCTは応用先が多岐
にわたるため、連携企業との共同研究を推進し、実用的なレベルへの発展が
期待される。

ショウロ感染苗木の床替え巣植による子実体高位生産
技術の開発

霜村典宏 鳥取大学

本事業では、ショウロ子実体形成を促進する技術開発を目指した。近年開
発した耐塩性ショウロ菌株TUFC100948の増殖性は既存菌株より旺盛であっ
た。また、本菌株は宿主樹木の成長を促進し、耐塩性を付与することを確認
した。さらに、本菌株を接種したアカマツ実生を床替え巣植した結果、子実体
の形成には至らかなったものの、菌根形成が維持されることが判明し、効果的
巣植パックとその定植方法を確定できた。なお、今回開発した「床替え巣植に
よる菌根維持技術」の、技術移転はほぼ完成しており、実用的規模で展開
する段階となっている。本技術は、海岸マツ林への植栽に活用でき、防災林
整備・景観保全等の社会的波及効果が期待できる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
耐塩性ショウロ菌の菌糸体増殖力および菌根形成力の向上と宿主（マツ）へ
の耐塩性付与効果を確認し、菌株の基本性能を把握できていることに関して
は評価できる。一方、技術移転の観点からは、ニーズ元企業の当初目標は
達成し、新たな課題についても共同研究での対策確認試験実施によって確
認後、実用規模での展開予定であることに関して、実用化が望まれる。今後
は、本研究成果により、ショウロ子実体を高級きのこ特産品として販売する新
規事業のほか、防災関連事業につなげることが期待される。

水蒸気抽出法による竹抽出液を用いた農産物生産技
術の開発

上野誠 島根大学

地域の資源を活用した農作物生産が求められている中で、全国的にも問題
となっている竹に注目し、その農業利用の可能性を調査した。これまでの竹の
農業利用の多くは、竹肥料であり、特に粉末にして発酵牛糞などに混ぜた竹
堆肥が多く利用されている。そこで、本研究では、水蒸気抽出法で抽出した
竹抽出液に注目し、その農業利用の可能性を調査した。その結果、水蒸気
抽出法を用いることにより、特定の条件で調整した竹抽出液が病害防除に
利用可能であることを明らかにできた。今後、それらの作用機構や物質を明ら
かにすることにより、農産物生産での効率的な使用体系を確立させることがで
き、地域の資源を活用した農作物生産に繋がると考えられる。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも竹抽出液の抗菌性の検証において、高温度域
で抽出した原液で抑制効果が得られ揮発性の抑制物質の存在が確認でき
たこと、また防除効果の検証でも地上病害に対しては防除効果が確認できた
ことに関しては評価できる。一方、竹抽出液作成条件の検討、抗菌性の検
証、防除効果の検証、いずれも当初想定した成果が得られなかったことに関
して、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、十分
な成果が得られなかった要因を分析するとともに、竹抽出液の土壌病害防除
への利用のための処理方法の検討などを行い、竹抽出液の病害防除効果を
高めることが望まれる。

歩行車使用時における通常歩行からの逸脱検知手法の
開発

廣冨哲也 島根大学

本研究の目標は、みまもり・かけつけサービスを高度化し、歩行車を使用して
外出する高齢者にとって、より安全・安心な外出環境を提供することである。
具体的には、「歩行車のフレームと使用者の体幹の距離」および「移動速度」
に基づき、加齢に伴ってばらつきの大きくなる高齢者の歩行特性をモデル化し
て高齢者の通常とは異なる歩行の検知に適用し、その精度を評価した。計
画の一部に変更が生じたが、システムを構築して目標としていた70%以上の検
知精度を達成したことにより、企業ニーズを解決する基礎的な技術を確立す
ることができた。今後は、公的な研究開発支援制度を活用して、企業と大学
の協働により、産学共同に向けた研究開発を継続する。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
歩行車使用時における通常歩行からの逸脱検知にユーザモデルを適用する
手法の開発が、その性能評価の結果、通常歩行からの逸脱（疲労状態）を
目標とした高い精度で検知分類できたことに関しては評価できる。一方、技
術移転の観点からは、システムと人が融合したサービス提供を可能とする基礎
ができたことから既存サービスとの連携応用に向けた開発の他、介護ロボット・
福祉機器等への応用開発等に発展性が期待できることに関して、実用化が
望まれる。今後は、更なるシステム評価精度の向上を目指して研究開発を進
めるとともに、連携協力企業と提供サービスに対する連動と実装に係る課題を
一つ一つ解決していき実用化に向かうことが期待される。

木質・草木バイオマス資源を主とする熱硬化性成形原料
の創生

小武内清貴
岡山県立大
学

本課題において、当初の目標であったエコ成形原料の創生について一定の成
果を得た。具体的には加熱圧縮成形において、従来の石油由来の熱硬化
性成形原料と同程度の機械的特性（曲げ強度＞50 MPa，曲げ弾性率＞
7.2 GPa）および電気絶縁性（体積抵抗率＞50×106 MΩ）を有する100％
バイオマス由来のエコ成形原料の開発に成功した。しかし、当初予定していた
開発原料の高生産性の成形法（トランスファ成形）への応用は、開発成形原
料の熱流動性が低く、現在までの研究開発では困難であることが分かった。
今後は成形原料の熱流動性の向上に向けた研究開発を行う必要がある。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもバイオマス由来成形原料として、石油由来の従
来品同程度の物性を持つ材料を開発できたことについては評価できる。一
方、製法・用途によっては、解決しなければならない課題が存在することに関
して、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。本研究課題
は、エコ材料としてのニーズは大きく応用範囲が広いが、類似する研究開発が
多いと思われるので、早急に知財化を検討することが望まれる。
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乳酸菌Ｌ－５５株による抗インフルエンザ効果の作用機序
の解明

森田英利 岡山大学

Lactobacillus acidophilus L-55株は、抗インフルエンザ試験により病状の軽
減がみられた。しかし、L-55株がどういう作用機序でその効果を示すのかにつ
いての知見はない。本研究では、腸管での本菌株の認識および免疫系の賦
活化の機序に関する状況を得るべく、L-55株の菌体表層タンパクに着目し、
本菌株の全ゲノム情報から、腸管への付着性や菌体の取り込みに関与するタ
ンパク質候補としてslpA遺伝子、mub遺伝子およびfpbA遺伝子の存在を明
らかにした。特にSlpAタンパク質は腸管への付着だけでなく、このタンパク質を
認識して宿主が生体内に取り込むという報告があることから、本菌株の有する
抗インフルエンザ効果に貢献している可能性が示唆された。また、既に本菌株
はGRASである安全性においてゲノムレベルでもそれを確認することができた。こ
れらの知見は、本研究においてL-55株のゲノム解析を行い、網羅的な視点か
らの解析により導かれた結果であり、本研究期間で十分な成果であったと考え
ている。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
乳酸菌L-55株のゲノム精製を行い、その全ゲノム情報を獲得して、同株の抗
インフルエンザ効果の作用機序の一部が解明できたことに関しては評価でき
る。技術移転の観点からは、乳酸菌をはじめとする微生物の評価方法として
有効であり、これらの遺伝情報をもとに腸内での動態や新たな機能性探索、
代謝経路の確認など様々な用途に応用が可能であることから、実用化が望
まれる。今後は、これまでの成果を踏まえて、たんぱく質の発現確認試験や菌
体表層タンパク質の精製を進めて、抗インフルエンザウイルス活性の作用機序
をさらに明らかにした上で、より安心安全でより高機能な商品開発の実現が
期待される。

アルミダイカスト鋳造の溶湯品質向上に係る研究 岡安光博 岡山大学

ダイカスト鋳造の溶湯品質を向上させるため、小型鋳造装置を独自に開発し
た。この装置には、２段階射出システムや平板用の金型等を取付けている。ま
た溶湯を注ぎ込むスリーブの内壁は、様々な形状で設計しており、温度低下
が少ない条件を検討できるようにしている。これらの実験装置を用いて、溶湯
温度の低下を防止する最適な条件を選定することができた。実際、アルミニウ
ム合金の溶湯や金型の温度挙動について確認し、最適な条件を明確してい
る。様々な鋳造サンプルを作製し、材料特性の向上や欠陥混入の低減に寄
与することも確認できた。これら実験結果は、コンピューターシミュレーションによ
る解析において確認している。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
アルミニウム合金の溶湯や金型の温度挙動の解明で溶湯温度低下防止の
最適条件の選定が可能となり、欠陥混入への低減寄与が確認できたことに
関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、本研究開発手法で比
較的容易に低コストでアルミダイカスト鋳造の溶湯品質の向上を図ることがで
きれば、製品競争力の強化が期待できるため実用化が望まれる。今後は、研
究成果を早期に知的財産化すべくを対応を図るとともに、連携できる協力企
業と実機検証を進めて実用化を図ることが期待される。

放射能問題改善に向けた中和シュベルトマナイトの有効
利用

石川彰彦 岡山大学

本事業では、柵原鉱山排水処理副産物である中和シュベルトマナイトの有
効利用について、幾つかの試験を試み、環境保全用資材および農業用資材
としての可能性を模索した。土壌から農作物への放射性セシウム移行抑制に
関しては、数種の作物で中和シュベルトマナイトの施用効果が得られ、その持
続効果も検証された。資材としての用途拡大のために行なった、土壌からイネ
へのヒ素移行抑制試験に関しては、土壌への１％施用で、稲作における玄米
のヒ素濃度を大きく低減できる結果を得ている。また芝草栽培における施用で
は大きな成長促進効果も確認された。結果として、基礎的データ収集試験
目標の多くが達成され、農業用資材としての特長あるデータも多く得られ、そ
の実用化へ向けた検討を開始している。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
中和シュベルトマナイトの有効利用について、放射性物質の移行抑制だけで
なく、ヒ素問題対策・施肥効果等多面的な検討を行ったことに関しては評価
できる。一方、移行抑制のメカニズム解明については成果に至っていないため、
継続的な検証が求められる。今後は、本課題がニーズ企業のみならず地域
課題解決にもつながる研究開発であり、放射性物質の取扱いに関する専門
機関などとも十分に連携を図りつつ、提供側・利用側などの関係者間の十分
な連携による、課題解決がなされることが望まれる。

微生物由来のセラミックスを用いたタンパク質生産法 笠井智成 岡山大学

微生物が生産するバイオジナス酸化鉄マイクロチューブ（ＢＩＯＸ）を接着系培
養細胞の培地に添加することで、通常は培養皿の底面に一層に付着して培
養する細胞の細胞塊形成を促進し、持続的なタンパク質生産につなげる足
掛かりを得た。BIOXを添加することで細胞間の接着を促進する一方、細胞
塊内部からの壊死を顕著に抑制し、2週間以上の持続的な培養および培地
中に分泌されるタンパク質回収を可能にすることが明らかとなった。遺伝子導
入による生産や、大腸菌発現系、酵母発現系では得ることが困難な修飾を
必要とするタンパク質について、本来分泌している細胞を用いて本培養法を
行うことによって効率良く生産できることを見出した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
タンパク質生産における従来技術の問題点解決のため、微生物由来のチュー
ブ状多孔質酸化鉄（ＢＩＯＸ）利用の着眼点と新たな生産技術の可能性を示
したことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、新たな生産技
術につながる可能性のある研究成果であり、応用展開可能性は高く、実用
化が期待される。今後は、タンパク質プラント生産での品質管理・生産管理に
おけるニーズ等の把握を速やかに行い、次の研究ステップへ進むことが望まれ
る。

改良沈殿法による単分散ナノセラミックスの合成 岡田正弘 岡山大学

吸着特性・触媒作用に優れるハイドロキシアパタイトのナノ粒子合成法として
湿式法が工業的には選択されるが、同法で得られるナノ粒子は粒子径分布
が広い（同一バッチ内で粒子間不均一性が大きい）という問題があった。本研
究課題では湿式法の条件を改良し、低温常圧で小粒子の溶解と大粒子へ
の再析出による均質化を行うことで、より粒子径分布の狭い（単分散な）ナノ
粒子の合成法開発を達成した。本法は、湿式法で合成される多くのナノセラ
ミックスの単分散化に適用可能であると考えられる。今後は、本法により合成
される単分散ナノセラミックスを用いた特性評価を行い、その有用性を検証し
ていく予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
ある一定のpH幅の振動でpH値を変化させた条件下で、粒子径のばらつきが
少ない均一化したハイドロキシアパタイト(HAp)を当初の想定以上に作製する
ことができたことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、例えば
タンパク質の分離精製カラムの高機能化など様々な分野への応用への展開
が期待される。今後は、スケールアップした生産体制を確立していくとともに、連
携する協力企業と本手法の有用性の検証を更に進めて、製品化用途開発
に取り組み、成果の実用化に向かうことが望まれる。

歩行促進機能を有するリフト型歩行アシストの開発支援 黄健 近畿大学

本研究では、企業のニーズを応えるため、工学的な手法を用いて１自由度回
転機構つき胸部支持パッドを有する歩行車の歩行促進効果の定量評価を
行い、歩行促進効果の向上に影響する要因を明らかにすることを目的とす
る。研究期間中に現有する歩行車に角度センサを取り付け、画像計測手法
と併用して歩行者の腰のスイング、ひざ伸展角、踵持ち上げ高さなどの面で
定量評価を行い、さらに歩行促進効果への影響要因を検討した。本研究の
結果を踏まえて今後の産学共同研究による機器の実用化と製品化が期待
できる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
試作されたリフト型歩行アシスト自立支援機器については、当初の目標通り
に、歩行促進効果の定量的評価が可能となり、歩行促進意欲への影響要
因の解明が可能となったことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点
からは、実用化に向け、機器の歩行促進効果の定量的評価、歩行促進効
果向上の影響要因の検討成果が、製品技術指標につながることが求められ
る。今後は、これまでの結果を踏まえて、歩行車の設計開発に改良を加え、
病院や施設など高齢者利用実現場に持ち込んで評価・検証を行うことによ
り、製品実用化が期待される。

加工性を考慮した構造最適化に関する研究 竹澤晃弘 広島大学

本研究では、電子ビーム金属3Dプリンタを用いた高剛性・高強度ラティス
（ポーラス）構造の開発を行った。電子ビーム造形では、残存粉末除去のため
径の大きな穴を設ける必要があり、それがラティス構造の性能を低下させるた
め、性能と製造性を高いレベルで両立させるべく、高性能な構造最適化法で
あるトポロジー最適化を用いてラティス構造の設計を行った。そして、金属3Dプ
リンタでTi-6AL-4V合金を材料として試験片を造型し、圧縮試験により機械
的特性を検証した。その結果、開発した体積含有率25%のラティス構造は、
剛性に関しては従来のポーラス材料に対して約14%高く、強度に関しては約
190%高い性能を有し、軽量構造部材として十分に利用可能であることを確
認した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
金属3Dプリンタで高剛性・高強度ラティス構造の試験片を開発・鋳造し、開
発材料において十分な機械的性能が得られたことに関しては評価できる。技
術移転の観点からは、本研究で開発されたラティス構造材料が、軽量高強
度という特性をいかした軽量構造材料としての活用に向けて、実用化が望ま
れる。今後は、研究を通じて新たに生じた強度設計という課題への解決対応
を図るとともに、連携協力企業と実部品適用検証を進めて実用化を図ること
が期待される。

地下水浄化のためのアナモックス処理の適用と最適化 金田一智規 広島大学

地下水を水源とする自家用水道システムのための一槽型アナモックスメンブレ
ンバイオリアクターの適用可能性を検討した。模擬地下水（流入アンモニア濃
度50mg-N/L）での一槽型アナモックスMBRの構築に成功したが、空気供給
の最適化に時間を要し、実地下水の通水および低温条件での運転には至ら
なかった。地下水の泥を植種源としたカラムリアクターにより、新規アナモックス
細菌の集積培養を試みたが、研究開発期間内には集積できなかった。植種
源中からはアナモックス細菌を由来とする塩基配列が獲得できたことから、今
後長期間の培養により集積が可能であると考えられる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
アナモックスMBRの実機適用の可能性を示せたこと、採取したアナモックス細
菌が新種細菌の可能性を見出されたことに関しては評価できる。一方、技術
移転の観点からは、本研究が企業ニーズに合致した新規プロセス開発研究
であり、社会還元効果が大きいなど、早期の実用化が望まれる。今後は、社
会ニーズをとらえた産学共同研究として確実にステップアップすることが期待さ
れる。

色素増感太陽電池用酸化チタン電極の色素被覆率の
改善技術開発

大山陽介 広島大学

ピリジル系色素とカテコール系色素の混合溶液にTiO2電極を浸漬することで、
両色素を共吸着させたTiO2電極の作製に成功した。作製した色素共吸着
TiO2電極上の両色素の合計色素吸着量は、それぞれの色素単独での色素
吸着量の合計であった。このことから、色素吸着量を低下させること無く、本課
題の目標の一つである一段階色素共吸着法の確立を達成することができた。
しかしながら、TiO2電極の浸漬方法、電解液への添加物あるいは共吸着剤
の使用など様々な条件下で、色素共吸着TiO2電極を用いて色素増感太陽
電池を作製し、光電変換特性を評価したが、それぞれの色素単独吸着の場
合に比べて低い特性に留まった。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
Type-Ⅰピリジル系/Type-Ⅱカテコール系ハイブリッド型色素共吸着酸化チタ
ン電極の作製に、色素吸着量の低下なく成功したことは評価できる。企業
ニーズの一部は解決につながる研究成果を出しており、分子設計見直しによ
り色素の改良に成功すれば、技術移転につながる可能性が高く、実用化が
望まれる。今後は、研究者のシーズ・ノウハウを駆使して、企業ニーズの解決・
他分野への用途開拓につながることが期待される。

無機中空粒子を組織化した超低誘電率基板の開発 通阪栄一 山口大学

エマルション油水界面での無機沈殿反応を利用して低誘電率材料として知ら
れているコーディエライト組成（2MgO･2Al2O3･5SiO2）の中空粒子調製を試
みた。中空化により内部空隙率を大きくすることで低誘電率性を向上させ、
熱耐久性を有する無機低誘電率材料の開発を目指した。エマルション調製
条件から組成制御を試みたが、複合金属（Mg, Alを含有）ケイ酸塩中空粒
子の調製は困難であった。そこで、Alケイ酸塩中空粒子調製後にMgの導入
を行うことで、コーディエライト結晶を有する中空粒子が形成でき、この粒子か
ら調製した基板において誘電率を大幅に低下させることに成功した。しかし、
本課題期間内では目標とした超低誘電率材料の開発には至らなかった。今
後は中空度の向上を検討し、基板の低誘電率化を目指す。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもエマルション油水界面での無機沈殿反応を利用
したコーディエライト組成の中空粒子調製を試みて、Alケイ酸塩中空粒子調
製後のMg導入で同組成結晶を有する中空粒子の形成ができたことに関して
は評価できる。一方、同中空粒子から成型された基板の誘電率が、目標値
に至らなかったことに関して、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思
われる。今後は、基板の改善に向けて中空粒子調整の研究開発を引き続き
実施していくとともに、ニーズ元企業と連携を深めて成果製品化を進め、実用
化を図っていくことが望まれる。

軽量かつ低コストな斜材ケーブル保護管点検ロボット搭
載用撮影システムの開発

河村圭 山口大学

本研究は、斜材ケーブル保護管を点検する自走ロボットへ搭載するための撮
影システムの開発である。本システムの主な要件は、1回の撮影で保護管全
周を撮影すること、撮影装置の構成を安価かつ軽量化すること、さらに、撮影
動画から保護管全周の撮影画像展開図の作成を可能とすることである。本
研究では、Webカメラと小型パーソナルコンピュータ、さらに画像処理技術を活
用し、上記要件を満足する撮影システムのプロトタイプを試作し、実用化への
可能性を検証した。本検証結果より、開発システムは実用へ耐えうる性能を
有することが検証され、次のステップである撮影画像からの変状（割れなど）検
出の自動化へ研究開発を進めることが可能となった。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が大いに高まった。特
に企業から示されたシステム要件を全て満足し、特に装置の移動速度におい
て目標を超える速度を達成したことに関しての成果が顕著である。一方、技
術移転の観点からは、当初目標をクリアし、企業からも次のステップへの技術
開発項目を提案されており、さらなる成果実現の可能性が高いことに関して、
実用化が期待される。今後はこれまでの協力体制を維持して実用化に向け
た成果を出すことが期待される。

道路点検業務の効率化・省力化を可能とする路面ひび
割れ率評価システムの開発

藤田悠介 山口大学

本研究では、路面状況の点検・診断の効率化のために、車両から撮影した
画像のひび割れ抽出法とひび割れ率評価法を開発した。ひび割れ抽出法で
は、照明変動と路面表面の凹凸による画像の不均一性に対する頑健性の
課題に対して、機械学習によるひび割れ抽出法を新たに開発し、少数の学
習画像による路面状況に適応したひび割れ抽出を実現した。ひび割れ率評
価では、総点検実施要領（案）にもとづくひび割れ率評価法を開発し、100枚
の画像を用いた検証により実験的に有効性を示した。また、ひび割れ抽出ア
ルゴリズムを用いた半自動処理方式による効率的なスケッチ図作成を実現し
た。今後はプロトタイプシステムを開発し、現場検証を重ねた精度向上を行う
予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
道路撮影画像データから、自動処理・半自動処理併用により、従来作業同
等のひび割れ抽出とひび割れ発生状況スケッチ図作成に成功したことに関し
ては評価できる。技術移転の観点からは、企業との打合せ実施により、ニーズ
を的確につかみ成果をフィードバックすることで次の課題分析につなげており、
企業側も成果の活用に前向きであることから、今後の実用化が望まれる。今
後は、本成果の、実作業での適用による評価・検証によって、技術移転を確
実にすることが期待される。

廃棄される印刷用トナーを用いたリン酸系難燃剤開発 前英雄

地方独立行
政法人山口
県産業技術
センター

廃棄されるトナーを活用し、リン酸ニ水素アンモニウムを主成分とする耐水性
を持った粒子径１０ミクロンの難燃剤を開発した。この難燃剤は、水で発泡す
るタイプの軟質の発泡ポリウレタンの反応を阻害することが無く、５０％を配合
した場合でも安定した成形体が得られることが確認できた。開発した難燃剤
を含有する発泡ポリウレタンは、カラフルで難燃性があり、防音や断熱用の建
材としての応用が期待される。今後、関連企業と協力し、難燃剤の応用品に
ついて調査、検討を行う予定としている。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
廃棄トナーを用いた、耐水性を持つ粒子径10μｍの難燃剤が、当初目標と
していた耐水性能、難燃性能を満たして試作できたことに関しては評価でき
る。一方、技術移転の観点からは、住宅等の防音・断熱用建材や不燃性塗
料等への用途開発が期待できることに関して、実用化が望まれる。今後は、
開発した難燃剤の優位性を明確にして既存の難燃剤との差別化を図った用
途開発を行っていくことが期待される。
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NTC抵抗を利用した植物体局所自己加温制御テープ
ヒータの開発

山田健仁
徳山工業高
等専門学校

本探索試験では、テープ状の抵抗体（ステンレス箔テープヒータ）に、負の温度
係数を有する抵抗（NTC抵抗）を分散配置された局所に組み込むことで、局
所毎の自己加温制御が可能な省エネルギーテープヒータの開発を目指してい
る。課題として、ステンレス箔テープヒータに組み込むのに適したNTC抵抗を選
定し、テープヒータの回路構成を明らかにすることを挙げた。実験及びシミュレー
ションにより自己加温制御の可能性は確認できたが、現在入手可能なNTC
抵抗素子の組み込みでは、植物体の加温制御を対象とした場合、十分な性
能を実現するには至らなかった。今後は、工業用途などで適用条件を緩和で
きる領域を検討し本方式の実用化を進める。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもテープヒータに組み込むＮＴＣ抵抗素子を、入手
可能なＮＴＣ抵抗チップを用いて試作し、評価実験を行うことで、基礎データを
取得できたことは評価できる。一方、テープヒーターの高機能化に直接つなが
る最適なＮＴＣ抵抗素子組み込みによる成果が不十分なことに関して、技術
的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。本成果の活用・実用化に
は、多くの部門の連携が必要であり、関係者合同の研究会等での具体的検
討が望まれる。

散乱光の制御による太陽電池発電効率改善のために最
適な銀ナノワイヤー構造の設計

岡本浩行
長岡技術科
学大学

本研究の目的は新しいナノスケール物質である銀ナノワイヤーによる散乱光を
制御することで、太陽電池の発電効率を改善することである。数値解析によ
り、銀ナノワイヤーの構造が散乱光に与える影響を確認し、太陽電池の発電
効率と銀ナノワイヤー構造の関係を明らかにした。数値解析の結果を検証す
るため、太陽電池表面に銀ナノワイヤーを塗工し、室内において太陽電池発
電効率への影響を確認した。銀ナノワイヤーを塗工したことによる短絡電流及
び曲線因子への影響について、まだ明らかになっていない要因があり、今後は
その要因を明らかにして、発電効率への影響を確認する予定である。

当初目標の達成に向け研究開発を実施したものの、実際の太陽光下で発
電効率の向上が確認に至れていないこと、銀ナノワイヤー塗工で太陽電池の
発電効率が向上する仕組みについての解明が充分にできておらず、最適な構
造も求められていないことに関しては技術的検討や評価の実施が十分ではな
かった。今後は、実際の太陽光下での発電効率の確認を行い、併せて銀ナノ
ワイヤー塗工による発電効率向上の仕組みを解明し、銀ナノワイヤー保護方
法も含めた実用化検討を行うことが望まれる。

モンゴル天然薬物チャーガを素材とする新規ヘアケア製品
の開発

柏田良樹 徳島大学

現代、男性のみならず女性や若い世代においても薄毛の悩みは深刻であり、
多くの企業がヘアケア製品の開発にしのぎを削っているが、ヒトでの有効性が
科学的に実証されている発毛・育毛剤は数少ない。当研究室のモンゴル産
植物に関する研究において、チャーガ（Inonotus obliquus）の抽出物が発毛・
育毛に関する評価試験で促進活性があることを見出し、その活性が移行する
画分から5種の化合物を単離し、構造を明らかにした。これらの化合物は、評
価試験において、対照薬のミノキシジル(5 μg/mL)よりも強い促進作用を示
した。今後、これら化合物またはエキスを利用したヘアケア製品への応用への
展開が期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
モンゴル天然薬物チャーガの抽出物からミノキシジルより発毛育毛活性の高い
成分を同定したことに関しては評価できる。技術移転の観点からは、すでに
ニーズ企業と毛母細胞のライフサイクルへの影響について検討を始めており、今
後とも連携を強化して実用化を実現することが望まれる。今後は、企業との
共同研究の成果により、早期の実用化に向けた道筋を構築していくことが期
待される。

AlPO系除湿材の水蒸気高速吸脱着を実現する表面近
傍へのメソ孔導入

加藤雅裕 徳島大学

本研究では、産業用デシカント空調システムの省エネルギー性向上に資する
ため、アルミノリン酸塩系ゼオライト（AlPO）の水蒸気吸脱着速度の高速化を
目標とした。具体的には、AlPO系除湿材の一種であるシリコアルミノリン酸塩
系ゼオライト（SAPO）に注目した。アルカリ処理により、水蒸気吸着速度の高
速化ならびに脱離温度の低温化をめざした。結果、吸着初速度を1.4倍まで
増加させ、未利用工場排熱で重要とされる80℃での脱離率を72%から80%ま
で向上させた。今回最適化されたアルカリ処理条件は温和であることから汎用
性が高く、バッチで大量処理することで、除湿材性能を容易に向上可能であ
る。よって、処理材の広範な市場展開が期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。目標
とする吸着速度を完全には達成しなかったものの、非常に温和な条件で処理
ができることを見いだしたことに関しては評価できる。一方、技術移転の観点か
らは、市販原料の温和な条件での処理により水蒸気吸着速度や、未利用
温度域での脱着率の向上を達成したことに関して、実用化が望まれる。今後
は、本材料の性能を最大限発揮するシステムの開発を進めることが期待され
る。

シンチレータシリカ珪石微粉末を用いた簡便なトリチウム検
出器の試作

三好弘一 徳島大学

シンチレータシリカ微粉末の塗布状況を最適化して検出感度を明らかにすると
ともに光電子増倍管(PMT)を使ってハンディタイプのその場測定が可能なトリチ
ウム測定器を試作することを目標とした。その結果、シンチレータシリカ微粉末
をペレット状として液体シンチレーションカウンタで測定した約1Bqのトリチウムの
検出効率を27倍以上にすることが可能となった。PMTを使用した測定におい
ても約1Bqのトリチウム水溶液の測定に成功し、ハンディタイプの測定器を試
作した。以上から達成度は100%である。今後の展開として、JSTのA-STEPス
テージI、IIやNEDO戦略的基盤技術高度化支援事業に申請を計画してい
る。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
技術のコアとなる検出部の調整方法、感度増強方法を明らかにし、試作装
置の製作に成功していることに関しては評価できる。今後は、実用化に向け
て、現場使用に耐える堅牢性、測定の再現性・検出感度等の確認など、想
定される課題に対し、協力体制を維持して一歩一歩確実に進めていくことが
期待される。

分光反射スペクトルと機械学習を用いた露地栽培におけ
る生産・品質管理手法の高精度化

村上幸一
香川高等専
門学校

日本の農業は露地栽培を中心に行われているが、露地栽培は天候の影響
を受けやすく生産・品質管理は容易ではない。そこで本研究では、圃場に定
点設置したハイパースペクトルカメラ（以下、HSC）からの分光反射スペクトルと
機械学習を用いて、露地栽培の生産・品質管理を高精度化する手法につい
て研究した。
具体的には、HSCから得られた露地作物の分光反射スペクトル
と、破壊検査により得られた含有成分量との相関分析を行い、露地作物の
非破壊検査に有用な分光反射スペクトル波長を特定した。さらに機械学習
（ニューラルネットワーク）を用いて、各種生育環境データから、野菜の含有成
分を推定する手法について提案した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
企業が求めるシステムの開発要素それぞれに成果を出し、製品化につながる
基盤整備ができたことについては評価できる。一方、技術移転の観点からは、
植物工場への適用など、新たなユーザーからの研究成果に対する関心および
期待が高く、製品普及の可能性が大きいことに関して、実用化が望まれる。
今後は、新たな使用者ニーズに応えるきめ細かな対応可能な製品となるよ
う、関連データの取得と蓄積を進めることが期待される。

介護家族との協働による、援助職向けの「在宅認知症ケ
ア情報共有システム」の開発

渡邉久美 香川大学

在宅ケアの場で、介護家族との協働により認知症の状態像を的確に把握す
る援助職向けの「在宅認知症ケア情報共有システム」の開発を最終目標と
し、今回、援助職が直感的に操作できるGUIと、入力内容の可視化により医
師に伝達する出力システムの構築を目標とした。共同研究者及び介護看護
職へのヒヤリングを繰り返すアジャイル方式で改良を重ね、入力画面のGUIの
基本形を完成させた。これらの入力情報から総合判定する出力システム「情
報共有シート」では、独自の６領域の重症度レベルをレーダーチャートで示した
が、全体レイアウトや階層性については課題が残された。今後はシートのプロト
タイプを完成させ、アルゴリズムを組み込んだプログラミングを行う。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもプロトタイプではあるが、家族情報からの認知症
ケア情報共有システムを構築できたことは評価できる。一方、実用化には、実
際操作する介助職からの操作性等についてさらなるヒヤリングが必要となり、
技術的検討やデータ積み上げなどが必要と思われる。今後、社会的ニーズの
大きいシステムとなる可能性を有するため、本研究で取得した成果・ノウハウを
活かし、現場での活用に向けて開発を進めることが望まれる。

不可視性と近赤外吸収特性を有する新規オリゴピロール
類の開発

高瀬雅祥 愛媛大学

本研究課題では、不可視性と近赤外吸収特性を有する新規オリゴピロール
類の開発に取り組んだ。新規化合物に求める性能は、通常の希薄溶液にお
いて可視領域（400〜700 nm）に吸収が少なく、既存のレーザー光源波長
（808, 940, 1064 nm）に強い吸収があること、材料分野への応用展開も可能
な熱耐性（200度以上）を有すること、の2点とした。共役系が拡張されたピ
ロールを基本ユニットとすることで、近赤外部に対して可視部の吸収が少なく、
且つ熱耐性を有する新しい色素の合成に成功した。今後、用途に応じた官
能基変換等を行うことで、様々な分野への応用が期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。計画
どおりに目標とする性能を満足する化合物合成に成功したことから赤外領域
に吸収を持つ化合物の設計指標が正しく機能したことに関しては評価でき
る。また、技術移転の観点からは、必要な物性を持っている化合物であり、企
業からの期待も大きいことから、実用化が期待される。今後は、継続的に基
礎的な研究を進めるとともに、次のステージに向けた共同研究等を進めること
が望まれる。

港湾海底地形図作成のための自律航行走査システムの
開発

田房友典
弓削商船高
等専門学校

船舶の安全な入出港できる船の種類や港湾地形の変化を観測するために
は、海底地形図の作成が必要であるが、大型船での地形図の測深は発着や
係留している船舶、浅瀬があったりするため危険である。本研究は、小型で携
帯性があり、無人で操船できる海底地形図作成に特化した調査船を開発し
た。走査の効率化を図るために自律航行プログラムを開発予定であったが、
狭く障害物がある水域での安全性を確保するため、遠隔操船できるシステム
に限定した。調査船は、陸上から500m程度の距離まで遠隔操作でき、陸上
から調査船の航海情報を確認することができる。開発した調査船を用いて、
漁港を走査し海底地形図を試作した。地形図は三次元表示で様々な視点
から地形の様子を把握することができ、企業ニーズにマッチする結果であると評
価された。

一部当初期待していた成果は得られなかったが、技術移転につながる可能性
がある知見が得られた。中でもリモートコントロールで港湾内を想定した半径
500ｍ以内での海底を十分な精度で測定できるシステムを開発したことは評
価できる。一方、測定時間の短縮等が実用化に向けた課題となっており、サ
イドスキャナー等の利用によるシステムの改良が必要である。今後は、本研究
成果である船体を含むシステムの製作・開発を行う企業を探し、その企業と連
携して実用化に向けた研究開発を進めることが望まれる。

デジタルサイネージとスマートフォンの連携を利用した機械
学習によるマーケティング情報推定方式の確立と評価

今西孝也
高知県工業
技術センター

ビーコン発信機とスマートフォンを使用したデジタルサイネージ視聴者情報を数
値化するシステムを試作した。これを用い、レーザーレンジセンサ情報、コンテン
ツダウンロード情報などから情報機械学習における異常値検出手法を作成
し、評価確認した。レーザーレンジセンサ情報からデジタルサイネージのまわりに
人がいることを、検出できることが明らかになった。しかし、教師データありの回
帰分析、レコメンドエンジン、協調フィルタリングの分析は実験できなかった。デ
ジタルサイネージを開発する協力企業において、デジタルサイネージの視聴者
情報の推定方式は、製品に組み込む付加価値機能となることから、実証試
験を実施し、方式の確立と精度向上を目指していきたい。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも目標とするスマートフォンと連携できるデジタルサ
イネージシステムの構築ができたことに関しては評価できる。一方、サンプルが
多く、多数のデータが収集できる実験場所を確保し、機械学習による推定精
度を上げることに関しては、さらなる研究とデータの積み上げが必要と思われ
る。今後は、企業ニーズとのすりあわせを行い、経済性も加味したシステム構
築と、データ解析手法の検討を進めることが望まれる。

高温シンタリング耐性を有する貴金属ナノ粒子担持複合
触媒の開発と実用展開

小廣和哉
高知工科大
学

ナノ粒子触媒の実用上重要な「熱による粒子凝縮（シンタリング）」という解決
課題を、ナノサイズに制御された表面凹凸を有する金属酸化物構造体上に
貴金属ナノ粒子を担持することにより解決した。すなわち、液相法を駆使し3
～5 nmに制御された表面凹凸を有する多孔質金属酸化物構造体を合成し
た。これに化学的・物理的手法で貴金属ナノ粒子を担持し、複合ナノ粒子
触媒とした。担持された貴金属ナノ粒子が400℃においてもシンタリングしない
ことをTEMその場観察で直接確認した。また、この触媒を気相反応に用いたと
ころ、335℃で３日間使用しても全く触媒劣化が起こらないことを確認し、当
初の目標を達成した。今後、触媒反応のスケールを実施規模に近づけ、実
用化を目指す。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が大いに高まった。特
にTEMの観察では目標を大幅に超えた400℃においてもシンタリングしないこと
を確認しており、目標を遙かに凌駕する性能を示していることに関しての成果
が顕著である。一方、技術移転の観点からは、ベンチスケールにおける3日間
の連続使用実験も行って本材料のシンタリング耐性を確認しており、発熱反
応における触媒の制御条件を緩和できる可能性を示したことに関して、実用
化が期待される。今後は、触媒を使用している企業との共同研究を進めるな
ど工業化を見据えた研究開発ステージに進むことが期待される。

インフラサウンド津波センサーの高度化および防災システム
への応用展開に関する研究

山本真行
高知工科大
学

本課題の目的はインフラサウンド（超低周波音・微気圧波）センサーの防災へ
の活用にある。本研究開発では高知工科大学が保有する宇宙実験用真空
装置を活用し、2015年2月にプロトタイプ開発済の国産インフラサウンドセン
サーの圧力検出性能や周波数特性を精密較正した。同装置には従来ピスト
ン構造を取り付けて手動で圧力変動を印加する実験を行ってきたが、今回の
精密較正ではこの圧力変動を自動印加できるシリンジポンプ装置を導入し良
好な結果を得た。さらに防災システムへの応用展開のための具体的課題の解
決のため、同センサーを用いた屋外フィールド観測を、大学での知見を生かし
高知県香美市および黒潮町にて実施し屋外設置における問題点の実地検
証を行った。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
インフラサウンドセンサー較正に関し、目標値を達成したことに関しては評価で
きる。また、技術移転の観点からは、すでに地域企業や自治体との共同研究
を行っており、実用化の取り組みについても実施している。今後は、さらなる研
究開発の継続と成果の共有化により、全国規模の防災情報網の構築に結
びつくことが期待される。

短期間の蓄養によってアスタキサンチン高蓄積するクマエビ
を作り出す

足立亨介 高知大学

鮮やかな赤色を呈し、高付加価値をもつクマエビを生産する目的で「2週間の
蓄養でアスタキサンチン(Asx)を平均2倍クマエビ体内に高める」試験に取り組
んだ。漁獲されたクマエビを黒背景水槽、Asx高含有の給餌、紫外線照射及
びその組合せの試験区を設け、2週間の飼育後の頭・胴部の加熱後のa*値
(赤色の指標)とAsxを測定した。その結果、蓄養開始時に較べて頭部で1.7
倍、胴部で1.5倍Asxとa*を高めることができた。頭、胴部とも白背景に較べて
黒背景水槽で増加が顕著だったことから、黒背景色がAsxの増加に最も寄与
していると考えた。しかし、対照の白背景色水槽に較べて黒背景色の生残率
が低いなどの課題を残した。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもクマエビにアスタキサンチンを効率よく蓄積させる
畜養条件を見いだしたことに関しては評価できる。他方、脱皮を押さえる条件
を見出すとともに、蓄積に必要な時間短縮技術を開発するためには、技術的
検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、基礎的な研究を進
め、短時間で水産価値を向上させる技術開発を行うことが望まれる。
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大気安定な新規n型有機半導体材料となるジシアノイン
デノインデン誘導体の開発

岡内辰夫
九州工業大
学

新規のｎ型半導体材料を開発するために、ジシアノインデノインデンとジシアノ
インデノフルオレンの合成を試み、それらの合成に成功した。ジシアノインデノイ
ンデンについては、分子両端にｐ−トリフルオロメチルフェニル基を導入した化合
物を用いて、FET素子を作成しトランジスター特性を測定したところ、低移動
度ながらｎ型半導体材料の性質を示すことを見出した。また、ジシアノインデノ
フルオレンは溶解性が低く、未だ半導体物性等の評価が行えていないので、ア
ルキル基等の可溶化基の導入を今後行う予定である。
今回の研究によって、
初めてジシアノインデノインデンおよびジシアノインデノフルオレンの合成法を確
立することができた。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも新規骨格のｎ型有機半導体化合物であるジシ
アノインデノインデン、ジシアノインデノフルオレンの合成に成功したことに関して
は高く評価できる。一方、半導体特性や溶媒への溶解性が低いことに関して
は、技術的検討や基礎的データの積み上げなどが必要と思われる。今後は、
本開発で得られた知見を基に実用レベルの半導体特性を有する化合物の設
計と検証が望まれる。

多層構造を有する縦磁界超伝導直流送電ケーブルの作
製と特性評価による最適設計技術の確立

木内勝
九州工業大
学

本研究では、縦磁界効果を利用した内3層直流電力ケーブルを設計、作
製、評価し、ケーブル最適技術の確立を行った。ケーブル設計で必要となる線
材の縦磁界下での臨界電流を測定し、縦磁界が0.1 Tのときに電流容量が
最大となることが明らかになった。この結果に基づき内3層直流電力ケーブルを
作製し、液体窒素中で、通電特性評価を行った。得られた結果は、設計に
ほぼ一致し、本手法の有効性を確認した。ただし、今回のケーブルでは大きな
電流量の増加には至らなかった。更なる高性能化のためには縦磁界下で大き
な臨界電流を持つ線材を用いる必要があることを確認した。また、今回は内3
層のみのケーブルであり、今後シールド層を含めたケーブルを作製し、検証する
必要があることを確認した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
第2世代高温超伝導線材を用いた、多層構造の縦磁界直流送電ケーブル
の設計・作製により、ケーブルのコンパクト化と高臨界電流密度化を実験的に
明らかにしたことは評価できる。一方、技術移転の観点からは、シールド層と
組み合わせたケーブルの最終形での検証を進めることに関し、実用化が望ま
れる。今後は、縦磁界下での臨界電流の増加率を高める線材開発も並行し
て進めることにより、新たな電力インフラの提案につながることが期待される。

走行機構用超小型リニア振動アクチュエータの研究開発 伊藤高廣
九州工業大
学

移動装置用小型動力源へのニーズに対応し、電磁力を利用した超小型アク
チュエータを研究開発した。直径6mm, 長さ10mmに収まる超小型ながら、リニ
ア振動を利用して装置を走行させることができる。従来の出力の２倍0.2Nを安
定して得ること、長さ方向寸法の80%小型化、という目標を全て達成した。こ
のため本アクチュエータの開発では、従来のコイル駆動方式から、磁石駆動方
式に改良した。細い管内の走行を、実験により確認した。さらにワイヤレス給
電による走行も確認することができた。今後は、振動を利用して走行する機
械システムに応用する。他より細い15mm以下の配管にも入り、管内を傷つけ
ずに走行できる利点を活用していく。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が大いに高まった。特
に走行機構用超小型リニア振動アクチュエータについて、小型化に加えて目
標を上回る駆動力を達成し次の開発段階へとステップアップした成果が顕著
である。一方、技術移転の観点からは、振動アクチュエーターの応用として自
走式内視鏡カプセルの実用化に向けて開発を既に開始しており、実用化が
期待される。今後は本技術を元に、産学官の連携により、国際競争力のある
製品の開発につながることを期待している。

中間水含有高分子を固定化した磁気ビーズによる物質
分離システム

田中賢 九州大学

病気の簡便な早期診断手法の開発のためには、初期の病変組織から血液
中に漏出される希少な細胞やマーカー分子を選択的に補足できる血液適合
性（血球細胞やタンパク質の非接着性）に優れた材料が必要である。本研究
では、申請者が世界で初めて発見した血液適合性高分子の水和構造制御
による細胞の選択的接着現象に着目し、血球細胞・タンパク質の非接着性
と癌細胞の接着性を併せ持つ高分子の新規合成に成功した。また、この合
成高分子の大量合成と精製の条件を確立し、磁気微粒子表面に固定化す
ることに成功した。今後、癌細胞の接着実験を行い、磁場による分離・回収
を行う予定である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
当初目標としていた高分子の合成に成功し、従来法では達成できなかった細
胞の特異的な分離・回収の可能性が高まった点が評価できる。一方、技術
移転の観点からは、研究シーズの改良に加え、企業の技術とのすり合わせも
なされており、目的が達成される可能性が高い。新規な技術であるため、今
後は実用化に向けた開発・検証が期待される。

濡れ性の特異現象を利用した微細薄膜形成技術の確
立

深井潤 九州大学

インクジェット塗布による金属ナノ粒子の基板上配線において、表面調整剤に
よる配線の細線化を試みた結果、各分子構造グループの中で細線化効果が
最も大きな表面調整剤を同定でき、それらは配線幅を約20%まで減少させ
た。また、細線化と同時に配線断面も平坦化に向かい、配線の電気伝導性
が向上することを見出した。さらに、高分子溶液に対する表面調整剤の効果
を調べた結果、0.1Pa(sの高粘度溶液でも膜径を約半分まで減少できること
がわかった。一方、理論的検討においては、表面調整剤が細線化をもたらす
濡れ性の特異現象の発現原因を静的・動的な2つのモデルから検討し、いず
れも特異現象の発現原因となり得ることを示した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
濡れ性の特異現象を利用し、溶液プロセスによる金属ナノ粒子配線の細線
化の実験的検証をしたことに関しては評価できる。現行のドライプロセスに代
替可能な、微細な寸法・形状制御を可能とする技術であり、実用化が望ま
れる。今後、ウエットプロセスでの共通課題について、本開発成果を活用し、
産学連携による非競争領域での技術として検証することが期待される。

食品製造機械における静電誘引形インクジェットを用いた
液体材料の高効率塗布技術

松尾一壽
福岡工業大
学

　高電圧を印加して液体の飛翔を制御する静電誘引形インクジェット方式の
食品製造機械への適用可能性を検証するため、食用油及び食品着色料を
用いた検証を行った。食用油を用いた検証では、本方式によって塗布可能な
ことを実験によって確認し、印加電圧で塗布できる幅や濃度及び粒子径を制
御できる可能性があることが分かった。また、食品着色料を用いた検証でも、
塗布可能なことを確認し、印加電圧やノズルの走査速度及び走査回数等に
よって塗布面の濃淡や幅を制御できる可能性があることが分かった。これらの
結果から、必要範囲の効率的食用油の塗布、もしくは、食品着色料による
蒲鉾等の繊細な着色という企業ニーズを本方式が満たす可能性を確認し
た。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
静電誘引形インクジェットの食品製造機械の応用について、食用油及び食
品着色料を用いた制御条件を明らかにし、安全性を含めた検証がなされたこ
とは評価できる。一方、技術移転の観点からは、ニーズ提案企業と、実用化
に向けた次なる達成目標の協議ができており、引き続き開発を継続することで
実用化が望まれる。今後は、より製造現場の要求に合うよう、複数の色素や
複雑な模様や精度の高い濃淡を塗布面に行うための、印加電圧や走査速
度等の各種パラメータの検証が期待される。

触媒的フッ素化反応によるα-フルオロ-β-ケトエステル
誘導体の製造

北村二雄 佐賀大学

有毒で危険なフッ素ガスを使用しないフッ素化技術として、ヨードベンゼンを触
媒とするフッ化水素による触媒的フッ素化反応を開発したが、企業ニーズとし
ては、製造過程における製造コストのさらなる削減が必要で、ヨードベンゼン触
媒量の削減と安価な酸化剤の使用があった。触媒量削減では、大幅な削減
に成功した。さらに、触媒の触媒活性の検討により、実用的なフッ素化技術に
なると考えられる。また、酸化剤の検討では、安価な酸化剤で良好な成果が
得られた。技術的課題が明確となり、今後、フッ素ガスを用いない、安全なフッ
素化技術を確立し、フッ素ガスを用いない本技術の優位性を活かし、技術移
転へ展開させていく。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
触媒量の削減について確認でき、今後条件検討及び触媒の探索により削減
が期待されること、及び酸化剤の置き換えによるコスト削減についても確認で
きたことに関しては評価できる。企業からはこの分野の実用化要望がより高ま
ると考えられる。今後は、本技術を求める企業等との連携も強化し、共同研
究による実用化が期待される。

ヒューマンエラーに起因する労働災害の防止に関する研究 勝田順一 長崎大学

本研究開発は、製造現場におけるヒューマンエラーを原因とした労働災害を
防止するために、脳の認知を用いる可能性を検討することを目標とした。
各職
種の代表者に、パソコンによるヒューマンエラーを体験してもらい、脳の状態を
計測した。工場現場の安全を喚起する看板や表示への認知について調査し
た。現場での簡単な作業中の脳の活動について調査する予定であったが、安
全上の問題から実現できなかった。
社長をはじめ管理部門、現場の監督者
等に、労働災害にはヒトの脳の認知が影響していることを認識して頂いた。た
だし、決定的な解決策が完成したわけではなく、今後も、脳の認知に基づいた
安全対策への調査、改善策の提案を実施する予定である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも人の脳の認知状況に着目し、ヒューマンエラーを
生じさせるゲーム形式のプログラムを作成してヒューマンエラー防止策提案のた
めの、基礎的な評価手法が出来たことに関しては評価できる。一方、製造現
場での有効に活用されるため、出口を認識した開発をすることに関して、技術
的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、継続してデータの
取得・分析をすることが望まれる。

セルロースナノファイバー/反応性ポリマー剛直ネットワーク
による 水蒸気&酸素ガスバリア材の開発

城崎智洋
熊本県産業
技術センター

カルボキシ基の導入量が異なるセルロースナノファイバーを調製し、目標①のセ
ルロースナノファイバーのバリエーション化を100％達成した。セルロースナノファイ
バーと反応性ポリマーの混合液のpHを最適化することによって、 目標②のセル
ロースナノファイバーと反応性ポリマーの複合化による剛直ネットワークの構築を
100％達成した。複合体の光透過性は80％以上であり、酸素バリア性は、相
対湿度0%では1 cc/m2atm day、相対湿度60%では2.5 cc/m2atm dayを達
成し、目標(3)のガスバリア性、水蒸気バリア性、光透過率の評価とセルロース
-反応性ポリマー複合体の最適化を85％達成した。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特
に、再生可能な天然資源を基にしたバリア性の高いフィルムの開発実現へ向
けて、天然資源であるセルロースを材料としたガスバリア材の開発ができたこと
に関して評価できる。技術移転の観点からは、課題である耐水性について、
既存技術との組み合わせなどで課題解決した高機能フィルムとしての実用化
が望まれる。今後は、実用化へ向けて、スケールアップ、耐水性や製造の容易
性の向上などに重点を置いた研究を継続し、実用化を目指すことが期待され
る。

AMAKUSAクレイからの粧材・セリサイト選択的吸着材の
開発

永岡昭二
熊本県産業
技術センター

有田、波佐見陶磁器の原料として、利用される天草陶石には、セリサイトな
ど、粧材に有用な鉱物が45%程度含まれている。天草陶石から得られるセリサ
イトは白色度が高く、光散乱効果が高い。しかしながら、アスベスト的な粉塵
の原因となる石英が40%程度、含有するため、粧材としては、利用できない。
一方、我々はカルボン酸化微粒子（独自粒子）を開発し、粧材用として、光
ソフトフォーカス材、保湿材へ応用展開してきた。本研究開発では、カルボン
酸化微粒子(特許第5728739)との粘土鉱物特有の交互吸着作用を利用す
ることにより、天草陶石から、石英を排斥しながら、セリサイトを選択的に吸着
する材料を開発することができた。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもセリサイト選択的吸着材の開発について実現で
きたことに関しては評価できる。一方、コスト面や環境負荷面を考慮し選定し
た材料については、今後課題を明確にしていく必要があり、技術的検討や
データの積み上げなどが必要と思われる。今後は、企業を主体に今回の成果
をもとに、セリサイトの選択吸着による事業化への具体的な計画とともに、研
究者サイドではコスト面や環境負荷面を考慮し、今回吸着できなかった材料
について、その挙動の確認など実施し課題を明確にし、実現へ向けた計画を
進めることが望まれる。

強電界パルスを用いた液体低温殺菌の効率向上 勝木淳 熊本大学

タンパク質を主成分とする液体食品を安全かつ高品質に殺菌するため、本研
究では、強電界パルス（iPEF）とタンパク質が変性しない温熱を組合せて、グラ
ム陰性菌を含む導電性液体を、処理温度55℃以下と強度7桁以上を維持
しつつ実用的なエネルギー効率（40 kJ/kg）で殺菌することを目指した。まず、
iPEFとその前および後の温熱処理を独立に調整し、それぞれの殺菌への寄与
を明らかにした。また、iPEFが菌膜の物質透過性を高めること、およびiPEF印
加後の菌が数十秒程度で回復することを明らかにした。以上を踏まえ、液体
の徹底した温度管理と電源の改良を行い、目標を超える殺菌効率19.6 
kJ/kgを達成した。今後、実用化に向けて、実液を用いた試験と実用流量の
1/10程度の高流量試験を計画中である。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に殺
菌強度を維持しつつ、実用化を展望したエネルギー効率を目標値に設定し、
その2倍以上の結果を得られたことに関しては評価できる。一方、技術移転の
観点からは、実用化に向け具体的な設定条件の解決を目指したスケールアッ
プ試験が計画されている。今後、研究開発継続に向けた取り組みを行うと共
に、装置システム開発に協力いただける企業との連携や食品研究者等とのよ
り一層の協働が望まれる。

「小型可搬式大気圧プラズマ」による金型の局所表面硬
化装置の開発

市來龍大 大分大学

鉄鋼材料の一部を簡易に窒化処理する技術が開発されれば、「炉に搬入不
可能な大型の金型表面を硬化する」「金型の補修部を再硬化する」といった
製造業における企業ニーズに答えることができる。この技術の候補として大分
大学が有する大気圧プラズマ窒化法が挙げられる。しかし湿度など外的要因
によって被処理部材の酸化が起こることがあり、処理の再現性が悪いという問
題を抱えていた。この問題を解決するため、本研究課題では酸化抑制のため
の周辺機器の開発を行った。結果として、処理雰囲気の残留酸素に起因す
る酸化の抑制が達成され、再現性が大幅に改善された。この成果は、前述の
企業ニーズに即した簡易窒化技術の実用化につながると期待される。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
大気圧プラズマによる局所表面硬化を、再現性が高く評価が可能な装置の
試作を実現したことに関して評価できる。一方、技術移転の観点からは、金
型、工業材料や工具などの製品に従来にない付加価値をもたらす可能性が
あり、早期の実用化が望まれる。今後は、処理パラメータの最適化と、応用展
開に向けた様々な被処理素材についてデータ取得をすることが期待される。

フォースプレートを用いた『ロコモ』モニタリングシステムの製
品化

山子剛 宮崎大学

椅子からの立ち上がり動作中の重心移動と荷重変化をフォースプレートで計
測することによって運動機能を定量化してロコモティブシンドロームを評価する
特許出願済みのシステムを技術移転し、製品化に向けた産学共同研究を
行っている。本研究開発では実用化に不可欠な本システムの計測精度・信
頼性・妥当性を検証した。その結果、本システムは高齢者と若年者を区別す
るのに十分な計測精度・信頼性を有することが明らかになった。さらにロコモ成
績は従来テストとの有意な相関関係があることから、運動機能を表す指標と
して十分な妥当性もあることが示唆された。従って、本システムはロコモティブシ
ンドロームの新たな評価法として有用と結論を得た。

概ね期待通りの成果が得られ、製品化につながる可能性が高まった。特に具
体的な製品化を見据えた研究開発が行われ、一定の成果が得られたことに
関しては評価できる。また、技術移転に向けた取り組みを進め、製品化へ向
けて協力研究体制を構築していることからも、企業による実用化が期待でき
る。今後は企業を中心として、製品化へ向けた具体的開発作業が中心にな
ると考えられ、今後、企業が上市に向けた活動を本格化することが期待され
る。
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越境性動物感染症（口蹄疫・アフリカ豚コレラ）の農場即
時診断を目指した産学共同研究 -侵入時の早期摘発・
封じ込め体制確立-

山崎渉 宮崎大学

英国立パーブライト研究所（旧名：英国動物衛生研究所）との国際共同研
究を実施し、当初の目的どおり、アフリカ豚コレラのLAMP迅速診断法の開発
に成功した。従来法であるリアルタイムPCR法と同程度の診断力を有し、なお
かつ、最短11分（最長でも30分）で診断が可能であることが明らかになった。
同法の国内特許出願およびPCT出願はすでに完了している。さらに、すでに
開発した口蹄疫のLAMP迅速診断法を農場即時診断キットとして実用化を
試みた。タンザニア国の口蹄疫陽性農場において、同キットの性能を評価した
結果、従来法であるリアルタイムPCR法と同程度の診断力を有することが明ら
かになった。さらにLAMP迅速診断法では、最短16分（最長でも45分）で農場
での口蹄疫診断が可能であった。本法が越境性動物感染症（口蹄疫・アフリ
カ豚コレラ）の早期摘発・封じ込めに極めて有効である可能性が示唆された。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
目標であったアフリカ豚コレラ診断法の開発にて、診断的感度と診断的特異
度が当初目標を上回り達成できた事及び、既存の高感度検査法と比較して
も検出所要時間の短縮ができたことに関して評価できる。技術移転の観点か
らは、ウイルスの流行国、つまり海外での展開を先行することも視野に諸外国
での試験や関係構築が進められていることに関しても評価される。今後は、今
回検出できなかった微量のウイルスしか含まないサンプルを対象とした、高感度
検出の実現へ向けた研究継続を行うとともに、海外展開を見据えグローバル
な活動を行う企業との連携強化が進むことが期待される。

レーザ急速加熱環境下におけるセラミックスと低融点ろう
材のぬれ挙動解明

瀬知啓久
鹿児島県工
業技術セン
ター

本研究開発では、低融点ろう材のレーザ加熱を試み、約40 秒の急速加熱に
おける、Tiによるセラミックス表面改質挙動を明らかにした。
従来の知見から
は、接合に影響を及ぼすぬれ性は活性材による表面改質で変化するとともに
温度依存性を示すことがわかっていたが、これまで、低融点ろう材における短
時間のぬれ性挙動は明確ではなかった。そこで本研究を実施することで、レー
ザ急速加熱環境下でのセラミックスと低融点ろう材のぬれ挙動において、界面
反応層の形成が急激なぬれ性の変化に大きく影響することが明確となり、ま
た、数秒程度で界面反応層が形成されることが明らかとなった。
今後、同技
術を展開し、研究開発を発展させることにより、技術的・経済的にも大きな効
果が見込まれる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
ぬれ挙動の観察をできる環境をつくりあげ、レーザーろう付けにおけるその挙動
や界面反応について確認できたことに関しては評価できる。一方、技術移転
の観点からは、企業の期待に応えられる観測データや振る舞いの解明に挑み
得られたデータを基礎に、実用化への研究継続が望まれる。今後は、その実
用化へ向けて、装置メーカーでもある本研究のパートナー企業と、研究を継続
し、自己資金などを活用しながら競争力を持つ製品化の実現が期待される。

クエン酸発酵残渣からの機能性糖類の生産 安藤義則
鹿児島県工
業技術セン
ター

クエン酸発酵残渣である麹菌体から、β-グルカンやN-アセチルグルコサミンな
ど機能性糖類を生産する技術を開発し、培地組成など液体培養条件の違
いが麹菌体の回収量や細胞壁の糖組成に影響を与えることを明らかにした。
これにより、目的とする機能性糖類の含有量を増やし、その後の濃縮・精製
工程を容易にした。また、熱水アルカリ抽出と酵素処理を行うことにより、麹菌
体からN-アセチルグルコサミンを実験室レベルで製造した。その回収率は約
70％と甲殻類を出発原料とする場合と比べ極めて高いことを明らかにした。今
後は、スケールアップと製造コストの低減に取り組み実用化を目指す。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
クエン酸発酵残渣から機能性糖類を生産する技術を確認でき、回収量や糖
組成に影響する発酵条件を明らかにし、今後のスケールアップ試験に期待で
きることに関しては評価できる。一方、技術移転の観点からは、ある機能性糖
類の回収率は、競合製品のそれより非常に高いことも確認されたため実用化
が望まれる。今後は、コスト面での競争力も意識し課題を整理、スケールアッ
プ試験へ向けた計画の準備が進められることを期待する。

蒸気注入型撹拌装置を用いた発酵バガス・黒糖焼酎粕
培地の量産化に関する研究

山内正仁
鹿児島工業
高等専門学
校

本研究では、まず、乾き蒸気攪拌装置を開発し、最適蒸気注入時間を検
討した。その結果、培地詰め量、培地水分率の経時変化から蒸気注入時
間は5分間とした。つぎに本装置と従来の自動袋詰め装置を利用した発酵バ
ガス･黒糖焼酎粕培地の充填を試みた。培地に蒸気を注入することで、発酵
バガスの物性が変化し、培地袋詰め量が20〜25%程度増加し、且つ、従来
の自動袋詰め装置での培地充填が可能となった。最後に本培地を用いてア
ラゲキクラゲ栽培試験を実施した。乾き蒸気を注入した培地では注入無し培
地と比較して菌床あたりの収量が20%増加した。今後は菌床重量をさらに増
加させるために、島内において利用率0％の果樹剪定枝等をチップ化し、本培
地に混ぜ込み、更なる収量アップを図り、実用化に繋げたい。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
蒸気注入型撹拌装置を行い、発酵バガス、黒糖焼酎粕による培地の良質
化を実現し、キノコ栽培においても収量の増加が認められたことに関しては評
価できる。一方、技術移転の観点からは、企業の廃棄物を活用し、新たな事
業へ結びつける循環システムの実現へ向けた実証実験で一定の成果を出せ
たことに関して評価でき、早期の実用化が望まれる。今後は、量産化を見据
え、企業を中心としてコスト面からも検証をすすめた事業計画の検証を行うこ
とと、更なる品質向上や循環システムの次のステップの実現へ向けた研究を継
続することが期待される。

醤油製造工程から排出される高濃度有機性廃水の無
曝気省・創エネルギー型バイオリアクターの開発

山田真義
鹿児島工業
高等専門学
校

熱エネルギーを持っていない醤油製造実廃水を処理対象として液容積10 L
のラボスケールUASB反応器とポストトリートメントとして常温DHS反応器によ
る処理システムにより、連続処理実験を行った。醤油製造実廃水には珪藻
土ろ過後の醤油製造廃水を用いた。UASB-DHSシステムの安定した処理性
能の把握における数値目標は、COD容積負荷20 kgCOD/m3/日以上、
COD除去率80％以上として研究開発を行ってきた。その結果、COD容積負
荷20 kgCOD/m3/日、COD除去率85±4％を達成した。今後の展開として
ラボスケールからパイロットスケールにスケールアップし、温度コントロールを地下
水で行うことが可能か、また、希釈水に地下水を使用するのかなどを検討し、
実際にランニングコストをどの程度削減することが可能か調査していく必要があ
る。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
目標とした容積負荷や高濃度有機廃水除去率を達成したことに関しては評
価できる。技術移転の観点からも、排水処理の低コスト化については多くの工
場で求められていることであり、この研究に期待されるところは多く、その実用化
が望まれる。今後は、工場でのパイロットスケールの試験の導入へ向けて、引
き続き研究者と企業が連携し研究が継続されることを期待する。

金属空気燃料電池で駆動されるLED・GPS発信器を搭
載した救命具の開発

楠原良人
鹿児島工業
高等専門学
校

本研究開発課題の目標として、遭難時の救命具に要求される長時間駆動
可能で、小型・軽量、高い安全性を持ち、水や海水で発電して電力供給で
きるマグネシウム空気燃料電池電源システムの開発である。救命具に搭載す
るマグネシウム空気燃料電池電源の出力電圧の目標は、5[V]、9[V]の2電
源である。初期の目標である小型・軽量で、水で発電して電力供給可能なマ
グネシウム金属空気燃料電池の開発は、目標を達成したと考えている。しか
しながら、マグネシウム金属空気燃料電池による発光ダイオード用5[V]の電源
は試作し実験を行うことができたが、ビーコン用定電圧電源の開発までは至ら
なかった。今後の展開として、9[V]の定電圧電源を試作し、ビーコンに装着し
て実験することが課題である。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でも、水や海水で発電して電力供給できるマグネシ
ウム空気燃料電池電源システムが、定電圧電源として救命具に利用できる
可能性を示したことに関しては評価できる。一方、電源の高機能化・小型化
についての開発に至れなかったことからその実現へ向けて、技術的検討やデー
タの積み上げなどが必要と思われる。今後は、ユーザーメーカなど様々な立場
の企業と連携してコンソーシアムを組み、高機能・小型化実現へ向けた研究
体制の確立した上で研究開発を実施することが望まれる。

農薬を超高含有した次世代型カプセル農薬製剤の開発 武井孝行 鹿児島大学

本研究では、(i)80%程度の農薬含有率を有し、かつ(ii)3ヶ月以上それを徐放
できるカプセルの開発、ならびに(iii)カプセルの大量生産に必要な耐久性の高
い撥液性平板の作製を目的としている。研究責任者の新規なバイオインスパ
イアードカプセル調製法を応用することにより農薬含有率が約80%のカプセルを
調製できた。また、そのカプセル表面を新たな高分子層で被覆することにより、
農薬を1ヶ月間徐放できることを確認した。さらに、Dengらの方法（Science, 
335: 67-70, 2012）に基づいて、耐久性の高い撥液性平板を作製できた。今
後は、より長期のカプセルからの農薬の放出挙動の調査、ならびにカプセル大
量生産法の確立が必要である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
他にはない含有率、徐放期間の農薬カプセルの調整ができたことに関しては
評価できる。技術移転の観点からは、農産物の生産性向上へ大きな寄与が
期待できることからも、今後の実用化が望まれる。今後は、実用化へ向け、最
適化のためのデータの積み重ねを基本とする研究と、実用化へ向けた装置
メーカーとの研究を共に推進していくことを期待する。

環境調和型・高発光性炭素量子ドットの効率的合成法
の開発

若尾雅広 鹿児島大学

環境毒性が低く資源豊富で安定的供給が可能な環境調和型高発光性炭
素量子ドット（C−Dots）の効率的合成法の開発を目指し、本研究では、有
機炭化物の化学処理によるトップダウン法、および有機物溶液の加熱・化学
処理によるボトムアップ法でC-Dotsの調製について検討した。有機炭素成分
として、アミノ酸、糖類を用いて検討し、それぞれの方法において、C-Dotsの合
成プロトコールを確立でき、蛍光性C-Dotsを得ることができた。本課題で調製
されたC-Dotsは、表面修飾が可能であることから、今後、様々な蛍光性セン
シング材料、イメージング材料への応用が期待できる。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
目標とした炭素量子ドット（C-Dots)の精製プロセスを２つの方法で確立し、
量子収率もほぼ達成できたことに関しては評価できる。一方、技術移転の観
点からは、4～5年後の実用化を見据えた研究計画がなされており、その基礎
となる研究を今回実施したことからも、継続的に研究開発に挑む姿勢も評価
される。今後は、残されたそれぞれの技術課題ついて研究をすすめ、目標とし
た実用化時期を目指し、ユーザー企業を含めた研究体制を構築していくこと
が望まれる。

セラミックス多孔体を用いた水素と二酸化炭素の高温分
離

平田好洋 鹿児島大学

相対密度59.3%と70.2%のアルミナ多孔体によるH2-CO2混合ガスの分離能を
200–500℃で調査した。
（１）高温のH2–CO2混合ガスでは、室温で観測された透過の始まる臨界圧
力勾配は観測されなかった。
（２）圧力勾配が10 MPa/m以上のとき、水素ガス割合は圧力勾配の増加に
伴い増加した。80%H2–20%CO2混合ガスの水素ガス割合は29 MPa/mの圧
力勾配で0.995に達した。
（３）一方、圧力勾配が10 MPa/m以下のときにも、分離係数は増加する傾
向を示した。
（４）高温では、高い圧力勾配下でガス分離能は増加することが分かった。こ
の結果は、H2ガスの流束と割合の両方が高められる点で、工業的応用に有
利である。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に
安価な水素製造の可能性を示せたことに関しては評価できる。低炭素社会と
水素エネルギー社会の実現が国策として進められていく中、技術移転の観点
からも、安価な水素製造の可能性を指し示せたことに関して評価でき、またそ
の実用化が望まれる。今後は、継続的に基礎データを積み重ね、最適なデー
タを得、また実用化へ向けたスケールアップの研究実現へ向けて活発に様々な
場での発信を続けながら、連携企業との研究に取り組むことが期待される。

ガイド用超音速噴流を用いた高速度・高指向性Water 
Jetノズルの開発

屋我実 琉球大学

ウォータジェットの高性能化のために、同心円状になった２重円の内側から150
気圧の水の噴流、その外側のドーナツ状の穴から7気圧の高圧空気を噴射す
るためのノズルを作成、実験を行った。これは外側の空気の噴流により、中心
から噴出する水噴流の抵抗を減らし噴射角度を減らすことを目的として実験
である。さらに水の噴流の周りの同心円上に空気を噴射した場合の2次元軸
対称非定常圧縮性のシミュレーションも行った。その結果水のみ噴射した場合
と同心円状に空気を同時に噴射した場合は噴流の広がり角は影響を受ける
ことを明らかにした。また高速度カメラによる観察により、広がり角度はかなり変
動することから、その安定化に対する課題も明らかになった。

当初期待していた成果までは得られなかったが、技術移転につながる可能性
は一定程度高まった。中でもこれまでにない独創的なWater Jetノズルを試作
できたことに関しては評価できる。開発した新たな仕組みによる性能向上へ向
けて、技術的検討やデータの積み上げなどが必要と思われる。今後は、シミュ
レーション結果や測定結果を踏まえた性能向上へ向けた研究の継続が望ま
れる。

低コスト生産が可能な安定型抗体センサー分子作製法
の開発

村上明一 琉球大学

低コスト生産が可能な安定型抗体センサー分子の開発を、ラクダ科VHH抗
体ライブラリーを用いた抗体作製法を基盤として進めた結果、取得VHH抗体
の中には安定性が悪く生産性の低いものが多く存在した。そこで安定型VHH
抗体のみを単離する方法を検討した結果、100度の熱処理でも結合活性を
保持し、3M尿素存在下でも標的抗原に結合する超安定型抗体の単離に
成功した。さらなる利点は、これら超安定型VHH抗体は大腸菌で大量かつ安
価に生産できる。この成果は、抗体の医療分野での利用に留まらず、機器に
組み込むセンサー分子としての応用性を飛躍的に高める。本新技術を2016
年7月の「JST新技術説明会」で報告した。

期待以上の成果が得られ、技術移転につながる可能性が高まった。特に安
定性が高く、迅速・安価・大量に生産できるVHH抗体の製作技術を開発で
きたことに関しては大いに評価できる。一方、技術移転の観点からは、実用化
へ向けて課題となる生産性やコスト面をクリアできる生産技術の開発ができて
いるため、次はセンサーなど抗体を活用した具体的製品に向けた取り組みが
望まれる。今後は、具体的製品化へ向け企業と連携し、新たに連携が必要
な共同研究者を加えるなど、実用化へ向けた研究組織チームの確立により
推進されることを期待する。

亜熱帯環境下のＣＯ２濃度制御に基づく最適果実栽培
システム開発

諏訪竜一 琉球大学

亜熱帯条件下の温室栽培植物に対して局所CO2施用技術を導入し、その
有効性について調査するとともに、各種のセンサーによる計測データを通信技
術などと連動させて制御システムを構築することを目的としている。CO2の局
所施用技術を導入することにより、冬季のイチゴにおいては生育後半の結実
数を増加させ、夏季におけるエダマメの栽培においては莢数を増加し、収量を
向上させた。さらに、栽培地から大学間でのネットワーク通信技術を利用して
モニタリングなどを可能とする技術を作成し、制御効率の向上を可能とした。こ
れらの技術は熱帯・亜熱帯地域における温室などにおいて、生産性の高い栽
培方法としての導入が可能となることが示された。

概ね期待通りの成果が得られ、技術移転につながる可能性は高まった。中で
も本研究成果は、沖縄での夏季におけるハウスの有効利用に高い意義をもた
らしたことに関して評価できる。一方、技術移転の観点からは、亜熱帯環境
下のＣＯ２濃度制御に基づく最適果実栽培システム導入によるハウス二毛作
実現とその収量増加の傾向を確認でき、今後費用面からより詳細な検討や
企業が主体となった更なる実用化実験などを具体的に計画・検討することが
望まれる。
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非石油資源からの高効率イソプレン発酵技術の開発に
寄与するハイブリットイソプレン合成酵素の設計・構築

屋宏典 琉球大学

イソプレン放出能が高い熱帯樹木のイソプレン合成酵素は特徴的な性質を
有しており、非石油資源からイソプレンを生成する新技術を向上させる分子
科学的情報を多く有していることが期待できる。当該研究は、熱帯樹木イソ
プレン合成酵素活性に大きく影響をあたえるアミノ酸残基を数カ所同定するこ
とに成功しており、さらには温度と光の変化に呼応したイソプレン放出変動を
測定することで、基質親和性が高いイソプレン合成酵素を有する樹木を選抜
する方法を確立した。当該研究成果は、熱帯樹木イソプレン合成酵素の分
子化学的特性を解明する研究基盤の構築するものであり、今後の高効率イ
ソプレン製造技術の開発に繋がることが期待できる。

当初期待していた成果までは得られなかったが、対象樹木の選別効率向上
に向けた技術開発ができたことに関しては評価できる。一方、現時点では基
礎的研究に留まっており、今後具体的に選定された対象樹木からの酵素の
収集と、合成に係わる研究を継続することなどの技術的検討やデータの積み
上げなどが必要と思われる。今後は、実用化の基礎となる各種データの収集
や実験をこなし、最終目標を達成するのに有望なものを選定できる状況を経
たのち、企業との実用化を目指した次のステップの研究へ進むことが望まれる。
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